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四国地方の大雪時における冬期交通確保の向上に向けた取り組み

〜気象リエゾンによる気象情報収集の効率化と雪氷作業への活用〜

田村 健太＊1 赤尾 敦翔＊1 廣瀨 光太郎＊2 岩井 佑樹＊3 吉永 創＊3

１．はじめに

四国の高速道路は、「四国8の字ネットワーク」と言わ

れる四国４県を結ぶ道路網が整備され、各都市間の物

流、空港・港湾アクセスさらには、本州四国連絡橋を介

して近畿、中国地方との経済や生活活動の重要な交通イ

ンフラとしてネットワークを担っている。

西日本高速道路（株）四国支社（以下、NEXCOとい

う。）は、約480kmの高速道路を管理している。特に、高

知自動車道（以下、高知道という）の新宮IC～南国ICは

非常に重要な路線であり、命の道とも呼ばれる。南海ト

ラフ地震も踏まえた災害等、緊急時におけるネットワー

クの確保と安心して走行できるための維持管理が強く求

められている（図1）。

図1.四国の高速道路ネットワーク

一方、四国地方は、台風や豪雨・大雪などの際に大きな

影響を受ける独特の自然環境を持ち、特に強い冬型気圧

配置となる際は、四国の山間部でも大雪（写真 1:高知道

の道路状況）となることがある。そのため、大雪による高

知道の通行止めは、ネットワークの寸断につながり社会

的影響が大きい。さらには、並行国道がない路線であるた

め、大規模滞留となる恐れもある。従って、的確なオペレ

ーションを行うことで通行止めタイミングの最適化、早

期通行止め解除を図ることが重要となっている。

写真1. 大雪時の高知道

2022年度の冬期は、例年より強力な西風が卓越する寒

波が多くなった事もあり、全体として高知道西部、松山

自動車道（以下、松山道という。）西部、徳島自動車道

（以下、徳島道という。）西部の通行止めの多さが顕著

(図2)であった。

図2.令和4年度の通行止め実績マップ

12/22-24(クリスマス寒波)にかけて、特に活発な雪雲

が流れ込み、降雪頻度の低い高知道の高知 IC 以西でも

40cm を超える大雪となり、予防的通行止めを実施した。

本論文では、四国地方の気象特性に応じた雪氷対策の改

善、効率化による冬期交通確保の取り組みや道路利用者

向けの情報提供内容について紹介する。

＊１ 西日本高速道路株式会社四国支社 保全サービス統括課

＊２ 西日本高速道路エンジニアリング四国株式会社

＊３ 株式会社ウェザーニューズ
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２．冬期の気象と雪氷対策上の課題

（１）冬期の気象

四国の地形的な特徴は、中央部を東西に貫く山地（四国

山脈）があり、標高 1000m 級の急峻な山々が連なってい

る。さらには、愛媛県の最高峰である石鎚山(1982m)や、

徳島県の最高峰である剣山(1955m)など2000m級の山を多

く有している。山地を境として、南部は高温多雨の太平洋

側気候で毎年台風等による水害が多発している。また、四

国山地の冬の気象特性(図 3)は、本州の中国山地や吉備高

原を超え、関門海峡を抜ける寒気が瀬戸内海の水蒸気を

凍らせて、四国山地にぶつかるために雪が多いことも知

られている。

図 3.四国の気象特性（大雪）

図 4 は、強い冬型の影響を受け、記録的大雪となった

2022 年 12月 24 日 0 時時点の解析積雪深分布図である。

愛媛山間部では 70cm を超える積雪となっており、山陰や

北陸など雪の多い地域に匹敵することがわかる。

図 4.解析積雪深分布図

(２）雪氷対策上の課題

NEXCO では、除雪作業などの雪氷対策作業を行うにあた

り、株式会社ウェザーニューズ（以下、WNI という。）か

ら提供される朝・夕の気象予測を踏まえ、各雪氷基地の除

雪体制構築や作業タイミングの判断を行っている。

さらに、体制構築後は、気象レーダー画像及び本線の実況

値を常に監視し、凍結防止剤の散布作業や除雪などの雪

氷対策作業を行っている。防災対策室にある監視モニタ

ーには、WNIから提供される広域気象レーダー画像や四国

支社で整備している路線上のライブカメラや気象観測局

の値(写真 2)などがある。

写真 2.防災対策室で監視しているモニター

一方で、四国地方で通行止め相当の大雪になるのは年

に数回程度であるため、冬タイヤ装着は非常に低い地域

でもある。そのため、事故を未然に防ぐための雪氷対策作

業が必須となる。しかしながら、雪氷作業を行なっていて

も、降り続く雪の影響で限界降雪量（除雪能力）を超える

際には、躊躇なく通行止めにする場合がある。そのために

は的確に気象情報を取得する必要がある。さらには、重要

な路線を抱えることから、早期通行止め解除も大きなテ

ーマである。

また、2020 年 12月の関越自動車道や 2023年 1月の新

名神高速道路での大雪による大規模滞留を踏まえ、大雪

が予想される際には予防的通行止めを行う場合がある。

そのため、NEXCO はリスクを踏まえた情報を前広に取得し、

物流事業者やドライバーに情報発信する必要性がある。

３．冬期交通確保の向上に向けた取り組み

（１）気象情報収集の効率化

NEXCO が冬期交通確保のため、的確な雪氷対策を支援す

るために必要な事は、WNIから高頻度かつ精度の高い道路

気象予測の提供を受ける事である。そのためには、高速道

中国⼭地を
超える⾵

⼤雪エリア

管内トップクラス

関⾨海峡を
抜ける⾵
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路上の最新の気象観測実況値の収集が重要となる。それ

を実現するため、大雪による通行止め広報が必要となる

事象や予防的通行止めが想定される大雪の際に、WNI 社員

を NEXCOへ派遣（気象リエゾン）し、WNI 社員が防災対策

室内で最新の気象情報やライブカメラ画像を確認し、気

象情報をリアルタイムに提供(写真 3)する事で、NEXCO が

的確に雪氷対策判断を行う事が可能となった。（類似論文、

PIARC2023）。合わせて、通行止め解除の協議やそれに伴う

広報も迅速に行うことが可能となった。

写真 3.気象リエゾンの様子

（２）雪氷作業の効率化

NEXCO では、WNIから提供される気象情報をもとに、体

制判断や限られた台数の雪氷車両を最大限に生かすため

の雪氷対策作業の戦略を立案している。例えば、優先的に

必要となる区間に除雪車を集中(写真 4）させる事で、通

行止め時間の削減に努めている。

写真 4.集中除雪の様子（高知道）

また、降雪量予測に対する一定の基準（通称：メルクマ

ール）を設定する事で、十分なリードタイムを確保した通

行止め広報や予防的通行止め実施のための必要な体制確

保、及び関係機関との緊密な連携を実施するようにして

いる。

一方、南岸低気圧による降雪時など、四国地方が全般的

に機械能力を上回るような大雪となる際は、NEXCO他支社

からの応援も行うことで、作業の効率性を図り、早期通行

止め解除に向けた対応を図っている。

４．2022 年 12月 23～24 日の事例

①気象概況

強い冬型気圧配置となり上空 5500m 付近で-36℃以下、

上空1500m付近で-12℃以下の非常に強い寒気が南下した

ことで、四国全域で降雪となった（図 5）。また、上空の

風が西寄りの風となったため、西日本では、瀬戸内や太平

洋側を含む広範囲で断続的に雪雲が流れ込んだ（図 6）。

特に、松山道や高知道では記録的な大雪となった。WNI が

設置した土佐 PAの積雪深計によると、45cm という過去最

大級の記録的積雪を観測した。この大雪の影響で、松山

道、徳島道、高知道で広範囲に通行止めとなった。

図 5.天気図（2022 年 12月 23日 9時）

図 6.気象レーダー（2022 年 12月 23日 5時）
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②気象情報収集

NEXCO は、事前の準備として、WNIから提供される支社

全体の大雪の影響度を一目で把握できる降雪影響予測

(図 7)をもとにして、メルクマール超過予測が出ていたた

めに、「予防的通行止め判断フロー」への移行を判断し、

WNI リエゾン実施の調整や事前通行止め予告広報を実施

した。

図 7.降雪影響予測(四国支社)

体制構築後、NEXCO は、本社・事務所・WNIリエゾン・

地整リエゾンと常に情報共有を図り、降雪状況に応じた

判断を行った。一方、WNIリエゾンは、防災対策室内の監

視モニターを常に監視し、リアルタイムで最新見解を共

有した。また、気象急変時の際にも、同様にして、その状

況を伝え、最新の気象予測を提供することで、NEXCO が柔

軟に対応できるようフォローアップを行った (写真 5)。

合わせて、防災対策室から各高速道路事務所に対して見

解を伝達する事で、同じ情報をリアルタイムに共有した。

写真 5.気象リエゾンでのアフターフォロー

③考察

図 8 は、本事例における予防的通行止めオペレーショ

ンについて時系列にまとめたものである。最新情報をリ

アルタイムに取得することで、雪氷対策作業や通行止め

解除の戦略策定の判断がより迅速となった。それにより、

メルクマール超過前の通行止め広報の実施、そして止め

るべきタイミングで予防的通行止めを実施することが出

来たと考える。

図 8.当時の通行止めオペレーション

５．次年度に向けて

激甚化する状況を踏まえ、その時々に適応した取り組

みを行う必要がある。特に、気象会社に対しては気象予測

の精度向上の追求を求め、NEXCO としては、広報・注意喚

起の仕方を見直す事での「滞留の備え」や情報収集や情報

共有の仕方を見直す事での「早期通行止め解除に向けた

取り組み」をより一層、各関係機関と詰めていきたいと考

える。

さらには、WNI と共同し、より効果的な気象情報の活用

に向けた NEXCO 関係者向けの気象勉強会を開催して頂く

事で、NEXCO内部での雪氷に関する知識の浸透を図る。こ

れにより、冬期における安全・安心な高速道路を確保する

ための技術力を高めていきたい。

WNリエゾン
へ確認

WNリエゾン
へ確認
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高速道路の雪堤処理効率化に向けた共同研究

荒川 涼＊1，岩﨑 伸一＊1，杉原 幸信＊2，上村 靖司＊2，町田 敬＊3

１．はじめに

2020 年 12 月に発生した「関越道大雪に伴う大規模車

両滞留」は記憶に新しく，この事象を境に高速道路の雪

氷対策の強化・改善が急速に進められている．新潟県は

国内屈指の豪雪地帯であり，我々，高速道路会社には冬

季期間中の安定した車線確保が求められる．雪氷作業は

『除雪作業』と『路面の凍結防止剤散布作業』が 2 本柱

となり，冬季においても安全な交通空間が確保されてい

るところである．このとき，『除雪作業』ではプラウを

装着した除雪トラックや除雪ドーザー，除雪グレーダに

より路面上の積雪を路肩に寄せる作業が行われる．次に，

路肩に寄せた雪が道路の車線を圧迫してくるとロータリ

除雪車を用いて道幅を確保する拡幅除雪が行われ，路肩

に雪が積み上げられる．これらの作業が繰り返されると

同時に，その間の自然積雪も加わり道路の路肩や中央分

離帯に雪山が形成される．これが『雪堤』と呼ばれる．

堆積・成長した雪堤は思いがけず崩壊することがあり，

高さのある雪堤が崩壊すると外側線を跨ぎ，通行車線を

部分的に塞ぐ場合があり，一般車両の物損被害や交通事

故に繋がる可能性がある（図-1）．このような事故を未

然に防ぐためにも，適切なタイミングで効果的に雪堤を

処理することが重要である．しかし，雪堤処理作業を実

施するタイミングは熟練した作業員の経験則に依存して

いるのが現状である．そのため，雪堤処理の効率化を図

るため，定量的な判断基準や新たな管理手法の提案，開

発が期待されているところである．そこで，筆者らは

2020年 5月より新潟県内の高速道路を対象エリアとして

“雪堤処理の効率化に向けた共同研究”を開始したところ

である．本研究を進める中で，取組む課題も変遷してい

るところではあるが，現時点での課題と期待される成果

を表-1に示す．なお，本報告は取組む課題の内「雪堤の

形成メカニズムと不安定化プロセスの把握」に係わる部

分を中心に現段階での成果を報告するものである．

２．報告内容

２.１ 日報記録を基にした分析

現状，高速道路における雪堤処理作業は現場の経験・

感覚に依存している一面がある．そこで，初めに注目し

たのが，高速道路の雪氷作業についての日報記録である．

これまでの膨大な日報記録を基に，過去の雪堤崩壊の発

生傾向について，区間別，月別，構造物種別，道路構造

種別といった様々な観点から分析を行い，雪堤崩壊が具

体的にいつ，どこで，どのくらいの頻度で発生している

のかを調査した．以下にその結果を報告する．

今回，分析対象路線は新潟県内でも特に積雪量の多い

地域を縦断している関越自動車道（水上 IC～長岡 IC）に

設定した．また，2013 年度～2019 年度の 7 年度分の日報

記録から，雪堤崩壊・処理の記載が 209 件抽出すること

ができた．この 209 件のデータを基に，雪堤崩壊の傾向

を分析した．ここでは特筆すべき 2 項目について記載す

る．

(１)分析結果① 年度ごと・月ごとの発生傾向

まず，次頁の図-2に年度ごとの雪堤崩壊件数と年平均

気温および年平均累積降雪量の関係を示す．なお，2013

年度から 2019 年度までの分析に用いた日報には，1 月か

ら 3 月以外の月に雪堤崩壊が発生した記録は残っていな

かった．そこで，年平均気温および年平均累積降雪量を，

当該路線が位置する 4 地区（水上，湯沢，小出，長岡）

のアメダスの気象データ（2014 年から 2020 年まで

＊１㈱ネクスコ・エンジニアリング新潟 土木事業部（TEL：025-244-8170）

＊２長岡技術科学大学 ＊３町田建設㈱

図-1 高速道路上で発生した雪堤崩壊

表-1 課題と期待される成果一覧

■取組む課題
□雪堤の形成メカニズムと不安定化プロセスの把握
□圧密・融解に伴う雪堤の形状・強度変化の現地観測と室内実験
□圧密・融解に伴う雪堤の形状・強度変化の数値解析
□崩壊しにくい雪堤形状や、飛散を抑制する崩壊過程制御、

効果的・効率的な雪堤除去方法の検討

◆期待される成果
◇雪堤崩壊による通行車両への被害の未然防止
◇雪堤除去作業に掛かるコストの削減
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年ごとの 1 月，2 月，3 月の平均気温および 1 月から 3 月

までの累積降雪量）を抽出し，年ごとに算出した．図-2

より，2014 年度は雪堤崩壊件数が 131 件であり，他年度

と比較して多くなっていることがわかる．一方，年平均

累積降雪量が少ない 2015 年度と 2019 年度の日報からは

雪堤崩壊が抽出されなかった．したがって，降雪量の多

い年ほど雪堤崩壊の件数が増加するといえる．

また，図-3に 2013 年度から 2019 年度までの 1 月，2 月，

3 月のそれぞれの月における雪堤崩壊件数と月平均累積

降雪量および月平均気温の関係を示す．月平均気温と月

平均累積降雪量は，図-2と同様に，4 地区（水上，湯沢，

小出，長岡）のアメダスの気象データ（2014 年から 2020

年まで）を月ごとに平均して求めた．図-3に示す 7 年度

分の集計・分析より，2 月の雪堤崩壊件数が最も多くな

っていることがわかる．気象データより，月平均累積降

雪量がおよそ 2 m 以上，なおかつ月平均気温が 1℃前後

となる月に雪堤崩壊が発生しやすくなる傾向があること

が読み取れた．

(２)分析結果② 道路構造・防護柵種別による発生傾向

図-4 に道路構造種別における単位距離あたりの雪堤

崩壊件数の割合を示す．単位距離あたりの崩壊件数に注

目すると，全体の約 5 割が橋梁部，約 3 割が切土部，約

2 割が盛土部で発生しているという結果になった．橋梁

部が最も多くなった原因として，橋梁ではその他の道路

構造種別に比べて，車両の走行に起因する振動や吹きさ

らし環境による熱的な影響を受けやすいこと，路肩幅員

が狭いうえに壁高欄やフェンスによって背が高く幅の狭

い雪堤が形成されやすいこと等が要因と推察される．

また，図-5に中央分離帯と路肩における雪堤崩壊件数

を示す．雪堤崩壊の約 70 %が中央分離帯で発生しており，

雪堤崩壊は中央分離帯側で発生しやすい傾向にあること

がわかった．さらに，中央分離帯について防護柵種別で

ガードレールとガードケーブルのどちらで雪堤崩壊件数

が多いのかを確認した．図-6 より，中央分離帯の防護柵

種別における単位距離あたりの雪堤崩壊件数は，ガード

ケーブルが 65 %，ガードレールが 35 %であった．した

がって，中央分離帯の中でもガードケーブルが設置され

た区間の方が，雪堤崩壊が発生しやすい傾向であること

がわかった．

2013 年度から 2019 年度分の日報記録を分析したとこ

ろ，雪堤崩壊が発生しやすい条件として①降雪量が多く，

平均気温が高い年 ②降雪量が多く，気温が緩む 2 月

③昼間と，気温が上昇した夜間 ④降雪量が多い地区

⑤中央分離帯側（特にガードケーブル区間）⑥橋梁区間

等が明らかとなった．

図-2 雪堤崩壊件数と 1月から 3月までの年平均累積降雪量

および年平均気温の関係

図-3 雪堤崩壊件数と月平均累積降雪量および月平均気温の関係

図-4 雪堤崩壊件数と道路構造種別の関係

図-5 雪堤崩壊件数と発生位置の関係

図-6 中分で発生した雪堤崩壊件数と防護柵種別の関係
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２.２ 雪氷作業従事者へのアンケート調査

(１) アンケートの内容

実際に雪氷作業に携わる方々の知見，感覚を数値化す

るためにアンケート調査を実施した．アンケート調査は

東日本高速道路（株）新潟支社管内の雪氷作業従事者を

対象に 2021 年 12 月に実施した．特筆すべき結果につい

て，質問事項と回答結果を以下に記す．なお，回答者数

は全 526 人であった．

(２) アンケートの結果

No1：【気温が高い日は，雪堤崩壊の規模が大きいと思

うか】

当質問に対する回答結果を図-7に示す．回答は肯定的

な意見が約 9 割を占め，特に積極的に肯定である回答が

うち 7 割を占めた．気温の高さと雪堤崩壊の規模に関連

性があるという認知が確認できた．

No2：【橋梁区間は土工区間に比べ雪堤崩壊が起きやすい

と思うか】

当質問に対する回答結果を図-8に示す．肯定的な意見

が約 6 割を占め，また積極的に肯定である意見がうち 3

割占めた．橋梁区間が土工（その他）区間に比べ雪堤崩

壊が起きやすいとの認知が高い結果となった．この傾向

は，前述した雪氷作業日報の分析結果（図-4）とも一致

した．

No3：【盛土区間と切土区間では，盛土区間の方が雪堤崩

壊が起きやすいと思うか】

当質問に対する回答結果を図-9に示す．肯定的な意見

が約 6 割を占め，また積極的に肯定である意見がうち 2

割を占めた．意見が二分していることや，雪氷作業日報

の分析結果（図-4）とは傾向が異なる結果となった．

アンケート調査結果では，一部で日報記録による雪堤

崩壊発生状況と雪氷作業従事者の認知が一致しない項目

も見られたため，今後は事象と現場感覚のズレを生み出

す要因についても調査していきたい．

２.３ 雪堤崩壊形態の類型化

雪堤崩壊のメカニズム解明に先立ち，崩壊現象の類型

化を行った．類型化は高速道路上で発生した雪堤崩壊を

撮影・観察し雪堤の形成過程と現地条件に注目し分類を

行った（図-10）．各型が発生し易い現地条件のイメージ

を図-11に示す．現地で撮影された各型の崩壊状況を図-

12 に示す．分類によって崩壊メカニズムや要因が変化す

ることが予想できるため，検討を進める上での留意点と

した．

図-7 No1 の質問に対する回答結果

図-8 No2 の質問に対する回答結果

図-9 No3 の質問に対する回答結果

図-10 雪堤の崩壊現象の類型化

図-11 類型ごとの発生地点の傾向

図-12 類型ごとの崩壊イメージ
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２.４ 高速道路上での現地調査

2020 年度及び 2021 年度冬季期間中に高速道路本線上

での現地調査を実施した．調査内容は，形成された雪堤

の外観観測，各種物性値の計測を行い，結果から崩壊現

象を誘発する要因・要素（メカニズム）の考察を行った．

(１)現地調査内容

現地で計測した物性値の種類を表-2 に示す．

(２)現地調査結果と崩壊メカニズムの一考察

これまでの現地調査結果の内，代表して特筆すべき結

果を以下に示す．

中央分離帯の防護柵種別がガードレール区間（図-13），

ガードケーブル区間（図-14）ともに，防護柵の周辺で空

洞が確認された．空洞内表面が氷状態となっていたこと

から，内部で融解・凍結が繰り返されていることがわか

る．融解・凍結の要因は，防護柵支柱を介した熱伝導や，

地熱の影響，また発生した空洞に空気が流れて融雪を促

進するチャンネル融雪によるものと推察される．

計測された物性値については，密度に注目した．自然

堆積の場合，自然圧密により下層部から上層部にかけて

密度が低下するのが一般的である．しかし密度が計測で

きたガードレール区間（図-13）では上層部の密度が下層

部の密度を上回る逆転現象が確認された．これは，防護

柵の影響で雪が積もりにくく，融解再凍結を繰り返すこ

とで，均一な圧密を阻害している可能性が推察された．

ここまでの調査結果から，ガードレール区間の分離・

はく離型（全転倒型・中折れ型共通）の崩壊メカニズム

の一考察を行った．雪堤の形成過程から崩壊に至るまで

のメカニズムを図-15に示す．

３．おわりに

雪堤崩壊による第三者被害発生を未然に防止するため

にも，考察されたメカニズムを基に雪堤処理に関する定

量的な判断基準や効率的な管理手法の提案，開発を進め

ていく．また，同時進行で行われている，室内実験や数

値解析，効果的・効率的な雪堤除去方法の検討等の結果

を踏まえて総合的に対策立案を進めていきたい．

雪堤崩壊現象の基礎的研究と対策立案は寒冷積雪地域

の重要な課題と捉え，今後も邁進していく．

参考文献

[1] 国土交通省 気象庁，“過去の気象データ検索”

https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/

表-2 調査対象と調査機器・方法一覧

図-13 現地調査結果（ガードレール区間）

図-14 現地調査結果（ガードケーブル区間）

図-15 分離・はく離型の崩壊メカニズムの一考察
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建物廃熱を利用した環境配慮型融雪システムの社会実装による検証 

大西 偉允＊1 西原 嘉樹＊2 中山 浩＊3 

１.はじめに 

 中日本高速道路株式会社（以下、ＮＥＸＣＯ中日本）

が管理する区間において、降雪量の多い岐阜県飛騨地方

では、除雪・融雪に多大なる労力が必要となっている。

既存の融雪システムは、設置コストや雪氷期毎のランニ

ングコストが高いため、十分に普及しておらず、サービ

スエリア・パーキングエリア・管理施設で、お客さまや

従業員の安全を確保しつつ、低コストで省エネルギーと

なる融雪システムが求められている。 

 そこで、ＮＥＸＣＯ中日本では、令和３年度より東海

北陸自動車道松ノ木峠ＰＡ（上）において、中部電力株

式会社との共同研究（以下、本研究）の取り組みとして、

建物廃熱を利用した環境配慮型融雪システム（以下、廃

熱融雪システム）の施工とフィールド性能評価を行い、

良好な評価結果を得てきた(1)。今回、廃熱融雪システム

の社会実装を行うため、新たな導入箇所として、ＮＥＸ

ＣＯ中日本 高山保全・サービスセンター関係者通路及び、

東海北陸自動車道 飛騨河合ＰＡ（下）に改良した廃熱シ

ステムを設置し評価検証を行った結果を報告する。 

２. 建物廃熱を利用した環境配慮型融雪システムの概要 

廃熱を用いた融雪システムは過去よりいくつか開発さ

れている。本研究では、北海道で利用実績があるホクス

イ設計コンサルなどが開発し基本特許を取得しているシ

ステム（以下、既存システム）をベースにしている。本

システムは、路盤体と呼ばれる樹脂製構造体を融雪エリ

アに設置し、その上部に通気性及び透水性のあるインタ

ーロッキングブロック（以下：ILB）を配置したものであ

る(2)。（図－1） 

本研究で扱う廃熱融雪システムは、より安価かつ高性

能にするため、市販されている中空樹脂路盤体（物流パ

レット）とILBを用い、さらに路盤体内部への排温風の供

給方法を工夫し、均一に廃熱を供給できるように改良し

たものである(3)。融雪エリアを掘り下げた後は路盤体お

よびILBを手作業で配置できるため、設置作業およびメン

テンナンスが比較的容易という特長がある。 

（図－1）廃熱利用融雪システム概要 

（図－2）地中断面図 

地上に降り積もった雪はILBの蓄熱効果とILB目地から

吹き出す温風により融雪される。融雪水はブロックから

下部の路盤体および地面に流れるため、ブロック表面で

の凍結は発生しない。（図－2） 

３．検証方法及び施工状況 

 これまでの改良内容の検討の結果を踏まえ、高山保

全・サービスセンターには幅1.8ｍ×長さ9.9ｍと細長い

形状であり融雪面積が19.8㎡、飛騨河合PA下りは幅2.2ｍ

×長さ3.6ｍの矩形であり融雪面積が7.92㎡の形状に設定

し、面積の違うパターンになるよう構築した。定点カメ

ラによる観測を行い、比較的降雪量の多い条件である降

雪量3ｃｍ/hでの融雪性能を検証する。 

検証を進めるにあたり、気象条件により結果が大きく

左右されることを踏まえ外気温、降雪量、積雪量を気象

庁の観測所データを採用することとする。岐阜県河合と

白川の外気温可観測結果を(図－3)に示す。河合と白川の

外気温度はほぼ一致することを確認し、降雪量、積雪量

においては、河合観測所のデータを採用した。（図－4） 

＊１ 中日本高速道路(株)技術本部 高度技術推進部 

＊２ 中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋（株）高山道路事務所 

＊３ 中部電力(株)技術開発本部 先端技術応用研究所 
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（図－3）河合、白川の温度 

（図－4）河合の降雪量、積雪量 

3.1 高山保全・サービスセンター 

高山保全・サービスセンターの融雪配管平面図と計測点

を(図－5）に示す。主配管は融雪エリアの端に設置され、

地中から路盤体内部に廃温風を吹き出す形態となってい

る。全長 9.9ｍの廃熱融雪設置後、排気吹き出し口の風速

を測定した結果、各排気口の風速は終端部で 4.6m/s であ

り、始端部で 5.8 m/sであった。 

（図－5）融雪配管平面図 

（写真－1）、（写真－2）は廃熱融雪システムの設置完了の

状況である。露出の縦配管以外は埋設されている融雪システ

ムが設置されているかわからない外観である。 

   

 （写真－1）外観全景   （写真－2）縦配管外観 

廃熱融雪システム内おける温湿度を計測するため、温度計測

センサーを主管入口に設置した状況(写真－3)、温湿度計を

(写真－4)に示す。 

       

（写真－3）主管入口     （写真－4）温湿度計 

換気扇には風量を調整できるよう 3 段階の切り替えスイッチを

採用し、主管風速、主管風量を測定した表を（表－1）に示す。 

本システムの前年度実績により、単位面積当たりの風量を 30

㎥/ｈ/㎡以上にすることで、均一に融雪できることが検証され

ているため、風量設定として、初期設定に High である単位面

積当たりの風量を 38.8 ㎥/ｈ/㎡で設定することとした。また、定

点カメラを設置し、24 時間撮影し 30 分/回撮影を行うことで融

雪能力の検証を行うこととした。 

（表－1）主管風速、主管風量 

風量設定 主管風速

(m/s) 

主管風量

(m3/h) 

単位面積風量 

(m3/h/m2) 

High 6.8 768.7 38.8 

Middle 6.1 689.5 34.8 

Low 1.5 169.6 8.5 

3.2 東海北陸自動車道 飛騨河合ＰＡ（下） 

飛騨河合ＰＡ（下）の融雪配管平面図を（図－6）に示

す。全長 3.6ｍの廃熱融雪システム設置後、排気吹き出し

口の風速を測定した結果、各排気口の風速は終端部で

6.4m/sであり、始端部で 4.6 m/sであった。（写真－5）、

（写真－6）は設置完了時の状況を示す。 

（図－6）融雪配管平面図 
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（写真－5）外観近景   （写真－6）外観全景 

換気扇には高山保全・サービスセンター同様に High、Middle、

Low の３段階の切り替えスイッチを採用し、初期設定として、単

位面積当たりの風量を 30 ㎥/ｈ/㎡以上を満たす、単位面積当

たりの風量を 48.5 ㎥/ｈ/㎡（Middle）で設定することとした。風

量設定と単位面積あたりの風量を（表－2）に示す。 

（表－2）主管風速、主管風量 

風量設定 主管風速

(m/s) 

主管風量

(m3/h) 

単位面積風量 

(m3/h/m2) 

High 5.0 565.2 71.4 

Middle 3.4 381.6 48.5 

Low 1.2 133.2 17.1 

４．検証結果  

4.1 高山保全・サービスセンター  

2022/12/5 から 2023/02/28 の期間の外気温、室内主配管

入口温度、主配管出口温度を（図－7）に示す。室内温度より

主管入口が高温となっている原因は、室内の換気扇位置が天

井付近にあるため暖かい空気が室内上部に滞留したためと考

えられる。高山保全・サービスセンターは24時間全館空調され

ており安定した廃熱の供給が可能である。外気温が最高 10℃

から最低気温-12℃と温度変化が激しいが、主管出口温度は

外気温の影響を受ける事なく、約 25℃と安定した温度を維持

している。このように、本システムの吹出口までは外気温度の

影響をほとんど受けないことを示している。 

（図－7）外気、室内主配管入口、主配管出口温度 

各期間の配管入口、出口の平均温度を（表－3）示す。

配管に入ってから、熱ロスにより約 5℃程度排気の温度が

低下することがわかる。 

（表－3）配管入口、出口の平均温度 

 入口温度(℃) 出口温度(℃) 温度差(℃)

12/7～12/31 28.4 23.7 4.7 

1/1～1/31 27.1 22.6 4.5 

2/1～2/28 25.9 21.6 4.3 

定点撮影で 2023/01/27 の 17 時から 22 時までの画像を（写

真－7）に示す。20 時台の時間降雪 6ｃｍ/h で外気温-4℃にお

いても十分な融雪能力を発揮していることが確認できた。1/27

の 24 時間の降雪量は 32ｃｍであり、その状況でも問題なく融

雪できていることがわかる。 

（写真－7）融雪状況定点写真 

4.2 東海北陸自動車道 飛騨河合ＰＡ（下） 

2022/12/5から2023/02/28の期間の外気温、室内主配管入

口温度、主配管出口温度を（図－8)に示す。高山保全・サー

ビスセンターと同様に、室内温度より主管出入口が高温となっ

た。原因は同様と考えられる。また、高山保全・サービスセンタ

ーと比べると入口温度と出口温度の差が少ない。これは、河合

の主配管の長さが短いため、出口温度の低下がわずかであっ

たことを意味している。 

(図－8) 外気、室内主配管入口、主配管出口温度 

各期間の平均温度を（表－4）に示す。高山保全サービ

スセンターと比べると配管長が短いため、温度低下は

３℃前後であった。 

（表－4）配管入口、出口の平均温度 

 入口温度(℃) 出口温度(℃) 温度差(℃)

12/7～2/21 23.5 21.1 2.4 

2/22～2/28 21.8 18.4 3.4 
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定点撮影で 2023/01/27 の 17 時から 22 時、高山保全サービ

スセンターと同時間の画像を（写真－8）に示す。20 時台の時

間降雪 6ｃｍ/h、外気温-3℃において十分な融雪能力を発揮

している。 

（写真－8）融雪状況定点写真

4.3 使用電力量 飛騨河合 PA（下）

本システムは、建物からの換気廃熱を積極的に利用す

ることで、空調負荷が増えて、空調ネルギーの増加が懸

念された。そこで、2022年 (導入前)と2023年(導入後)の

冬季期間における飛騨河合PA(下)における電気使用量を

比較した。2022年および2023年の電力使用量をそれぞれ

（表－5）に示す。 

（表－5）2022年、2023年電気使用量 (kWh) 

飛騨河合ＰＡ(下)建屋の廃熱換気扇は電灯回路LP-2

（AC）を使用している。導入後の2023年は2022年に比較

してほとんど変化していない。動力回路は空調機電源と

して使用している。換気扇の利用による換気効果で建屋

内部の熱が廃熱されることにより空調負荷が大きくなる

ことが懸念されたが、動力回路においても2022年と2023

年の1月電力使用量の差は+107kWh、2月は+161kWh、3月-

106kwhになる。3か月のトータルにおいても182kWhで、全

体使用料のわずか1%の増加であり、本廃熱システムによ

る換気の影響はないと考えられる。 

５．まとめ 

高山保全・サービスセンター、飛騨河合 PA（下）における社

会実装を行い、定点カメラによる融雪性能の検証を行った。形

状、面積の違うパターンで構築したが、いずれも時間降雪深

3cm/h でも融雪可能であり、目標は十分に達成することがで

きた。また、飛騨河合 PA（下）において、廃熱融雪システムの

導入前に比較して電気使用量は増えることなく、融雪ができた

ことから、環境配慮型である事が確認できた。 

６．今後の課題 

本システムの融雪性能は、供給する空気温度、送風量、外

気環境の影響を受ける。今回の検証では、風量変更による検

証が出来なかったため、今後、様々な単位面積あたりの送風

量での融雪性能の検証、検討が必要と考えられる。飛騨河合

PA（下）の検証では、電力使用量に影響はなかったが、換気

量を増加することで、融雪性能は向上するが、空調電力も増

加することになる。したがって、適正な換気風量の選定が重要

になると考えられる。今後はさらに 4、5 例の融雪パターンを検

証し、どのような換気量、外気環境、融雪面積、融雪形状で高

効率な融雪が可能か検証していきたい。 

 また、融雪能力の分析をすることで、最小限の廃熱量（最小

の設備）で最大限の融雪能力を出すことでコスト削減を図ると

共に、環境省による補助事業を有効活用し、環境に優しい廃

熱融雪システムの普及を行っていきたい。 

参考文献 

（１） 大西・西原・中山，建物廃熱を利用した環境配慮型融雪

の導入，ゆきみらい 2023 研究発表会講演論文，2023 

（２） 平野・大内・藤江・米田，排熱利用直接接触型空気吹出

式融雪システムの実証試験，日本機械学会熱工学コンフ

ァレンス 2013 講演論文集，p.107-108,2013 

（３） 中山・大西・西原・寺崎・鈴木，排熱利用融雪システムに

おける融雪性能評価 第２報配管・路盤体改良による効

果，2023年度 日本冷凍空調学会 年次大会講演論文集, 

2023 

  回路名 1 月 2 月 3 月 合計

2022 年 
ＬＰ－２ 3,222 2,577 2,796 8,595

動力 2,719 2,563 2,817 8,099

2023 年 
ＬＰ－２ 3,258 2,596 2,761 8,615

動力 2,826 2,724 2,711 8,261

使用量差
ＬＰ－２ 36 19 -35 20

動力 107 161 -106 162

差合計         182
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スリップ・登坂不能対策を目的とした地中熱ヒートパイプ融雪工法の適用効果

藤野 丈志＊1・岡本 信寛＊1・沼屋 賢一＊2

1. はじめに

地中熱ヒートパイプ融雪工法は，熱源にも運転制御に

も電気や燃料を必要としない，地中熱だけで稼働する道

路融雪工法である．積雪と気温低下に対して自己制御運

転する特徴から，車道や歩道の融雪に加え，除雪路線にお

けるスリップ防止と登坂不能車両対策を目的として施工

をおこなっている．施工では，対策区間のすべてを融雪す

るのではなく，車両の制動ができる範囲に限定して融雪

を行っているが，融雪能力をどの程度に設定すればよい

か，配置をどのようにすればよいか試行中である．令和 4

年度，新潟県妙高市関川に融雪能力を変えた地中熱ヒー

トパイプ融雪工法を導入し，除雪と合わせた融雪効果を

調査したので，その融雪効果とスリップ・登坂不能対策効

果の検討結果を報告する．

2. 地中熱ヒートパイプ融雪の特性

地中熱ヒートパイプ融雪工法は，地中熱を融雪熱源とし，

融雪および凍結防止対策を行う工法である．融雪と凍結

防止が行なわれる原理を図 1 に示す．地中から舗装まで

ヒートパイプが埋設されており，舗装よりも温度が高い

深度範囲がヒートパイプの採熱部，舗装内がヒートパイ

プの放熱部となる．放熱部の温度が採熱部よりも低下す

ると，ヒートパイプ内部に封入されている作動液が蒸発

するとともに潜熱を受け取り，放熱部へ蒸気の状態で移

動する．放熱部では液化するとともに潜熱を放出し，舗装

を温める．採熱部と放熱部の温度差が大きいほど，潜熱輸

送量が増加するので，舗装への熱出力が多くなり，放熱部

が氷点下になることはない．このような特性から，地中熱

ヒートパイプ融雪工法は，融雪や凍結防止が必要な時に，

自動的に舗装を温めることができる．融雪および凍結防

止のための熱エネルギーと制御にかかる電気等のエネル

ギーのすべてを地中熱エネルギーで賄うので，運用に電

気や燃料を必要とせず，運用コストがかからない．

3. 除雪路線への適用状況

地中熱ヒートパイプ融雪工法は，降雪時や積雪時に加

えて，除雪後に残雪がある間や，気温が低く凍結の危険性

が高い間は高い熱出力が維持されるので，特別なセンサ

ー設置や制御をしなくても運用できる．また，降雪量や残

雪量が多く長時間稼働することになってもコスト増には

ならないので，除雪路線での運用に適性が高い．ただし，

融雪設備としてはイニシャルコストが高いので，対策範

囲の全面ではなく一部を融雪することで，スリップ防止

や登坂不能防止機能を持たせつつコストを抑えている．

図 2 は除雪路線への導入事例である．車道の下り坂では，

速度抑制舗装のように横断方向へ飛び飛びに設置したり，

轍部分のみに設置したりしている．上り坂では，横断方向

への設置のほか，登坂不能が起こった場所をねらい設置

している．歩道では，バス停や通学路において歩行者転倒

防止を目的として，除雪幅以下で最低限必要な範囲に設

置している．視覚障害者誘導用ブロックを速やかに露出

させることにも役立てられている．

車道・下りカーブ 車道・下りカーブ

車道・上りスタック位置 歩道・バス停

図 2 除雪補助導入事例

＊1 株式会社興和 ＊2新潟県上越地域振興局地域整備部

図 1 地中熱ヒートパイプ融雪工法の動作原理
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4. 除雪路線状況と導入設備

地中熱ヒートパイプ融雪工法の導入置位置を図 3に示す．

新潟県妙高市にある一般県道池の平妙高温泉線の緩やかなカ

ーブとともに 11％の勾配が続く下り側にあり，カーブ手前で

車両の減速が必要な位置となっている．池の平妙高温泉線は，

上信越自動車道と温泉及びスキー場をつなぐ観光道路かつ沿

線居住者の生活道路であり，除雪による交通確保が行われて

いる．しかしながら，冬期にスリップ事故や登坂不能車が発生

する区間であり，令和 4 年 1 月には大型トラックのスリップ

による死亡事故が発生した．このような背景から，除雪後に残

る圧雪やアイスバーンがスリップ事故を引き起こす要因とな

らないように，除雪補助及び凍結防止対策として地中熱ヒー

トパイプ融雪工法を採用し，令和 4 年度の冬前に設置した．

地中熱ヒートパイプ融雪設備の設置概要を表 1に，設置平面

図を図 4に，施工状況を図 5に示す．対策範囲は 11％の下り

勾配区間のうち延長 21.0 mで，この中に地中熱ヒートパイプ

融雪ユニットを 7ユニット設置した．1ユニットは採熱孔1本

にヒートパイプを 3 本挿入したものである．融雪および凍結

防止効果の比較を目的として，ヒートパイプのピッチ（ヒー

図 3 路線状況および設備導入位置

トパイプの埋設間隔）を 150 mm とした 150㎜ ユニットを 3

ユニット（⑤⑥⑦），200 mm とした 200 mm ユニットを 4ユニ

ット（①②③④）敷設した．設計の熱出力は，200 mmユニッ

トは 110 W/m2，150 mmユニットは 130 W/m2である．降雪密度

を 70 kg/m3とした場合の降雪強度に換算すると，1.7cm/h お

よび 2.0 cm/hに相当する．

図 4 設置平面図

図 5 施工状況

5. 調査方法

5.1. 調査設備及び観測

融雪状況および凍結防止状況の確認と，熱出力の解析を行

うため，カメラの設置と温度センサーの設置を行った．温度測

定位置を図 6に，観測機器および観測方法を表 2に示す．地

中熱ヒートパイプ融雪ユニットの放熱部温度と採熱部温度の

測定は 150 mmピッチのユニット⑦で実施した．観測期間は令

和 4年 12月 23日から令和 5年 4月 6日までで，設備温度お

よび気温の測定は，熱電対とデータロガーを使い 10分間隔で

行った．融雪および凍結防止状況の観測は自動撮影カメラを

使い，1時間間隔で撮影を行った．また，融雪状況および路面

表 1 設備概要
道路状況 下り急勾配（11％）カーブ手前

交通量

(H27道路交通センサス）

1,259台/24h

昼間12時間大型車混入率11.4％

除雪

通常除雪路線

平常時除雪作業目標：第1種区分

緊急時除雪作業目標：なし

施工面積 W 4.4 m× L 21.0 m = 92.4 m2

地中熱ヒートパイプ

融雪面積

11.7 m2 （7ユニット）

融雪面積/施工面積比12.6％

1ユニット融雪範囲
200 mmユニット：W 0.6 m × L 3.0 m

150 mmユニット：W 0.6 m × L 3.0 m

設計放熱量
200 mmユニット：110 W/m2

150 mmユニット 130 W/m2

採熱孔
SGP100A-21.5 m

採熱長さ：21.0 m

ヒートパイプ

コルゲート型ヒートパイプ

SUS304-Φ26.5mm-24.0 m/1本

採熱部21.0 m + 放熱部3.0 m
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温度の確認として，現地にて写真撮影とサーモカメラによる

路面温度測定を令和 5年 1月 6日 5時 25分からと，令和 5年

1月 25日 13時30分からの 2回実施した．

図 6 地中熱ヒートパイプ融雪ユニットと温度測定位置

表 2 観測機器および観測方法

融雪・凍結防止状況 温度測定

機器名 ハイクカム LTG4G サーミック 2300

観測項目 融雪状況

採熱部温度 4点

(5，10，15，21 m)

放熱部温度，気温

観測間隔 1時間に 1回 10分に 1回

観測期間 令和 4年 12月 23日～令和 5年 3月 31日

5.2. 熱出力と残雪量解析

舗装表面部の温度要素について図 7に示す非定常熱伝導モ

デルを考え，熱出力と路面温度の推定をおこなった．計算は差

分法の一つであるクランク・ニコルソン法により時間間隔 10

分で計算した．熱負荷は気温，風速，降雪および残雪の有無か

ら熱伝達式より求めた．算出される推定路面温度は，融雪部分

全体の平均であり，ヒートパイプの直上はより高く，ヒートパ

イプの間はより低い値となる．風速と降雪はアメダス関山を

使用し，熱伝達式およびヒートパイプ放熱部から路面への熱

伝達係数は，路面消・融雪施設等設計要領 1)を参考として設定

した．

路面上の残雪量は，熱出力および降雪データから次の式に

より求めた．

Ht+1 = Ht + hρh – Q /(ρr L )     [m] 

（Ht+1 < 0のときHt+1 = 0 ）
h：時間降雪深 [m] L：氷の融解潜熱[J/kg]

Ht：時刻tの時の残雪深[m] ρh：降雪密度 [kg/m3]

Q：熱出力 [W/m2] ρr：残雪密度 [kg/m3]

降雪密度は 70 kg/m3と仮定して算出した．残雪密度は 100 

kg/m3とし，残雪深はその密度での換算値とした．なお，除雪

は行われないものとしたが，放熱部温度と推定路面温度が急

激に上昇するときに残雪量を 0として計算を進めた．

図 7 路面温度要素

6. 調査結果

6.1. 融雪状況

2 cm/h 前後の降雪が続いた時の融雪状況の例を図 8 に示

す．降り始めは，強い降雪でも融雪部分は路面露出した（ a ）．

降雪が続くと融雪部分にも積もり始めるが（ b ），融雪能力

を下回る降雪になれば路面露出し，道路積雪が増えると除雪

され（ c ），残雪を融雪した( d )．150 mm ユニットと200

㎜ ユニットの融雪状況の差は，図 9示すように，降雪時や除

雪後の圧雪時において路面露出の差として確認できる時刻が

あったが，図 8に示すように，どちらも完全に路面露出か積

雪状態となり，大きな差がみられない時刻の方が多かった．

図 8 融雪状況

a b

c d
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6.2. 凍結防止状況

結露時と除雪後の凍結防止状況の例を図 10に示す．凍結時

の映像（ a ）は，日中から夕方にかけて濡れ路面となり夜間

に路面凍結する状況であったが，融雪部分は渇き路面へと変

化していた．撮影時の気温は -6.8℃で推定路面温度は +

0.2℃（熱出力解析結果による）であった．除雪後の映像（ b ）

は，夜間に強い降雪があり，気温は‐5℃から -11℃まで低下

した状況で，撮影時の気温は -10.6℃で除雪から約 2 時間後

である．150 mmピッチの方は一部路面が出ている状況であり，

推定路面温度は -0.3℃という結果と合わせてみると，ヒート

パイプ直上はプラスの温度で凍結していない可能性があり，

ヒートパイプの間は凍結していたとみられる．200 mmピッチ

の方はほぼ圧雪でおおわれ，凍結しているとみられる．

6.3. 路面温度状況

令和5年1月6日5時25分の観測時の路面融雪状況及びサ

ーモグラフィによる路面温度測定結果を図 11に示す．気温は

-3.5℃で路面には 2～3 cm 程度の積雪があるが融雪部分は完

全に路面露出している状況である．150 mmユニットの路面温

度は +3.0℃前後，200 mmユニットの路面温度は +2.8℃前後

であった．熱出力解析結果による 150 mm ユニットの推定路面

温度は+3.0℃で観測結果とほぼ一致していた．

図 11 路面温度状況

6.4. 熱出力

150 ㎜ ユニットの熱出力，路面温度，残雪量の解析結果を

図 12に，熱出力解析結果を表 3に示す．気温が最も低下し，

積雪が増加した期間を含む令和 5年 1月 20日から 2月 11日

までを示した．1 月 24 日から 25 日の残雪時の熱出力をみる

と，降雪開始時は 140 W/m2で，残雪がある間に採熱部温度が

低下し，120 W/m2まで低下した．この間の降雪量は 48 cmで残

雪量は 10 cm 程度まで増加した．最も残雪時の熱出力が低下

したのは 1月 30日から 31日にかけての降雪時で約 110 W/m2

であった．1月 27日夜から 1月 29日朝にかけて残雪量が最も

多くなり，最大 20cm程度と推定された．観測期間中の熱出力

は110～145 W/m2と推定された．設計時の熱出力110～150 W/m2

に対し，実際の熱出力はおおむね一致していた．路面露出時は，

気温が-5℃を下回り風速が4～5 m/sのときに140～150 W/m2

表 3 熱出力解析結果

図 9 埋設間隔による融雪状況の差

図 10 凍結防止状況

ユニット 150 mmユニット 200 mmユニット

残雪時 設計値 110～150 W/m2 90～120 W/m2

解析結果 110～145 W/m2 95～125 W/m2

気温低下時 解析結果 140～150 W/m2 120～130 W/m2

150 mm ユニット

200 mm ユニット

150 mm ユニット

200 mm ユニット

降雪時

除雪後の圧雪

150 mm ピッチ

200 mm ピッチ

150 mm ピッチ

200 mm ピッチ

結露時

除雪後

a

b

150 mm ユニット 200 mm ユニット

150 mm ユニット

200 mm ユニット
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まで増加した．ヒートパイプ放熱部から路面への熱伝達係数

（150 mmユニット21.6 W/m2℃，200 mmユニット18.9 W/m2℃）

から，200㎜ ユニットの熱出力は残雪時 95～125 W/m2気温低

下時 120～130 W/m2と求められる．

7. 考察

7.1. 融雪効果

融雪能力の解析の結果，熱出力は 110～145 W/m2と推定され

た．この熱出力は降雪密度 70 kg/m3として1.5～2.2 cm/h，

36～53 cm/日の融雪能力に相当する．アメダス関山の累積

80％の降雪深 21.0 cm/day を上回り，大雪でなければ除雪が

なくても 1 日の降雪を 1 日で融雪できる．これに除雪が加わ

ることから，融雪能力としては十分であると考えられる．交通

確保の面から除雪路線に求められる融雪能力を考察する．除

雪がなければ融雪場所まで行けないような大雪を融かす熱出

力は必要なく，除雪後の残雪をなるべく速やかに融かし，凍結

を防止するだけの熱出力があればよい．110 W/m2 の熱出力で

例えば密度 400 kg/m3，2 cmの圧雪を融かすと，7時間近くか

かる計算となる．しかしながら，観測結果では図 13に示すよ

うに，1時間後には路面露出する場合や，降雪継続時でも 3時

間程度経過すると，圧雪が減少し融雪効果が現れている．除雪

時に融雪部分の圧雪がはぎとられやすいことや，シャーベッ

ト状になるまで融雪が進めば車両通行により路面が露出する

効果による結果と考えられる．観測を通して通行不能なほど

積雪が残ったのは，除雪までの数時間のみであったことから，

除雪補助としての融雪効果は十分であったと考えられる．

7.2. 除雪補助効果

スリップ防止の観点から，凍結防止効果を考察する．残雪が

ある間はスリップを防止することは困難であるが，残雪中で

も融雪部分の路面は温められており，残雪（積雪）の断熱効果

により路面は凍結しなかった結果，除雪時に路面露出しやす

かったとみられる．熱出力解析の結果では，気温が-5℃を下回

り風速 4 m/s 前後の凍結の危険性が高いときでも路面温度は

0℃以上になっているとみられ，図 14(a)のように圧雪を除去

する除雪時に路面露出している．その後の凍結防止状況では

（図 14 (b)，図 10下と同日），150 mmユニットのヒートパ

イプ直上で凍結していない状況が確認できる．設計における

凍結防止に必要な熱量は 100 W/m2で，200 mmピッチユニット

でも熱出力はおおむね上回っているが，150 mmユニットの熱

出力 110 W/m2であれば，気温低下時の熱出力が 140 W/m2を超

え，十分な凍結防止効果であると考えられる．

降り始めから31cmの降雪時 降り始めから45cmの降雪時

除
雪
前

除
雪
直
後

除
雪
後

図 13 除雪前後の融雪状況

図 12 熱出力・路面温度・残雪量解析結果

1 時間後 3 時間後
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図 14 圧雪処理後の凍結防止状況

8. 最適解に向けて

これまでに地中熱ヒートパイプ融雪工法を適用した対策区

間において，登坂不能対策では，登坂不能が起きたことのある

場所に施工した例（ 図 15 a ）でも，横断方向へ飛び飛びに

施工した例（ 図 15 b ）でも，融雪設備のある場所では登坂

不能発生を防いだ．登坂不能となった車両は，融雪設備まで後

退して再発進したり，その場でチェーンを履いて再発進した

りした．スリップ防止対策では，融雪部分だけコンクリート舗

装にし，無積雪期でも速度抑制舗装のように機能させた（ 図

16 a ）が，その凹凸が除雪の障害になることがあったので，

アスファルトでオーバーレイし，グルービングをかける（ 図

16 b ）工夫も行っている．本報告の事例では全面をコンクリ

ート舗装に除雪のしやすさを確保した．調査対象の設備はカ

ーブの手前に適用したが，図 17に示す路面状況が，積雪時の

速度抑制舗装として機能し，車両が安全な速度でカーブに侵

入するようになることでスリップ事故防止につながる効果も

期待される．対策区間の全面ではなく一部を融雪および凍結

防止する対策方法では，道路状況や除雪状況に合わせた融雪

設備の配置と熱出力が重要となる．車両侵入側は高熱出力に

して強い降雪時でも路面露出させて速度抑制も狙い，カーブ

に近い側やカーブ内では熱出力を抑える代わりに広い面積に

して，タイヤとの摩擦面積を増やす，という方法も考えられる．

9. おわりに

スリップ・登坂不能対策に，電源および燃料を必要としな

い地中熱ヒートパイプ融雪工法を適用することは，冬期道路

維持のカーボンオフセットにも貢献できる．対策区間の一部

を融雪することで，コストを抑えつつ対策延長を確保する本

工法の最適な設計・施工にむけて，研究を続けたい．

参考資料

1)路面消・融雪施設等設計要領編集委員会（2008）路面消・

融雪施設等設計要領

図 15 登坂不能防止状況

図 16 スリップ防止対策状況

図 17 積雪時の速度抑制舗装としての効果

150 mm ユニット
200 mm ユニット

150 mm ユニット

200 mm ユニット

除雪直後 気温-6℃

除雪後 気温-10℃

a

b

a b

a b
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積雪寒冷地における電線類地中化の浅層埋設工法の実証試験

大部 裕次＊１

１．はじめに

１．１ 積雪寒冷地における浅層埋設の課題

無電柱化は、電線・電柱による架空方式に換え、地中

埋設管路による地中化方式などにより、景観や環境への

影響の改善を図る取り組みである（写真－1）1)。近年、

全国的な気運の高まりを背景に、「無電柱化推進に関する

法律2)（以下、無電柱化法という）」が平成28年に施行さ

れており、全国的により多くの取り組みがなされるよう

になっている。

無電柱化の推進に向けては、徹底したコスト縮減が必

須であり3)、現状主流である地中化方式の低コスト手法

の一つとして、地中管路の埋設深さを従来基準より浅く

する浅層埋設が有効である4)。そこで、国土交通省は、浅

層埋設管路が道路に与える影響を試験し、平成28年に道

路空間における埋設基準を緩和した（図－1）5)。しかし、

北海道のような積雪寒冷地では、凍結や凍上の懸念から、

全国基準よりも更に深い「凍結深」以上の深さを確保す

る必要があり、上述の試験のみでは不十分との認識から

直ちには埋設基準の緩和に至らなかった。

１．２ 寒地土木研究所で実施した凍結試験の概要

前節で示した状況を踏まえ、寒地土木研究所では、以

下のような調査と試験を行い、積雪寒冷地における浅層

埋設の技術的課題と適用可能性を把握した。

岩田ら6)は、特に通信ケーブルといった電力ケーブル

とは異なってほぼ発熱しない電線において、管路内滞留

水が凍結した場合に体積膨張が通信性能に支障をきたす

可能性があること、凍上による管路の不均一な押し上げ

や埋設部周辺の不等沈下が主な懸念事項であることを文

献調査や現地調査により把握した。

以上を踏まえ、岩田ら7)、大竹ら8)は、屋内・屋外での

供試体による凍結・融解試験を行ったが、管路内滞留水

の凍結時の体積膨張で、引っ張りによる通信ケーブルの

断線や、圧迫による通信障害が発生しないことを確認し

た。また、葛西ら9)は、北海道千歳市の水道施設管理用の

埋設管路（従来埋設深さ120cmを60cmに変更）において、

冬期間の道路高さの計測を行い、管路位置の路面に特異

な変化が生じなかったことを確認した。

１．３ 浅層埋設実証試験の概要

凍結試験の結果を踏まえ、積雪寒冷地における埋設基

準を緩和することを目的に、地中化方式を代表する電線

共同溝を対象とし、平成30年度～令和2年度に実道での浅

層埋設実証試験を行った。

なお、電線共同溝の埋設基準は、北海道無電柱化推進

協議会が発行している電線共同溝技術マニュアル10)（以

下、電共マニュアルという）で定められている。そのた

め、基準の改訂にあたっては協議会に参画する道路管理

者や電線管理者の合意を得ることが必要であり、各管理

者との連携・役割分担の基に試験を実施した。

＊１ 国立研究開発法人土木研究所 寒地土木研究所 地域景観チーム

写真－1 無電柱化（地中化）された道路景観

図－1 埋設深さの基準の比較

（黒：全国基準、赤：H28.4 見直し、青：北海道運用）
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２．浅層埋設実証試験の方法

実証試験の概要を表－1に示す。

実証試験箇所は北海道美深町で、道内でも特に冬期の

気温が著しく低く、置換厚120cmに及ぶ条件の厳しい地域

を選定した（図－2）。試験期間は、平成30年度～令和2年

度の3ヶ年とし、各年度の調査期間は12月～3月までの冬

期及び春期とした。

試験の実施にあたっては、前述した北海道無電柱化推

進協議会の下に設置された低コストワーキンググループ

（以下、低コストWGという）に寒地土木研究所が参画し

て実施した。試験の実施にあたっては、寒地土木研究所

が既往の知見を踏まえ全体の試験計画を立案し、管路の

健全性を検証することを目的に、管路内温度と土中温度

などの計測及び結果の評価・検証を担当した。また、道

路管理者による舗装の健全性に関する舗装基面高さの測

定と、電線管理者による凍結によるケーブルへの影響に

関する確認試験が実施された。

２．１ 試験管路の概要

試験管路は、一般道道680号班渓美深停車場線の歩道部

に、道路管理者である北海道が埋設した。

試験管路のパターンを図－3に示す。

歩道一般部区間は1区間35mとし、管路の埋設深さを変え

た3パターンを構築した。また、一般部区間より舗装厚さ

が厚い重車両乗り入れ区間は1区間10mとし、同様に管路

の土被りを変えた2パターンを構築した。

管路材料には、電共マニュアルで指定されている材料

を使用し、管径は実現場において多く使われている電力

φ 130、共用FA管φ 150、VE管φ 54とした。

２．２ 温度計測の方法

管路内及び土中の温度測定模式図を図－4に示す。

管路内温度の測定には、熱電対センサーを、各区間端

部の接続桝から各管種ごとに、それぞれ3mの位置に差し

込んで設置し、データロガーで毎時温度を記録した。な

お、熱電対が埋設管の内壁に接してしまうと壁面の温度

を測定してしまうため、プラスチック製キャップをつけ

て先端の測定部分を養生した。

土中温度の測定は、地表面から10cm毎に120cmまで行う

ため、木の棒に熱電対センサーを10cm間隔で固定した土

壌温度測定熱電対棒を作製し、これを歩道路床内に建て

込んで設置し、同様にデータロガーで毎時温度を記録し

た。

３．温度計測の結果

温度計測の結果を図－5に示す。なお、図－5は令和2年

度の結果を例示しているが、計測した3カ年で同様な傾向

であった。また、アメダス（美深）の日平均気温から過

去20年平均値を算出し今回の結果と比較し、大きな差が

無かったことを確認している。

図－2 従来の埋設深さの参考値

表－1 実証試験の概要
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図－3 試験管路パターン図と構築状況

図－4 管路内及び土中の温度測定模式図
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３．１ 土中温度計測の結果

土中温度は、例年気温が下がる1月下旬～2月上旬にか

けて低下し続け、その後外気温の上昇とともに温度上昇

に転じる傾向が見られた。日々の温度変化は、-60cmより

深ければ長期間で緩やかに低下・上昇し、-50cmより浅け

れば外気温変化の影響を受け日々低下・上昇を繰り返す

ことが確認された。計測期間を通じて、-60cmより深い地

盤では氷点下になることは無かった。

３．２ 管路内温度計測の結果

路床内にある管路では、土中温度に追従し同等程度の

温度となっていた。一方、下層路盤や凍上抑制層（砂）

内にある管路では、外気温変化の影響を受け地盤温度よ

り低くなることが確認された。

３．３ 結果の考察

これらの土中温度と管路内温度の関係から、歩道路床

内に埋設される管路は、-60cmより深ければ土中温度に追

従し管路内が氷点下になることはなく、凍結を考慮した

管路の埋設深さとして-60cmとすることは問題無いもの

と考えた。

４．低コストWGの議論による埋設基準の緩和

寒地土木研究所が実施した管路内及び土中温度の計測

結果について、令和2年度に開催された3回の低コストWG

に順次報告し、各管理者からの確認試験の結果報告を踏

まえ、管路の埋設基準見直しの議論を行った。

図－5 浅層埋設実証試験 温度測定結果（令和 2 年度）
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４．１ 各管理者からの確認試験結果の報告

道路管理者からは、歩道路面の高さについて、15断面

× 2列（管路埋設範囲と通常舗装範囲）の測定結果が報告

された。測定の結果、2～17mmの上下動が見られたが、各

断面においては2列どちらの点でも同等程度の動きとな

っており、管路埋設範囲が突出して舗装面へ影響してい

る結果は見られなかったことから、管理上問題になるこ

とは無いとされた。

電線管理者からは、管路内滞留水がある状態を想定し

ての試験として、土被り-42cmの供用FA管φ 150mmを満水

にした状態で確認試験を行った。その結果、管路内滞留

水は凍結したが、光ケーブルの光損失試験とメタルケー

ブルの電気的特性試験ともに問題が発生しなかったこと、

また、ケーブル自体に損傷が見られなかったことが示さ

れた。ただし、VE管φ 50における同様の試験では、通信

の損失は発生しなかったものの、ケーブル外皮が一部損

傷したため、これについては品質担保できないとの認識

が報告された。

４．２ 実証試験結果を踏まえた埋設基準の緩和

本実証試験の結果を基に、低コストWGにおいて、埋設

基準の緩和について議論した。

浅層埋設の対象管路は、通信管のうち最も浅い位置に

埋設され、複数の電線事業者の通信ケーブルが混在し各

者個別の凍結対策が難しい共用管である（図－6）。電線

共同溝設計では、管路内に水が滞留しないように縦断勾

配を設けるが、実現場においては完全に排除しきれない

ことがあるとの電線管理者の指摘があり、管路内に水が

あることを考慮し、凍結しない埋設深さが求められた。

この埋設深さについては、土中及び管路内温度の計測結

果から、管路が凍結しない深さとして考えられた-60cmに

ついて、試験地と同等かそれより温暖な地域で採用する

ことは問題無いとされた。

以上から、美深町と同等かそれよりも温暖な地域につ

いては、「供用FA管および1管セパレート管は、冬期の管

路凍結を考慮した埋設深さとして、60cmとする」ことで

合意された。ただし、特異な土質や気象など既往の知見

から凍結・凍上の懸念がある場合は事前調査を行うこと、

また美深町の置換厚120cmより深い地域においては、その

地域における置換厚を用いるが、今後土中温度のデータ

を蓄積していくこととされた。

また、この埋設基準の緩和の議論についは、低コスト

WGの結論として北海道無電柱化推進協議会に報告され、

令和3年3月に電共マニュアルの第4.3版（図－6）11) に反

映された。

５．まとめ

浅層埋設実証試験により、積雪寒冷地においても管路

の浅層埋設が可能なことを明らかにし、関係者の合意を

持って埋設基準の緩和をすることができた。以下、今回

得られた知見についてまとめるとともに、浅層埋設の効

果や今後の取り組みについて述べる。

５．１ 実証試験で得られた知見

・管路内滞留水の凍結による光ケーブル等への影響につ

いては、過年度の試験で通信障害の発生は無く、今回

の実証試験でも発生が無いことを確認した。

・浅層埋設管路による路面への影響について、過年度の

測定で、管路埋設範囲と通常範囲とに特異な変化が無

かったことを確認しており、今回の実証試験でも、同

様に影響が無いことを確認した。

・今回の実証試験で管路内及び土中温度を測定し、歩道

路床土内で路面から60cmより深ければ氷点下になるこ

とは無く、凍結を考慮した管路埋設深さとして60cmと

することは問題無いことを確認した。

・北海道無電柱化推進協議会低コストWGにおいて実証試

験の結果について議論し、今回の試験地である美深町

と同等かそれよりも温暖な地域については、「供用FA管

および1管セパレート管は、冬期の管路凍結を考慮した

埋設深さとして、60cmとする」ことで埋設基準の緩和

が合意された。

５．２ 浅層埋設の効果と今後の取り組み

・管路の埋設深さが60cmになることで、掘削の深さを1m

以下程度に抑えられることが可能となった（図－7）。

これにより、従来の施工断面と比べ、土工量が減少す

ることに加えて土留めが不要となり、大幅なコスト縮

減と施工効率の向上が期待できる。

図－6 浅層埋設の設計事例

出展：改訂版電共マニュアル（第 4.3 版）
11)
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・また、土留めが不要となることでの管路敷設の作業性

の向上、掘削深さが浅くなることでの簡易な転落防止

や断面開放による日々舗装復旧の回避などでも、施工

効率の向上が期待できる。

・掘削深さが浅くなることで、管路条数が少ない郊外部

などでは掘削断面を小さくすることが可能となり、ト

レンチャー掘削機械12)の採用が可能となる。これによ

り、施工スピードの向上が期待できる。

・浅層埋設の導入を契機に、新たな低コスト手法や材料

の導入の議論が継続しており、今後も低コストWGの場

や関係者と連携し、無電柱化の推進に貢献したい。
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寒冷地域における低温ひびわれを抑制する改質アスファルト混合物 

― 救急車搬送路の走行性改善 ― 

久野 晃弘＊１ 亀山 修一＊２ ダン トゥエット＊１ インレレスウェ＊１ 

１．はじめに 

北海道のような寒冷地域ではアスファルト舗装の横断方

向に多数の低温ひびわれが発生している。低温ひびわれが

発生する要因は、急激な温度低下によりアスファルト混合

物層が急激に収縮し、応力緩和ができなくなるためである。

また、アスファルト舗装の表層を施工する際に、施工基面

にひびわれが残存していると早期にリフレクションクラッ

クが発生することが多い。 

ひびわれが舗装表面に生じると雨水が舗装体内に浸透し、

路盤・路床の支持力は低下する。車両による繰り返し載荷

によりひびわれの損傷は進行し、舗装表面の凹凸は大きく

なる。舗装表面に生じた凹凸は車両通過時に振動となり車

内に伝搬し、乗り心地を低下させる要因となっている。 

写真１ 低温ひびわれの例 

図１ 走行性低下のメカニズム 

 重篤で緊急性の高い救急患者は救命救急センターへ搬送

されるが、地方では救命救急センターの数は限られ、搬送

距離が長くなる場合がある。搬送時間や搬送時の振動は搬

送される患者の生存率に大きな影響を及ぼすことから、救

急車両のドライバーは搬送時間を考慮しつつ凹凸の少ない

ルートを選定して走行している。このことから、救急車搬

送路はできるだけ凹凸が小さくなるように維持管理される

ことが望ましい。

 筆者らは、低温ひびわれやリフレクションクラックの発

生を抑制することができる応力緩和性を大幅に改良した特

殊改質アスファルトを開発した。 

 本文は、開発したアスファルト混合物の室内試験結果、

試験施工によるひびわれの発生抑制効果の検証結果ついて

紹介するものである。 

２．開発アスファルト混合物の性状 

２．１ 開発アスファルトの概要 

 開発アスファルトは、アスファルト混合物の特長の一つ

である応力緩和性やたわみ性を低温域から常温域の広い温

度領域で保持した特殊アスファルト混合物である。低温時

の低温ひびわれやリフレクションクラックの発生を抑制す

ることができる。 

利用目的に応じて使い分けるために開発したアスファル

トは３種類である。３種類の開発アスファルトの概要を表

１に示す。 

表１ 開発アスファルトの概要 

開発アスの種類 特長、使用目的 

Ａ 

・応力緩和性を改善したプレミックス

型アスファルト 

・低温域のひびわれ抑制対策 

Ｂ 

・応力緩和性および耐流動性を改善し

たプレミックス型アスファルト 

・重交通に対応した低温域のひびわれ

抑制対策 

Ｃ 

・応力緩和性を改善するプラントミッ

クス型添加剤 

・小規模・緊急工事に対応 

＊１ 大成ロテック株式会社技術研究所  ＊２ 北海道科学大学工学部都市環境学科 
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（１）開発アスファルトＡ（以下、開発アスＡ） 

開発アスＡ混合物は、写真２に示すように柔軟性があり、

ひびわれが生じにくい。塑性変形抵抗性も優れ、流動わだ

ち掘れの発生も抑制することができる。 

また、通常の改質アスファルト混合物と同様に製造・施

工が可能である。 

写真２ 開発アスＡ混合物 

（２）開発アスファルトＢ（以下、開発アスＢ） 

開発アスＢは重交通道路の舗装にも対応できるように塑

性変形抵抗性を強化したアスファルトで、アスファルト舗

装の長寿命化を実現する。 

（３）開発アスファルトＣ（以下、開発アスＣ） 

開発アスＣは、ポリマー改質Ⅱ型アスファルト（以下、

改質Ⅱ型アス）に添加することで、塑性変形抵抗性を有し

ながら、優れたたわみ性・応力緩和性を付加することが可

能なプラントミックス型の添加材である（写真３）。 

専用タンクやローリー車が不要なため、混合物製造工場

の規模に関わらずたわみ性・応力緩和性を有したアスファ

ルト混合物を製造することができるため小規模・緊急工事

への対応も可能である。 

写真３ 開発アスＣの外観 

２．２ 開発アスＡおよび開発アスＢの混合物性状 

密粒度アスファルト混合物（13）に開発アスＡおよび開

発アスＢを適用した混合物の性状を以下に示す。 

（１）塑性変形抵抗性 

ホイールトラッキング試験１）の動的安定度で混合物の流

動わだち掘れ抵抗性（塑性変形抵抗性）の評価した。 

表２ ホイールトラッキング試験条件 

図２にホイールトラッキング試験の結果を示す。開発ア

スＡ混合物および開発アスＢ混合物の塑性変形抵抗性は一

般的な改質アスⅡ型混合物と同等である。 

図２ ホイールトラッキング試験結果 

（２）疲労抵抗性 

 繰返し載荷によりアスファルト混合物に引張作用を加え

る曲げ疲労試験１）で混合物の疲労抵抗性（ひびわれ抵抗性）

を評価した。曲げ疲労試験の試験条件を表３に示す。 

表３ 曲げ疲労試験条件 

写真４ 曲げ疲労試験 

図３に曲げ疲労試験の結果を示す。開発アスＡ混合物、

開発アスＢ混合物ともに試験温度５℃、ひずみレベル 400

μの条件において、破壊回数が80万回を超え、改質アスⅡ

型混合物の50倍以上であり、疲労によるひびわれ抵抗性が

優れている。 

図３ 曲げ疲労試験結果（破壊回数） 

試験温度 60℃ 

輪荷条件 0.63MPa 

走行速度 42回/分 

試験温度 5℃ 

ひずみ 400μ 

周波数 5Hz 
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（３）ひびわれ抑制効果 

ゴム支床上にひびわれを模擬した基盤、評価対象混合物

を舗設した試験体に車輪走行による載荷を加え、基盤の変

形で混合物底面から生じるひびわれの貫通時間でひびわれ

抑制効果を評価した。クラック貫通試験 2）の試験条件を表

４に示す。 

表４ クラック貫通試験条件 

写真-5 クラック貫通試験 

図４にクラック貫通試験の結果を示す。開発アスＡ混合

物および開発アスＢ混合物の貫通時間は改質アスⅡ型混合

物より２倍以上長く、リフレクションクラックの発生を抑

制する効果がある。 

図４ クラック貫通試験結果 

（４）脆化点 

温度を変化させて曲げ試験１）を実施し、曲げ強度と温度

の関係から流動領域と脆性領域の変曲点（脆化点）を求め

た。脆化点より高温側では弾力的に変形に追随できる。 

表５ 曲げ試験条件 

図５に曲げ試験結果を示す。開発アスＡ混合物は改質ア

スⅡ型混合物より脆化点が低温側に 15℃低く、低温域にお

けるひびわれ抵抗性が優れている。 

図５ 曲げ試験結果（曲げ強度-温度） 

２．３ 開発アスＣの混合物性状 

密粒度アスファルト混合物(13F)に開発アスＣを適用し

た混合物の性状を以下に示す。 

（１）塑性変形抵抗性 

図６にホイールトラッキング試験の結果を示す。開発ア

スＣ混合物の動的安定度は2､000回/mm以上であり、舗装計

画交通量（台/日・方向）3,000 未満の目標値 1,500 回/mm

を満たし、優れた塑性変形抵抗性を有している。 

図６ ホイールトラッキング試験結果 

（２）疲労抵抗性 

 図７に曲げ疲労試験の結果を示す。開発アスＣ混合物は

試験温度５℃、ひずみレベル400μの条件において曲げ疲労

破壊回数が60万回以上であり、ストアス混合物に対して50

倍以上であり、疲労によるひびわれ抵抗性が優れている。 

図７ 曲げ疲労試験結果（破壊回数） 

試験温度 20℃ 

輪荷重 980N 

ﾄﾗｯｷﾝｸﾞ速度 42回/分 

ゴム支床 硬度30、厚さ５cm 

試験温度 -15～15℃ 

スパン長 20cm 

載荷速度 50mm/分 
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３．試験施工によるひびわれ発生抑制効果の検証結果 

北海道川上郡標茶町における舗装修繕工事において、一

部区間に応力緩和性が高い開発アスＡ混合物を用いてひび

われの発生抑制効果の検証を実施した。なお、標茶町は最

低気温が-25℃程度まで低下する地域である。 

混合物の種類は密粒度アスファルト混合物（13F）で修繕

方法は３cmのオーバーレイである。試験施工断面を図８に

示す。 

図８ 試験施工断面（オーバーレイ） 

施工直後から供用７年後までの路面性状（ひびわれ率、

わだち掘れ量、平たん性）の経時変化を図９に示す。 

図９ 供用性能の経時変化 

開発アスＡ混合物のひびわれ率は年月の経過とともに

徐々に増加しているが７年後でも10％未満である。一方、

ストアス混合物は供用４年後から急激に大きくなり７年後

には35％となった。 

 応力緩和性が優れている開発アスＡ混合物を用いること

で、供用期間７年においてリフレクションクラックの発生

を１/４程度に抑制する効果が確認できた。 

わだち掘れ量および平たん性については供用期間７年で

はアスファルトの種類による差はなく、耐流動性について

も問題ないことが確認された。 

４．まとめ 

４．１ 開発アスＡおよび開発アスＢの混合物性状 

・動的安定度が6,000回/mm以上を示し、改質アスⅡ型混合

物と同程度の流動わだち掘れ抵抗性を有する。 

・試験温度５℃、ひずみ400μにおける曲げ疲労試験による

破壊回数が80万回以上で、疲労抵抗性は改質アスⅡ型混

合物の50倍以上である。 

・クラック貫通時間が改質アスⅡ型混合物の２倍程度長く、

リフレクションクラックの発生を抑制する効果がある。 

・流動領域が改質アスⅡ型混合物より低温側に 15℃低く、

脆化点が－10℃と低温域におけるたわみ性が優れている。

４．２ 開発アスＣ混合物の混合物性状 

・舗装計画交通量3,000 台/日未満の目標値1,500 回/mm 以

上を満足し、優れた流動わだち掘れ抵抗性を有している。

・試験温度５℃、ひずみ400μにおける曲げ疲労による破壊

回数が60万回以上で、疲労抵抗性が優れている。 

４．３ 試験施工によるひびわれ抑制効果の検証 

・オーバーレイで修繕した箇所のひび割れ率は供用７年で

比較工区の１/４程度と、リフレクションクラックを抑制

することができる。 

・わだち掘れ、平たん性は供用期間７年で大きな変化もな

く、耐流動性についても問題はない。 

５．おわりに 

開発アスＡ混合物を用いた試験施工の追跡調査から、オ

ーバーレイのように損傷箇所全域を対象とする修繕ではひ

びわれの発生を抑制する効果が確認できた。 

寒冷地域で発生する低温ひびわれは数ｍ～10ｍ程度の間

隔で発生する。低温ひびわれが発生している箇所のみ（幅

0.5～１ｍ程度）を部分的に打換えて損傷の再発を抑制する

ことができれば、コスト縮減ができ、より広範囲の救急車

搬送路の走行性を改善することが可能となる。 

低温ひびわれ部のみの小規模な補修工事にも対応可能な

開発アスＣ混合物を用いて試験施工を行い、走行性の改善

効果および持続性を検証する予定である。 

【参考文献】 

１）（公社）日本道路協会：舗装調査・試験法便覧、平成19年6月 

２）池田：室内試験によるひびわれ防止材の評価方法-試験方法を

定めるまでの過程-、道路建設、pp.61～67、1988.8 
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大型除雪トラックにおけるキャビン乗降時の転落リスク低減策について

佐々木 由彦＊１

1.はじめに

東北自動車道における雪氷対策作業はお客様が安全に

安心して走行できるよう24時間体制のもと様々な作業が

実施される。中でも大型除雪トラック（以下、「除雪トラ

ック」という。）で実施する梯団除雪と呼ばれる本線除雪

（図-1）及び凍結防止剤散布作業は出動頻度が高く、それ

故に労災事故の発生が懸念される。本論文では梯団除雪

で想定される労災リスクの中でもリスクレベルの高いキ

ャビン乗降時の転落対策について報告する。

図-1 梯団除雪

2.除雪トラックの現況

2-1 キャビン乗降ステップ高さ

図-2 に示す一般的な後輪駆動の大型トラックのキャ

ビン乗降ステップは地上 50ｃｍ程度の位置にある。一

方、除雪トラックの場合は全輪駆動仕様のため、車高

が高く約 1.5ｍある（図-3）。

2-2 昇降設備の構成

除雪トラックの昇降設備は図-4 に示すように前輪横にあ

る 4 段の昇降ステップとドア下のキャビン乗降ステップ（図-

4 4 段目②,以下、「乗降ステップ」という。）で構成される。

図-5 は昇降ステップの使用状況である。

2-3 昇降設備の取付け構造

図-6 に示す昇降ステップ部は格子状のスチール製で

それぞれがステーで連結された状態で車体に設置され

ている。一方、乗降ステップは長さ 60ｃｍ、奥行 17ｃ

ｍ、高さ 4ｃｍのアルミ鋳造製で車体側 3 箇所、側面左

右1箇所の計5箇所でステーにボルト固定される。尚、

昇降ステップは車両によって寸法が異なるが、乗降ス

テップは一律同サイズである。

3.転落リスク

3-1 転落リスクの根源

昇降ステップでは昇降時に、乗降ステップにおいて

はキャビン乗り降り時にそれぞれ転落事象が想定され

る。中でも乗降ステップからの転落はその高さと不安

定な体勢からより重篤な傷害を受ける可能性が高い。

今回は乗降ステップ上における転落リスクの根源であ

る乗降ステップの寸法・形状に着目し対策を講じた。

＊１（株）ネクスコ・メンテナンス東北 管理部

図 4昇降設備 図-5 昇降状況

図-6 昇降設備の構造

図 2 一般的な大型トラック

図-3 除雪トラックのステップ高さ

50ｃｍ程度

1.5ｍ
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3-2 リスクの見積・評価

（1）傷害の程度

図-3 の状態において手が滑り背中側から転落し頭部

を地面に強打することが想定される。その場合ヘルメ

ットを着用していても死亡する可能性が高い。

（2）転落の可能性要因

①乗降ステップの位置・寸法による危険な体勢

乗降ステップがキャビン側に約 7ｃｍ食込んだ位

置（図-7 点線部）に設置されている。さらに乗降ス

テップの奥行幅は 17ｃｍしかないことから図-8 に

示すように乗降ステップ上では体がキャビンに接す

るため直立できず、手すりを掴んで後方に反った体

勢となる。その際、最大で後方に約 13 度反る。

②足の向きによる危険状態

足裏にはメカノレセプターと呼ばれる全身のバラ

ンスを保つセンサーがあり、図-9 に示すとおり前足

部と踵に多く分布している。しかし既設乗降ステッ

プ上では図-10 のように踵部分が完全に外側にはみ

出し（10ｃｍ）踵のメカノレセプターは機能してい

ない。さらに後方に反る体勢により、足の向きはス

テップ縁を支点に踵が斜め下を向き、これにより前

足部の接地圧が弱まりここでもメカノレセプターの

感度が低下し身体のバランスが取りにくい危険な状

態になっている。

③両手にかかる荷重

体重 70ｋｇの人が図-8 の体勢時に手すりを掴む両

手にかかる荷重は約 16ｋｇとなる。「高齢者対応基盤整

備データベース（一般財団法人 人間生活工学研究セ

ンター）によると「両手でできるだけ努力すれば持て

る重さ」は年齢・性別を問わず 6ｋｇ程度とされている

が、これを大きく上回っており、手には大きな負担が

生じ手の滑りの原因となる。

④乗降ステップ上での動作

乗降ステップ上ではキャビンへの乗降のため、手

すりから手を放し、足の踏み替えや体の捻りなどの

複雑な動作が生じ足を踏み外し易くなる（図-11）。

⑤キャビン乗降の頻度

除雪作業従事者は約 1,340 人（R4 年度）おり、出

動に伴う乗降回数はひとシーズン当たり 8.6 万回

（往復で 1 回）行われる。このことは非常に高い頻

度で作業者が危険状態に暴露していると言える。

図-8 既設ステップ上での姿勢

図-7 乗降ステップの設置位置

図-11 キャビン乗降状況

図-10 踵のはみ出し状況

図-9 足裏のメカノレセプター分布箇所
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⑥その他の要因

除雪作業は降雪時に行われることから以下の転落要

因にも常にさらされ、転落の可能性を高めている。

・雪・氷による手足の滑り

・夜間作業の暗さによる踏み外し

・連続作業での疲労による踏み外し など

⑦事故事例の有無

乗降ステップからの重篤な転落災害は幸いにして見

られないが、貨物トラックの荷台からの転落・墜落死亡

事故は全国レベルで多数発生している。

（3）マトリックス表

以上のことからマトリックス表（表-1）により傷害の

程度を「死亡」のカテゴリ A、発生の可能性を「10 年に

1 回」のカテゴリⅢと見積もった。

表-1 マトリックス表

（4）リスク評価表

見積もったリスクレベルは「18（表-1）」となり、

リスク評価表（表-2）では「受け入れられないリスク」

と評価されるため早急な対応が必要となる。

表-2 リスク評価表

4.リスク低減の検討

作業者に傷害を与える根源である乗降ステップの改

良によるリスク低減の可能性について検討した。

（1）「傷害の程度」の低減

乗降ステップ高さ 1.5ｍは改善されないため、低

減は困難である。

（2）「転落の可能性」の低減検討

転落の可能性要素「④乗降ステップ上の動作」や「⑤

キャビン乗降頻度」、「⑥その他の要因」を変えること

は困難である。一方、転落を誘発する根源である「①乗

降ステップの位置・寸法」の改善は表-3②,③も連動し

緩和され転落可能性の低減が期待できる。

表-3 転落の可能性要素と改善の可否

転落の可能性要素 改善の可否 備考

①ステップの位置・寸法 可

②足の向きによる危険状

態
可

①の改善に連

動

③両手にかかる荷重 可 〃

④乗降ステップ上の動作 否

⑤キャビン乗降頻度 否

⑥その他要素 否

5.乗降ステップ改良の検討

（1）拡張幅の検討

乗降ステップを拡張するに当たり「古瀬敏・遠藤佳

宏・宇野英雄(1985).安全性より見た階段の踏面・蹴

上の最低寸法,日本建築学会計画系論文報告集,第

356 号・昭和 60 年 10 月」を参考とし安全な階段の踏

面寸法は 210ｍｍ以上、海外では 280ｍｍが望ましい

とのことから、今回はそれをさらに 10ｍｍプラスし

た 220ｍｍ、290ｍｍの 2 タイプを製作することとし

た（図-12）。

（2）プロトタイプでの確認

計画した拡張寸法の妥当性を確認するため、図-13

に示す既設ステップに

拡張分を継ぎ足すプロ

トタイプを製作しオペ

レータに使用感を確認

した。その結果 290ｍ

ｍタイプは踵が全てス

テップに収まり足裏全

体で体重を支えること

が可能であった。また、

220ｍｍでは踵のはみ

出しはあるものの、踵

の一部で体重を支える

ことが可能であり、安

心感があるとの感想を

得られた。図-13 赤丸部は参考で製作した昇降ステ

リスク評価 リスクレベル

受け入れられない 20～11

望ましくない 10～7

周知徹底の上、許容可能 6～4

許容可能 3～1

図-13 プロトタイプ設置状況

図-12 拡張ステップ写真

破局的 重大な 限定的 無視可能

労災事故 死亡 重傷 軽傷 不休

発生の可能性 カテゴリ A B C D

頻繁に起こる
（毎年）

Ⅴ 20 16 13 11
かなり起こる
（5年に１回） Ⅳ 19 15 12 7
たまに起こる
（10年に１回）

Ⅲ 18 14 8 4
あまり起こらない

（20年に１回）
Ⅱ 17 9 5 2

起こりそうもない Ⅰ 10 6 3 1

障害等のひどさ

事故分類
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ップ部の拡張アタッチメントであるが、この部分の

拡張は、張り出しにより昇降時に膝がぶつかるなど

の支障があった。

（3）拡張ステップの仕様

拡張ステップの仕様を決めるに当たり除雪トラッ

クの純正部品はないため、スチール製のグレーチン

グタイプにて製作することとした。製作に当たり留

意点は次の 3 点とした。①拡張幅は登録車幅内に収

まること、②振動等により脱落しないこと、③表面は

防滑仕様であること。尚、強度については荷重 120ｋ

ｇに耐えうるものとした。

① 除雪トラックの車幅現況調査

ステップ拡張は現況から 50ｍｍ～120ｍｍ車体外

側に張り出しが生じる。車検登録の車幅内に収める

必要があるため配置されている除雪トラックの調査

を実施した。図-14 に示すように車両フロントの除雪

装置の端と後方の最大張り出し部を水糸で結び既設

ステップとのクリアランスの計測を行った。結果は

表-4 に示す全台数 308 台中、220ｍｍタイプは 121

台,290ｍｍタイプは 158 台の合計 279 台に設置可能

で全体の約 91％が改善されることになる。

表-4 拡張ステップ設置台数

② 拡張ステップの脱落対策

プロトタイプで作製した拡張幅分のアタッチメント

型では固定箇所が既設ステップの突合せ面の一方向し

か無いこと、既設ステップの外側に設置することによ

り受ける振動が大きいこと、また既設ステップへの穴

あけ加工が必要になることから拡張ステップは図-15

に示す振動に強い一枚物とし、固定は既設ステップ同

様に正面 3 箇所、側方左右 1 箇所の計 5 箇所を既設ス

テーに堅固に固定する（図-15，図-16）。

③ 防滑・防錆仕様

表面はグレーチングメーカーで製品に施している防

滑仕様をそのまま採用した（図-17）。防錆については

溶融亜鉛メッキとした。

④ 前方角部の斜め加工

拡張ステップの張り出した前方角部は斜め加工し、

人がぶつかっても大きな傷害を受けないようにした

（図-18）。

全台数 設置台数
A

(290mm)
B

(220mm)
NG

308台 279台 158台 121台 29台

90.6% 51.3% 39.3% 9.4%

図-14 計測図

図-16 既設ステップステーボルト孔位置

図-17 表面防滑処理（凹凸）

図-15 拡張ステップ図面（290ｍｍ）
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図-20 拡張ステップ

（220ｍｍ）の状態

6.拡張ステップの設置

設置作業はメガネレンチ等にて行い、脱着に要する

時間は1枚当たり10分程度と軽微である。拡張ステッ

プの設置後の状態を図-19に示す。

7.拡張ステップの効果検証

7-1.転落要素の改善

（1）踵のはみ出し量の改善

図-20に示すように220ｍｍタイプのはみ出し量は

10cmから7ｃｍと改善されたことで踵の一部がステッ

プにかかり足首が水平に保たれた。これにより前足部

の接地圧が得られたことで前足部と踵の一部のメカノ

レセプターが機能し、体のバランスが取りやすくなり

安定した体勢となった。290ｍｍタイプではステップ

に足が全て収まり前足部・踵ともに全く問題はない

（図-21）。

（2）反り角度等の改善

表-5に反り角度、両手にかかる荷重、踵のはみ出し

量の一覧を示す。図-22に示すとおり220ｍｍ、290ｍ

ｍのいずれのタイプも反り角度が4～5度と約6割緩和

され体勢の直立化がもたらされた。またそれに伴い両

手にかかる荷重も5ｋｇ～6ｋｇと半分以下に軽減され

ている。尚、290ｍｍタイプでは手すりを掴まなくて

も自立が可能であった（その場合、踵のはみ出しあ

り）。

7-2 転落リスクの再見積・評価

（1）「傷害の程度」の再見積

拡張ステップにより乗降ステップ上での体勢の安

定化がもたらされることで背中側から転落し、頭部

強打により死亡する恐れは低くなる。傷害の程度を

カテゴリ B「重傷」に下げることも考えられるが、乗

降ステップ高さ 1.5ｍは残存しており死亡する可能

性を完全に排除できないためカテゴリ A「死亡」のま

まとする。

（2）「転落の可能性」の再見積

今回、ステップ拡張により不安定な体勢及び両手

にかかる荷重の軽減が確認されたことで、初期見積

の「たまに起こる（10年に1回）」から「あまり起こ

らない（20年に1回）」とした。

（3）リスクレベルの再評価

表-1のマトリックス表からリスクレベルは初期の18

から17にワンポイント下がるが当社としてのリスクレ

ベルは「受け入れられない」で変化はない。つまり落

下する可能性は低くなったが、万が一転落した際に受

ける重篤な傷害は残存したままである。従ってキャビ

ンへの乗降は依然として高いリスクレベルとして作業

種別 反り角度
両手にかかる荷重

（想定体重70kg）

既設ステップ
(17cm)

13度 16ｋｇ 10ｃｍ

拡張ステップ
(22cm)

5度 6ｋｇ 7ｃｍ

拡張ステップ
(29cm)

4度 5ｋｇ なし

表-5 拡張ステップによる各数値一覧

290mm タイプ220mm タイプ

←5度 ←4度

図-22 拡張ステップ上での体勢

図-19 拡張ステップ設置状況

290mm タイプ220mm タイプ

踵のはみ出し量

図-21 拡張ステップ

（290ｍｍ）の状態

図-18 角部斜め加工状況
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者全体で共有し注意を継続する必要がある。

8.費用対効果

8-1 費用

(1)材料費（概算）

表-6に材料費概算金額を示す。

表-6 材料費概算金額一覧表

タイプ 単位 数量 単価(円) 金額（円）

220ｍｍ 枚 276 5,500 1,518,000

290ｍｍ 枚 258 5,900 1,522,200

計 534 3,040,200

※金額は税抜き

(2)設置費（概算）

全数設置費（ｙ）は下記の計算式で算出する。

尚、除雪トラックは各基地に分散し配置されている

ため設置時の基地間移動時間を加味し1日当たりの

稼働率を0.6とした。

ｙ＝(((A×B）/C)×D)/e ≒390,000円（税抜き）

A：設置時間 10分/枚

B：ステップ枚数 534枚

C：稼働時間 480分/日（8ｈｒ）

D：労務単価 21,000円/日

（普通作業員,R5.3国交省労務単価，宮城県）

e：稼働率 0.6

※材料費+設置費（概算）：3,430,200円（税抜き）

8-2 安全性向上に係る作業者数と一人当たりの安全費

オペレータ及び助手の人数約1,340人（R4年度）

であることから総額3,430,200円を1,340人で除する

と、一人当たりの安全費は約2,600円/人となる。

8-3 除雪トラック一台当たりの安全費

今回設置台数は279台であることから総額

3,430,200円を279台で除すると約12,300円/台とな

る。

8-4 拡張ステップの見込み耐用年数

拡張ステップの見込み耐用年数は溶融亜鉛メッキ

の耐用年数としてみる。耐用年数＝亜鉛付着量÷腐

食速度×0.9で求められる（一般財団法人 日本溶

融亜鉛鍍金協会より）。表-7に耐用年数を示す。車

両は冬期のみ使用で、稼働期も基本的には車庫に格

納され洗車もまめに行われている。よって見込み耐

用年数は「都市・工業地帯」の28年を妥当とする。

これは除雪トラックの概ね10年～15年の更新サイク

ルを上回る。
表-7 環境別の見込み耐用年数

環境別

亜鉛付

着量

(g/m2)

腐食速度

(g/m2/年)

耐用

年数

都市・工業地帯 250 8.0 28

田園地帯 250 4.4 51

海岸地帯 250 19.6 11

8-5 費用対効果の考察

今回初期費用として3,430,000円となったが、耐用

年数の28年間その効果が持続されると仮定した場合、

作業者一人当たりにかける安全費は93円（今回総額÷

（1,340人/年×28年））に換算され非常に安価とな

る。また28年間で延べ人数37,000人以上の作業者の転

落可能性を低減することが可能となる。さらに安全な

職場の確立は企業として社会的・金銭的な損失を未然

に防止することになるため費用対効果は大きいと考え

る。

9.まとめ

東北自動車道は多くの豪雪地域や山間部を貫き各地域

とつながっている。冬期高速道路の安全な路面を確保す

るためには急変する気象に臨機かつ迅速に対応していか

なければならない。そのような厳しい作業環境下におい

て労災事故の発生は短期的には現場検証等による作業中

断を余儀なくされ、その間に発生する積雪等による路面

悪化は交通事故を誘発し、お客様に多大な不利益を与え

ることになる。さらに事故多発による通行止めは交通イ

ンフラとしての機能を損ない、広範囲に悪影響を与え

る。また中長期的には切迫する作業者の高年齢化や人手

不足の観点から労災事故の多い危険な職場には人材が集

まらず、その結果として安全な冬期高速道路の確保が困

難となる。厚生労働省による「高年齢者等の雇用の

安定に関する法」では、高年齢者は55歳以上とさ

れている。当社においては雪氷対策作業従事者の約4

割が50歳以上（令和4年度）で構成されており、今後ま

すます高年齢化が進行していく中、高年齢者の労災事故

に多く見られる転倒・転落災害の防止は最優先事項とな

っている。雪氷対策作業の労災リスク低減は労働者の安

全確保のみならず、円滑な物流、緊急時の物資移動・支

援、沿線地域の生活基盤確保などに貢献し、高速道路の

価値を最大限に生かすことへ直結する。従って我々はこ

れらの観点に基づき作業に潜在するリスク抽出と低減へ

の取り組みを持続的に行っていく所存である。
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信頼度を用いた除雪機械の維持管理手法の検証について

植野英睦＊１、山田充＊１
１．はじめに

積雪寒冷地における冬期の円滑な道路交通の確保は、地

域住民の生活にとって必要不可欠であり、確実な道路除雪

体制が求められている。

しかし、道路管理者等が保有する除雪機械は近年、更新

が停滞し老朽化が進行しており、除雪作業に支障をきたす

レベルの重大な故障が発生している。これら重大な故障に

伴う除雪作業停止日数は年々増加しており、道路除雪体制

への影響が懸念される。

そのため、限られた予算の中、除雪機械の維持管理を効

果的かつ効率的に行い、重大な故障に伴う除雪作業停止日

数を抑制する必要がある。

本研究では、冬期の円滑な道路交通の確保に必要な道路

除雪体制を維持するため、除雪機械の効果的かつ効率的な

維持管理手法の提案に取り組んでいる。

その維持管理の指標となる除雪機械劣化度の定量的評価

について、道路管理者が所有する除雪機械の稼働、故障デ

ータを収集し、FTA（Fault Tree Analysis：故障の木解析）

で抽出した 2 日以上不稼働となった故障（以下、「重大故

障」という。）サンプルについてワイブル型累積ハザード

解析を行い、算出した信頼度の適用性を、信頼度の目標値

の設定手法や予防整備費用の算出・比較等の維持管理手法

を検証した。

２．除雪機械の故障データの整理

2.1 故障データの収集と解析データの整理

故障データは、各道路管理者が所有する除雪機械（除雪

トラック、除雪グレーダ、除雪ドーザ、ロータリ除雪車、

小形除雪車、凍結防止剤散布車）6 機種について以下のと

おり収集した。

・国土交通省北海道開発局（以下、「開発局」という。）：

平成 19～令和 3年度の故障データ延べ約 7,500件。

・国土交通省東北及び北陸地方整備局：平成23～27年度の

故障データ延べ約 5,400件。

このうち、本稿では過年度に整理した、開発局の平成 19

～27年度のデータ 4,808件から障害物との接触など「外的

要因による損傷」に関する故障データなどを除外し、次項

に示す重大故障サンプル 1,029件１）を解析対象とした。

2.2 FTA（故障の木解析）による重大故障サンプルの抽出

FTA により各機種の重大故障サンプルを抽出した。FT 図

の作成にあたっては、重大故障サンプルのデータ件数が 5

件未満になるまで、故障サンプルの分類を細分化し抽出し

た。細分化は、建設機械整備標準作業工数表（除雪機械編）
２）の作業項目区分に準じた、大、中、小項目単位で行った。

ロータリ除雪車「作業装置」の FT 図を図 1 に示す。FT

図のうち、楕円で表示した項目が重大故障箇所であり、除

雪機械全体の重大故障箇所数は92箇所で、除雪トラック、

ロータリ除雪車、小形除雪車の順に多い結果となった（表

１）。

３．除雪機械劣化度の定量的評価手法の検討

3.1 ワイブル分布について

ワイブル分布 3）は、スウェーデンの科学者ワイブルが材

料強度の研究において、材料の破損確率を表す分布関数を

提唱したもので、ワイブル型累積ハザード解析 4）は、この

分布を用いた信頼性データ解析手法の一つである。

ワイブル分布には、次の 3つのパラメータが使われる。

ｍ：形状パラメータ

η：尺度パラメータ

γ：位置パラメータ

ｍの値によって、ワイブル分布の形状も変化し、0＜ｍ

＜1の場合は故障率減少型の初期故障、ｍ＝1の場合は故障

率一定型の偶発故障、ｍ＞1 の場合は故障率増加型の摩耗

劣化故障を表すこととなる。

ηは、ｍの値に関係なく不信頼度（累積故障確率）F(t)

＝1-e 1（約 63.2％）となる観測値ｔを基準化した際の寿命

の尺度を表し、特性寿命ともいう。

図 1 ＦＴ図（ロータリ除雪車「作業装置」）

＊1 国立研究開発法人土木研究所寒地土木研究所 寒地機械技術チーム

表１ 重大故障箇所数
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γは、故障が始まる位置を表し、γ＝0 ならば最初から

故障が起こり始め、γ＞0 は無故障期間があることを表す

が、通常はγ＝0と考える。

この解析専用に市販されているワイブル確率紙＊１やワイ

ブル型累積ハザード紙＊２、表計算ソフトウェア＊３を使用

することにより、3 つのパラメータを推定し、故障の種類

（初期故障、偶発故障、摩耗劣化故障）や特性寿命、信頼

度などが算出できる。

3.2 ワイブル型累積ハザード解析

抽出した除雪機械の重大故障箇所について、観測値を

「走行距離」「稼働時間」及び「使用年数」として、ワイ

ブル型累積ハザード解析を行った。

ロータリ除雪車の作業装置に関わる重大故障箇所の解析

結果例を表２に示す。どの故障箇所においてもｍ＞1 であ

ったことから、すべて摩耗劣化故障であった。

解析で得られたｍ形状パラメータ、η尺度パラメータと、

ｔ観測値（走行距離、稼働時間及び使用年数）を次式の信

頼度算出式に代入し、信頼度を算出、信頼度曲線図を作成

した。

信頼度 R(𝑡) = exp [− (
𝑡 − 𝛾

𝜂
)
𝑚

]

例として「オーガシャーピンレス装置」「シュート旋回

装置」「ベルトコンベア」の信頼度曲線図を図２に示す。

「シュート旋回装置」において信頼度が 10％下がって

0.9 になるのは、稼働 5000 時間経過時点で、保有台数の

10％にあたる台数が重大故障を発生する確率を意味する。

このように、時間経過による装置等の劣化度が信頼度に

より把握可能となり、除雪機械の整備において、実施時期

や整備箇所の選定など、除雪機械劣化度の定量的評価指標

として活用できる可能性を確認した。

４．除雪機械劣化度の定量的評価による維持管理手法の検

討

除雪機械劣化度の定量的評価指標としての信頼度

について、目標値の設定手法や予防整備費用等の維

持管理手法を検討し、指標としての適用性を検証し

た。

開発局において、管理している路線の優先順位づ

けを行い、路線の重要度によって信頼度の目標値の

設定を検討した。

さらに、除雪機械 101 台が配置されている平成 27

年度の 1 開発建設部（内 3 事務所 13 除雪ＳＴ）を代

表検証対象とし、路線の重要度によって信頼度の目

標値を設定することで、整備の実施判断が可能な維

持管理手法を検討し、シミュレーションを実施した。

4.1路線の重要度の設定に関する検討

路線の重要度の設定にあたり、以下の 2 つの重要度を評

価し、分類する方法を新たに検討した。

①路線が持つ機能や交通量を考慮した「交通機能」の重要

度

②年間当たりの除雪作業日数を考慮した「除雪作業」の重

要度

路線の重要度を A～Eの 5段階で評価するマトリックス表

を表３に示す。

交通機能の重要度は、除雪ＳＴが担当している路線・区

間における「緊急輸送道路」及び「24 時間交通量」を点数

化し、それぞれを加算して 4段階評価とした。

緊急輸送道路は、担当路線・区間の該当状況を踏まえ 3

段階で、24 時間交通量は、平成 27 年度道路交通センサス

の 24時間交通量を 3段階で、それぞれ加点した。配点表を

表４、表５に示す。

表３ 路線重要度を評価するマトリックス表

表４ 緊急輸送道路の配点表

表５ 24時間交通量の配点表

表２ ロータリ除雪車「作業装置」の解析結果例

図２ ロータリ除雪車「作業装置」

信頼度曲線図
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除雪作業の重要度は、降雪量が多く除雪作業の実施頻度

が高い路線をより高く評価することとし、稼働実績から 1

年間の「平均作業日数」で 4段階評価した。

平均作業日数は、一般除雪に用いられる除雪トラック・

除雪グレーダを対象として、平成25～27年度の稼働実績を

踏まえ、表６に示す区分表で配点した。

これらの検討を踏まえ、開発局の除雪ＳＴにおける路線

の重要度の評価を行った結果を、表７に示す。

4.2信頼度の目標値の設定に関する検討

次に、配置されている除雪機械に対する、信頼度の目標

値の設定方法について検討した。

検討にあたっては、信頼度の目標値の設定に際し、信頼

度の低下に伴う重大故障発生頻度について整理を行った。

この検討では、重大故障データで算出した故障箇所別の

信頼度を用いた。信頼度の目標値の設定において、開発局

が平成 19 年度～27 年度に所有していた除雪機械の平均配

置台数をもとに、信頼度が低下した際の重大故障件数の発

生頻度を試算した。その結果を表８に示す。信頼度0.99の

場合は、重大故障が開発局の開発建設部で 1 件程度発生し、

0.97まで低下すると開発建設部で 3件、事務所で 1件程度、

0.85で除雪ＳＴに 1件程度発生すると推定される。

このように信頼度の目標値の設定により重大故障の発生

頻度の推定ができる。このことから、開発建設部、事務所

及び除雪ＳＴ単位での除雪体制や維持管理レベルを想定し

目標値を設定することも可能となった。

試算結果を踏まえて、路線の重要度毎に信頼度の目標値

を表９のように設定した。

4.3維持管理手法のシミュレーション試行

信頼度の目標値を設定した維持管理手法を、予防整備費

用のシミュレーションを行い検証した。

（１）シミュレーション設定条件

シミュレーションの試行にあたり、以下の条件を設定し

た。

①対象の除雪機械は、開発局の代表 1 開発建設部（内 3 事

務所 13 除雪ＳＴ）の除雪機械のうち、平成 27 年度に配置

されていた 101 台を対象とした。各事務所の除雪ＳＴにお

ける信頼度の目標値は、表１０のとおりである。

②シミュレーションの実施期間は、平成 27 年度から 30 年

間（平成 27年度～令和 26年度）とした。

③機械更新の時期は「建設機械等損料算定表（北海道補正

版 北海道開発局）」5)の標準使用年数に基づき表１１のと

おり使用年数を設定した。

④信頼度は、重大故障データから推定した形状・尺度パラ

メータと、各除雪機械の年度末の稼働実績（走行距離又は

稼働時間）を算定式に代入して算出した。なお、信頼度は

走行距離と稼働時間のそれぞれの値のうち、低い値を採用

した。

表６ 平均作業日数の配点表

表７ 路線の重要度評価結果

表８ 信頼度が低下した際の重大故障件数の発生頻度

表９ 信頼度の目標値

表１０ 除雪ＳＴにおける信頼度の目標値
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表１１ 除雪機械種類毎の標準的な使用年数

⑤本シミュレーションの初年度の算出は、平成26年度以前

においても予防整備が実施されていたと仮定し、平成26年

度までの稼働実績から信頼度を算出し、その信頼度に基づ

く予防整備を定期的に実施しているものとした。

⑥稼働実績は、信頼度の目標値を下回った時点で予防整備

を実施したものとし、累積した稼働実績をリセットした。

リセット後の稼働実績は、除雪機械の種類毎に各除雪工区

の平均年間走行距離及び稼働時間を年度毎に加算した。

⑦重大故障箇所の予防整備費用については、整備業者・除

雪機械メーカーに主な故障内容と想定される予防整備内容

を提示したアンケートを実施し、想定される費用（労務費

や部品費を含む）を算出した。

（２）予防整備コストの算出

シミュレーション条件に基づき、現状（H27 時点）の除

雪機械の配置における30年間の総予防整備コストを算出し

た（図３）。30 年間の総予防整備費用は 133,644 万円とな

り、年平均では 4,455 万円となった。さらに、予算に余裕

がある年度において次年度以降の予防整備を前倒しで実施

するコストの平準化についても算出し、総費用 134,866 万

円、年平均 4,495 万円となり、各年度の予防整備費用の把

握が可能となった。

続いて、信頼度目標値の変更による予防整備費用を算出

した。信頼度の変更は、一律に 0.95 と 0.90、路線の重要

度を現設定（表１０）から各 1 ランク下げた場合とし算出

した。総予防整備コストを図４に示す。

この様に信頼度の違いによる予算規模の把握が可能とな

った。

また予防整備コストについて、事務所やＳＴ単位での年

度毎、さらに機種毎に、相対的且つ定量的な把握が可能と

なった。

信頼度の目標値を設定した維持管理手法として、予防整

備に必要な予算規模の把握や、予防整備の実施計画、予算

に応じた予防整備や機械更新計画策定への活用、さらに予

防整備費等を踏まえた除雪体制や維持管理レベルの設定が

可能となるなどの効果が確認できた。

また、シミュレーション実施により以下の課題も確認で

きた。

予防整備を実施することで該当箇所の信頼度をリセット

し、機械更新のタイミングを「建設機械等損料算定表」に

おける「標準使用年数」に基づいて設定しているが、一律

の考え方であり、機械全体の劣化度は不明である。機械本

体の更新の判断資料として、故障箇所の信頼度を乗じるな

ど機械全体の信頼度について検討が必要である。

さらに、今回故障実績のみで信頼度を算出したが、予防

整備を実施することで、解析により抽出した箇所に故障が

発生しなくなる状況も想定され、実績と全く違う箇所から

の故障の発生も予想されるなど、故障状況の長期的な傾向

図３ 年度毎の予防整備費用

図４ 信頼度目標値による総予防整備費用

が把握できなくなる可能性があり、定期整備により対処さ

れている箇所の実績データも収集し、信頼度を算出するこ

とも必要である。

５．まとめ

ワイブル型累積ハザード解析より算出した信頼度を除雪

機械劣化度の定量的評価指標として維持管理手法を検討し

た。その結果、次のことがわかった。

・信頼度の目標値により、予防整備費や路線の重要度等を

加味した除雪体制や維持管理レベルの設定が可能となった。

・予防整備費が把握でき、予算の平準化など効率的な整備

計画の立案が可能となった。

以上から除雪機械劣化度の定量的評価指標として、信頼度

の適用の可能性を確認できた。

今後は、適切な機械更新の時期の判断等のため、機械全体

の劣化度について検討していきたい。

*1 日科技連出版社、日科技連ワイブル確率紙

*2 日科技連出版社、日科技連ワイブル型累ハザード紙

*3 日本科学技術研究所、JUSE-StatWorks/V5
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快適雪氷作業のための可搬型シューズクリーナーの開発と活用

下地 利幸＊1 新宅 昭文＊2 西原 嘉樹＊3 井上 雅王＊1

１.はじめに

中日本高速道路㈱ 名古屋支社管内 東海北陸自動車道

（以下：東海北陸道）は、冬季に積雪寒冷地域となり、厳

しい雪氷作業が必要となる標高約400ｍ～約1,100ｍに及ぶ

白鳥IC～白川郷ICを管理区間に持つ路線である。（図1）

当該報告は、特に厳しい環境下で行う雪氷作業における

作業環境改善を目的とした、可搬型シューズクリーナー

（以下：「快適クリーナー」）の開発について報告を行う

ものである。

図1 東海北陸自動車道 概要図

２.冬季の雪氷作業

東海北陸道は、高山保全・サービスセンター（以下「高

山保全」）及び岐阜保全・サービスセンター（以下「岐阜

保全」）、富山高速道路事務所が管理を行っており、高山

保全ではもっとも標高が高く積雪量が多い区間を受け持っ

ている。

下図に２０２２年度の凍結防止剤の散布割合を示す。

図2 凍結防止剤散布量

年間の雪氷等対応における塩化ナトリウム等剤の散布

量は、高山保全で塩化ナトリウム溶液2,522㎥、塩化ナト

リウム粉砕4,280ｔ、塩化カルシウム17,475Kgと最も多い。

図3 代表散布量/事務所

また、高山保全は、１１月から４月末までの半年間、

雪氷対策作業期間が設定されており、他事務所と比べても

対策作業日数が多い事務所である。

２０２２年度の年間での凍結防止剤の散布等対応の出

動回数を東海北陸道の名古屋支社管内で見ると、高山保全

では９９回/年（警戒態勢を除く）であり、その対応期間

での、１２月はほぼ昼夜において毎日稼働し、延べ17,000

人・日が従事している。また、岐阜保全においても、約５

０回/年、延べ4,000人・日、と雪氷作業に多くの仕事量を

費やしており、環境の改善が求められる。（表1・図4）

表1 体制回数/月

図4 散布等出動回数

＊１ 中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋（株）岐阜道路事務所

＊２ 中日本高速道路（株）高山保全・サービスセンター

＊３ 中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋（株）高山道路事務所

0
5,000

10,000
15,000
20,000

塩化ナトリウム 溶液

(m3)
塩化ナトリウム 粉砕塩

(t)
塩化カルシウム

(kg)

凍結防止剤散布量

高山 岐阜 富山 羽島

路線敬称 事務所
塩化ナトリ

ウム 溶液

(m3)

塩化ナトリ

ウム　粉砕

塩

(t)

塩化カルシ

ウム

(kg)

東海北陸 高山 2,522 4,280 17,475
北陸 富山 2,160 4,078 14,000
東名 飯田 1,528 2,308 0
北陸 金沢 2,240 4,058 14,000凡例

：東海北陸自動車道

：白鳥 IC～白川郷 IC

事務所 項目 4月 5月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計
高山 昼夜 3 1 1 5 30 29 18 12 99
岐阜 昼 - - - - 14 15 10 1 40
岐阜 夜 - - - - 20 17 10 1 48
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３.雪氷作業の課題

雪氷作業の環境は凍結防止剤散布準備のため、薬剤庫

にて、凍結防止剤が詰められたトンパックを開封し、塩

化ナトリウムを砕きながら積込む。積込み時は、塩化ナ

トリウムの舞い上がり、作業員が全身に凍結防止剤まみ

れとなる。また、凍結箇所へ塩化カルシウムを手撒きす

る作業においても融雪剤が付着する。付着した凍結防止

剤や融雪剤は吸水し、作業着がべたつき、汚れやすくも

なり、とても不快な状況となる。（写真1）

写真1 融雪剤の散布状況

雪氷作業が本格的なシーズンとなると、雪氷詰所や防

災対策室への出入りも頻繁となり、長靴、衣服や身体に

付着した雪や塩化ナトリウムを室内へ持ち込むことが多

くなり、雪氷基地（詰所）内もべたついたり、汚れが付

着しやすい状況となっていたことから対策が必要な課題

であった。

そこで、快適な作業環境の改善として、高山保全では、

作業服に付着した凍結防止剤を、エアーで効率よく払落

す機能や、長靴に付着する凍結防止剤を洗い落とすこと

のできるシューズクリーナーを制作・整備した。（写真 2）

写真2 ユニットハウス型シューズクリーナー

４.可搬式シューズクリーナーの開発

【仮設ユニット】冬季間において、出入りの多い保

全・サービスセンター正面玄関に仮設ユニットハウス

（写真-3）を設置し、内部にシューズクリーナーを設置

し冬季に運用を行っている。

写真3 ユニットハウス

保全・サービスセンター事務所内には、防災対策室が

設置されており、正面玄関入口からの防災対策室と、雪

氷詰所との動線の中間のため、冬季の雪氷体制になると、

出入りが頻繁になり、効率的に体や長靴についた雪を落

とすことにより、建物内の汚れ、水分の持ち込みを防止

して快適な執務環境とすることができた。

【常設設置】社員や関係者が通勤や出動で最も多く使う

通用口には、年間の利用が見込まれたことから、常設用

シューズクリーナーを整備した。（写真 4）（写真 5）

写真 4 写真 5

冬季に駐車場からの事務所出入口（裏口）は駐車場所

から距離があり、降雪時に体に付着した雪を払うこと、

シューズ、長靴に付いた雪を洗浄すること、また、洗浄

の際付いた水滴を吹き飛ばすことで建物内に雪や水分を

持ち込むことを抑制することが出来ることから、建物内

を清潔に保つために必須な設備となった。

夏季、中間期においても、点検員、管理隊、維持作業

員の出入りに対して、日常の出入口にシューズクリーナ

ーを整備することで靴の汚れを落とし、建物内を清潔に

出来ている。

先行的に試行設置した保全・サービスセンター（管理

事務所）では、年間の利用や不特定多数の利用が見込ま

れるが、雪氷作業基地では冬季のみ、かつ作業員のみの

使用となる。このことから、①できるだけ安価となるよ

うにコストを考慮しつつ、②利用しない期間は工事現場

などで活用できるように可搬式の快適クリーナーの開発

を行った。
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５. 可搬式シューズクリーナーの概要

洗浄水、圧縮空気を使用した寒冷地仕様のシューズク

リーナーを内蔵したユニット型とし、移動式クレーン２

ｔ車で運搬設置を行いやすい設計とした。

5.1 快適クリーナー本体の仕様

仕様１）体やシューズについた雪や水分を落とせる機

能として、エアーガンの機能を有し、冬季に対応するた

め配管への断熱性能を高めるとともにヒーターを凍結防

止し安定した利用を可能とした。（図 5）

図5 シューズクリーナー平面図

仕様２）靴洗い水槽はタイマー設定により一定時間で

排水することが可能で、節水と水槽内水の凍結を防止す

る仕様とした。

仕様３）エアー吹き込み台は洗浄したシューズ等を台

の上に乗せ、エアーを吹き付けることにより水分を取り

除くことができる仕様とした。

仕様４）また汚れたものは下部に落とされ、定期的に

靴洗い層から排水と一緒に排水される仕様とした。

5.2 躯体サイズとポータビリティ

躯体サイズは、２ｔユニックの吊り荷重 2.63ｔに対応

できるように総重量 350ｋｇ、平面寸法を 1900×1350、高

さ 2300とした。（写真 6）

また、出入口は３方向からを可能とし、設置する建物

に対応できるようにし、給排水、電源もできる限り簡易

に接続できるものとした。

写真6 ２ｔユニックでの状況

設置を行った状況を以下写真に示す。

写真 7 設置完了状況

写真手前にある小型コンプレ

ッサーユニットを、別置きとす

ることで塩害からの被害に対応

できるようにした。（写真8）コ

ンプレッサーユニット内部にヒ

ーターを設けることで圧縮空気

によるタンク内結露の凍結を防止した。

5.3 エネルギー供給等

給水口、電源接続口、排水口、圧縮空気口を背面に集

約した配置とし、他面を入口とする仕様とした。（写真 9）

写真9 エネルギー供給面

また、接続は電源の接続端子による接続、コンプレッ

サーからの圧縮空気の接続アタッチメントによる接続、

給水においても接続アタッチメントにより接続できるよ

うにし、ユニット内の配線配管施工をなくすことにより

スムーズな設置とした。

5.4 耐久性とメンテナンス

躯体の屋根はガルバリュウム鋼板とし、雪止めの設置

を行い、壁も同じガルバリュウム鋼板で耐久性を高め、

床は塩害に強く耐久性の高いポリプロピレン（写真 10）

を採用した。シューズクリーナー機械部のメンテナンス

⑤

②

④

①

③

写真 8 ユニット内

① 電源受口

② コンプレッサー

への電源出力口

③ 給水口

④ 排水口

⑤ 圧縮空気取入口

ヒーター⇒
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を考慮し、機能部背面に点検口を設け、修理交換を容易

にできるようにした。（写真 11）

写真 10 写真 11

5.5 設置コストとリース料

仮設ユニットハウスにシューズクリーナーを設置した

場合と、常設にポーチを建てシューズクリーナーを設置

した場合、可搬型シューズクリーナーを設置した場合に

ついてのイニシャルコスト、ランニングコストの比較を

行った。

運用に際し、仮設ユニット、可搬型シューズクリーナ

ーについてリース化できれば、「仮設ユニット」の初年

度支出額は「常設設置」に比べ1/3程度に抑えることが期

待でき、「可搬型シューズクリーナーにおいては 1/10 程

度に抑えることが期待できる。

施工条件により、概算金額ではあるが、通期（常設）

で使用する場合、例として１０年以上常設すると、費用

が安価で済むことが予想される。冬季以外に使用する又

は、仮設にて使用する場合は可搬型シューズクリーナー

の方がコストを抑えられる費用比較となった。

６.快適クリーナーの活用

快適クリーナーは、冬季の一定期間の使用を前提とし

ているが、開発目的と同様に、作業環境の改善として、

他への活用も期待できるのではないかと考える。

建設現場などでは、砕石や砂利敷きの場面が多く、天

候次第では、足元は汚れる環境下にある。（写真 11）

通常、足場入口などに、足洗い場を設置（写真 12）し

ているが、快適クリーナーは建設現場での環境改善の一

因とできるのではないかと考える。

写真 11 写真 12

７.利用者へのヒアリング

清見雪氷基地利用者（高山保全内）に対して、定置式

での使用アンケートによるヒアリングを行った。（図6）

アンケート結果の「満足度」では、ほぼ９割の回答で、

図 6 満足度及び使用頻度

「まあまあ・とても良い」の回答を得ることができた。

また、「使用頻度」においては、約６割が、よく使

う・まあまあ使用する、つづいて約２割が普通に使用す

ると回答しており、あまり使わないが約２割で、使用し

ていない人はいない結果であった。

更に改善点・その他自由コメントの代表する意見は以

下の内容であった。

多くのコメント意見では、設置を望む意見が多く確認

できた。一方今回の定置式でのアンケートの意見では、

規模が大きすぎるとの意見もあり、コンパクトな仕様と

なった快適クリーナーでの使い勝手が良ければ、活用に

期待できると考える。

８.まとめ

雪氷対策作業は３Kに位置し、雪氷対策作業従事者は人

口減少の中、高齢化や作業員確保等が困難であることか

ら省力化、作業環境改善を行うことができた。

雪氷対策作業は限定された期間であることから改善へ

の投資は消極的になる可能性がある。

そこで、今回雪氷対策作業環境改善の観点から冬季以

外の利用も踏まえ、限定された期間であることから小型

移動式クレーンで搬出、設置が可能になるシューズクリ

ーナ―考案した。

今後は雪氷対策作業機械や建設機械の清掃等にも利用

できる機能も追加するなど、更なる利便性向上をより多

くの方々の意見を踏まえて改良していき、誰もが働き易

い環境にすることで業界に貢献していきたい。

改善点・課題（自由コメント）
片足だけでなく両足で洗浄できると良い
暖房設置での乾燥室併用でも良い
冬以外の使用もしたい
使用後に地面が濡れてしまい、凍結して危険

44%
46%

10%

0%
0%

満足度
とても良い

まあまあ

普通

イマイチ

不必要

27％

34％
22％

17％

0％
使用頻度

よく使う

まあまあ使う

普通

あまり使わない

使用していない

点検口

その他意見（自由コメント）
全ての雪氷基地に設置すべき
暖房設置での乾燥室併用でも良い
規模が大きすぎる
年中あるとよい
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準天頂衛星システムを活用した除雪車運転支援システムと自動運転化の開発について

角田 大輔＊1，稲垣 颯馬＊2，髙柳 司＊3

１.はじめに

高速道路における除雪等の雪氷作業は，降雪による視

界不良や夜間等の厳しい作業環境の下，熟練オペレータ

による高度な技術と経験によって行われているが，熟練

オペレータの高齢化や労働人口の減少により，技術伝承

が困難な状況になりつつある．そこで，非熟練オペレー

タでも安全・確実に作業ができる環境を構築すべく，令

和元年度から除雪車の自動化開発を行っている．

本報文は，ロータリ除雪車の自動化開発の完成に向け

た各試験や検討について報告するものである．

２.開発概要

準天頂衛星システム「みちびき」からの cm 級測位補

強信号とあらかじめ作成した高精度地図情報を組み合わ

せ，運転席に設置したモニタに正確な自車位置を表示

し，運転操作を視聴覚的に支援するシステム（以下，ガ

イダンスシステムという．）を開発した．このガイダン

スシステムから位置情報・測位情報を受け取り，ロータ

リ除雪車が自動で走行（以下，自律走行という．）し，

除雪装置が自動で制御（以下，自動除雪という．）され

る仕組みである（以下，自律走行と自動除雪を総称し，

自動運転という）．イメージ図を図-1 に示す．

図-1 自動化開発イメージ図

３.開発進捗

上記のガイダンスシステムは平成 29 年度に完成し

た．その後，令和元年度に除雪車メーカーと共同研究開

発協定を締結し開発を進め，令和 2 年秋に夕張ＩＣ構内

にあるテストコース（以下，夕張ＴＣという．）にて自

律走行が確認でき，翌令和 3 年春に高速道路本線（以

下，本線という．）での自律走行試験を成功させてい

る．この結果を受け追加改良を実施のうえ，令和 3 年度

秋～冬季および令和 4 年度冬季に本線での自律走行と自

動除雪の試験を実施した．

４. 令和 3 年度秋季本線試験

令和 3 年 11 月に，道央自動車道 岩見沢ＩＣ～三笠

ＩＣを対象区間として試験を実施した．試験のポイント

としては，「①自律走行の精度確認」，「②自動除雪の稼

働確認」，「③課題の抽出」を念頭に実施した．

「①自律走行の精度確認」においては，一部の区間で

精度の低下がみられたものの，開発目標精度（誤差 20

㎝以内）に収まっていることを確認できた．

「②自動除雪の稼働確認」では，仮想の地物（標識や

橋梁のジョイントなど，除雪作業をする際に支障となる

構造物の総称）に対し，自動で投雪回避する様子が確認

できた．

また，①と②のいずれにおいてもオペレータの介入な

く正常に動作していることを確認できた（写真-1）．

「③課題の抽出」については，跨道橋下等の衛星受信

が不安定な環境下での精度低下が課題として抽出された

ことから，衛星受信不安定環境下での精度の向上を検討

することとした．

写真-1

試験中のオペ

レータ

５. 令和 3 年度冬季本線試験

11 月の試験を受けて，雪氷期に除雪負荷を掛けた状態

での試験を実施することとした．当試験では，㈱ネクス

コ・メンテナンス北海道 札幌事業所が実施する雪氷作

業に合わせて行うこととした．本線において車線規制を

＊1 東日本高速道路(株) 北海道支社 技術部 技術企画課

＊2 東日本高速道路(株) 北海道支社 道路事業部 施設課

＊3 (株)ネクスコ・エンジニアリング北海道 土木事業部 土木技術部 交通環境課
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せずに試験を実施するため，一般車が走行中の本線にお

いて試験をしても問題ないか，事前に夕張ＴＣで除雪負

荷確認試験を実施した（写真-2）．結果，除雪負荷が掛

かった状態においても精度に問題は無く，安全に本線試

験が実施可能と判断された．

写真-2 夕張ＴＣでの除雪負荷確認試験の様子

試験は，道央自動車道 岩見沢ＩＣ～美唄ＩＣの２Ｉ

Ｃ間で実施した．試験内容として，「①除雪負荷の掛か

った状態での自律走行の確認」と「②除雪負荷の掛かっ

た状態での自動除雪の稼働確認」を実施した（写真-

3）．なお，試験中に精度低下など安全性に支障がある場

合はオペレータが手動で介入することとした．

写真-3 令和 3 年度冬季本線試験の様子

「①除雪負荷の掛かった状態での自律走行の確認」に

ついては，当試験では概ね 10 ㎝以内の誤差に収まって

おり，開発目標精度を確保できていることが確認され

た．一方で以下に示す課題も得られた．

跨道橋下では秋季試験同様に精度の低下が確認された

ため，ソフト上の自車位置把握ロジックの見直しを検討

することとした．

また，乗車したオペレータより，自律走行可能な速度

が遅いという意見があったため，上限速度の変更を検討

することとした．

「②除雪負荷の掛かった状態での自動除雪の稼働確

認」については，実作業時における雪質や積雪量に対し

て，投雪方向など調整可能にする必要があることから，

それらの程度によって自動除雪のパターンを変更可能に

なるよう検討することとした．

６. 令和 4 年度冬季本線試験

令和 3 年度の試験で得られた課題に対し，令和 4 年度

秋季までに改良を行った．跨道橋下での精度を向上すべ

く，ソフト上の自車位置把握ロジックを見直した．自律

走行可能な速度は，従来の時速 3～5km から時速 10km ま

で対応可能とした．さらに，実作業時における雪質や積

雪量に対して，自動除雪のパターンを変更可能とした．

令和 5 年 3 月には道央自動車道 岩見沢ＩＣ～美唄Ｉ

Ｃにて試験を行い，令和 3 年度冬季と同様に「①除雪負

荷の掛かった状態での自律走行の確認」と「②除雪負荷

の掛かった状態での自動除雪の稼働確認」を実施した

（写真-4）．試験により，課題の改善が確認され当初の

目標を満たす結果となり，ロータリ除雪車における自律

走行および自動除雪の技術の完成に至った．

写真-4 試験中の車内外及びモニタの様子

７.おわりに

ロータリ除雪車の自動運転の技術は完成に伴い，令和

5 年度より現在の試験機を道央自動車道 岩見沢ＩＣ～

美唄ＩＣに導入し運用開始する予定である．以降は，昨

今の社会情勢等鑑みながら，管内に順次導入・展開し除

雪作業の省力化を図っていく計画である．

また，技術は完成したもののオペレータより改善要望

をいただいているため，適宜オペレータへのフォローア

ップを行いながら，運用しながら改良・確認を続けてい

く．
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ロータリ除雪車投雪作業自動化に向けた実証実験

～除雪現場の省力化に向けて～

小野寺 敬太＊１、貫田 大輔＊１、諏訪 光星＊１

１．はじめに

建設現場では、技能者不足や就業者の高齢化などによ

る担い手不足が課題となっている。北海道の除雪現場に

おいても除雪機械オペレータの確保や高齢化が課題とな

っている。（図-1）

また、積雪寒冷地特有の冬期災害が発生する北海道で

は、近年、大雪や暴風雪などの影響による国道の冬期間の

通行止めが多く発生している。（図-2）

北海道開発局では、担い手不足や積雪寒冷地特有の課

題解決に向け、i-Construction の取組として、ロータリ

除雪車の投雪作業自動化に向けた実証実験を進めている。

（図-1 除雪機械オペレータの状況）

（図-2 国道の冬期通行止め状況）

２．i-Snowこれまでの取組

2.1 活動概要

北海道開発局では、平成28年度に北海道におけるi-

Constructionの取組として産学官民が広く連携し、除雪

現場の省力化に関する様々な活動を行う場として、「i-

Snow（除雪現場の省力化による生産性・安全性の向上に

関する取組プラットフォーム）」を設立した。

i-Snowは、北海道における除雪関係者が除雪現場、除

雪技術等に関する横断的な連携・情報共有・技術開発を

図ることで除雪現場の省力化を進め、生産性・安全性を

向上させると共に、人口減少下でもヒトとモノの交流・

対流を活性化できる産業構造、経済活動を維持・発展さ

せるものである。（図-3）

（図-3 i-Snowの活動イメージ）

2.2 ロータリ除雪車での実証実験

i-Snowの取組として、北海道開発局ではロータリ除雪

車の投雪作業自動化等の検討を進めており、実証実験を

行っている。（図-4）

（図-4 ロータリ除雪車投雪作業の自動化）

＊１ 国土交通省 北海道開発局 事業振興部 機械課
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実証実験は、平成 30 年度から令和元年度までは、一般

交通もなく道路付属物の設置も少ない冬期通行止め区間

内（一般国道 334 号知床峠）で行い、令和 2 年度以降は

一般交通があり道路付属物の種類や数も多く設置されて

いる一般道（一般国道 38号狩勝峠）にて行っている。

投雪作業の自動化については、ロータリ除雪車にセン

サー内蔵油圧シリンダー・GNSSアンテナ・３D- LiDAR 等

の機器を設置し、ブロワ・シュート・シュートキャップの

各装置の自動制御（投雪方向や投雪距離）について検討を

行っている。（図-5）

（図-5 自動化に関する設置機器）

2.3 令和４年度の実証実験

令和４年度の実証実験は、シュート投雪自動制御改良

やみちびき不感地帯対策等を、前年度に引き続き南富良

野町の一般国道 38 号狩勝峠を実施箇所とした。（図-6）

（図-6 実施箇所）

①シュート投雪自動制御改良（習い制御※）

前年度まで、データ取得間隔を 1Hz としていたが、ロ

ータリ除雪車は作業速度が数 km/hと極端に遅く、除雪オ

ペレータの操作地点と自動制御地点にずれが見られたこ

とから、データ取得間隔を１Hzから 10Hzに改良し、習い

制御データの取得とそのデータによる自動制御を行い、

動作検証を行った。

データの取得が 10Hzで記録されること、取得した習い

制御データを用いた自動制御が問題なく動作することを

確認した。（図-7）
※習い制御とは、オペレータの実際の作業データを

取得し、そのデータを使って自動制御を行うもの。

（図-7 データ取得間隔の改良）

②シュート投雪自動制御改良（機械操作の微調整機能）

風向や雪質等の現地条件の変化により、自動制御中に

投雪が道路付属物に接触する事例が見られたため、自動

制御中においても、自動制御を解除せずに装置を微調整

できる機能（ガイダンス装置にタッチキー機能を設置）を

追加し、シュート等を微調整（補正）し投雪精度が向上す

ることを確認した。（図-8）
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（図-8 微調整機能の追加）

③シュート投雪自動制御改良（雪堤高さ検知制御）

雪堤の頂上中央付近に自動制御で雪を積み上げるため

に、３D-LiDARで雪堤の高さを計測し投雪位置の制御を行

う際に、シュートキャップが頻繁に動いてしまう事例が

見られた。頻繁動作が長時間続くことにより、機械側に悪

影響を及ぼす懸念があるため、計測メッシュと制御間隔

を拡大し制御回数を抑制する改良を行い、頻繁動作が少

なくなった事を確認した。（図-9）

（図-9 雪堤高さ検知制御の改良）

④みちびき不感地帯対策

ロータリ除雪車の自動制御を行う際に、準天頂衛星シ

ステム（みちびき)より車両の位置情報を取得しているが、

トンネルや覆道、南側の急斜面、道路に覆いかぶさる樹木

などにより、位置情報の受信状況が悪くなる場合がある

が、そのような場合でも車両の位置を把握できるよう検

討を行った。

みちびきの受信状況が悪くなってもしばらくは、ＩＮ

Ｓ（車両慣性航行システム）により位置情報を補完するこ

とが可能であるが、さらに走行を続けると位置情報の精

度が悪くなるため、磁気マーカとＲＦＩＤを組み合わせ

たシステムによる位置情報の補完方法を検討した。（図-

10）
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（図-10 みちびき不感地帯対策）

試験は、一般国道 38号狩勝峠の直線区間やカーブ区間

に、磁気マーカ及びＲＦＩＤを設置し検知状況の検証を

行った。（図-11）

車両側のアンテナは、除雪作業時の影響を考慮し設置

高さを極力高い位置とし、路面から 240mm の位置に取り

付けることとした。（図-12）

（図-11 磁気マーカ及びＲＦＩＤ設置状況）

（図-12 車両側のアンテナ設置状況）

磁気マーカについては９割ほど検知できていたが、Ｒ

ＦＩＤの検知率は２割～４割と少なく、車両位置情報の

補完作業には至らなかった。検知率が低かった原因は、ア

ンテナの設置高さによるものと考えられるため、今後、適

正な設置高さの検討が必要と考える。

３．まとめ

令和４年度までの実証実験で、自動制御の改良等を進

め、一定の精度で除雪装置が動作することが確認できた。

令和５年度は除雪装置自動制御付ロータリ除雪車の実

働配備を進め、様々な現場状況での適用性の検証や課題

検討を行うほか、引き続きシュート投雪自動制御改良（車

両停車時の挙動対策やブロワ装置の走行制御機能追加）、

みちびき不感地帯対策について検討するとともに、自動

操作対象機械拡大の検討（除雪トラック、小形除雪車）を

行っていく。

また、実運用時に必要不可欠となるアフターサービス

やメンテナンス体制の構築・除雪装置自動化導入マニュ

アルの策定等を進め、除雪現場の省力化による生産性・安

全性の向上に向け、除雪装置自動化の取組を推進してい

く。
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除雪作業の遠隔操作における車両・作業内容別の適用性検討 

髙橋 亮介＊１、市井 渡＊２、柏原 篤＊３、岡本 拓＊１ 

１． 開発概要とこれまでの開発 

東日本高速道路(株)北海道支社では,働き方改革を見

据えた雪氷対策作業の省力化・効率化ならびに労働環境

向上を目的に,除雪作業の遠隔操作の研究と開発を行っ

ている. 

遠隔操作のしくみは，操作卓（操縦席）から通信回線に

より，離れたところにある除雪車に取り付けた装置に操

作が連動して除雪車が稼働するものである．試験のイメ

ージとして，令和 3 年に実施した状況を図 1 に示す．現

場の映像については,除雪車に設置したカメラや，除雪車

の周辺に設置して除雪車を俯瞰できるカメラの映像が操

作卓のディスプレイに伝送される. 

本格的な開発を始める前の初期段階として,令和3年の

冬から春にかけて同一敷地内で 100ｍ程度の距離で除雪

車を操作する 2 回の実証実験を行った．2 回の実験では

共通して.操作卓はコックピット型のものを使用し,バッ

クホウの操縦席に人型のロボットを座らせてロボットの

手の部分に操作を連動させた. 

1 回目の実証実験は,令和 3 年 2 月（1 週間程度）に,道

央自動車道の輪厚パーキングエリア敷地内に操作卓を配

置し,併設のヘリポートでバックホウの基本的な走行や

排土板操作を行った. 

 2 回目の実証実験は,令和 3 年 4月（2 週間程度）に,江

別西インターチェンジ付近の雪捨場（以下,江別西雪捨場）

で実施した．この実験では, バックホウで雪山の上から

日光や雨による雪融けを促進させるための溝を 1 日 1 本

掘る作業を行い，最長で 65ｍ/日の作業を行うことができ

た.運用面では,操作卓や除雪車に設置した装置の起動と

終了方法を事前に説明しておくことによりオペレーター

自身で 1 日の作業を完結させることができた. 

2 回の実験の成功を機に,遠隔除雪作業の本格的な開発

に取り掛かることを決めた. 

＊１ 東日本高速道路(株) 北海道支社 技術部 技術企画課、＊２ ネクスコ・メンテナンス北海道(株) 工務部 工務課 

＊３ ネクスコ・メンテナンス北海道(株) 札幌事業所 

図 1 遠隔操作のしくみ（令和 3 年 4月の江別西雪捨場での実証実験） 
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２． 本開発の内容 

2.1 本開発の実証試験概要 

本格的な実務への運用を目指した開発として，令和4年

と令和5年の2回の雪氷期間において操作卓を札幌インタ

ーチェンジの敷地内に設置し, 江別西雪捨場（遠隔操作

距離6km）と札樽自動車道金山パーキングエリアに併設さ

れた雪捨場（以下,金山PA雪捨場, 遠隔操作距離26km）に

向けたバックホウとブルドーザーを使った遠隔操作の実

証実験を行った（図2）． 

なお，令和 4 年 11 月末に札幌インターチェンジ敷地内

に雪氷センターが完成したため，令和 5 年の開発では操

作卓を当該雪氷センター内に設置している． 

令和 4 年は 4 月にバックホウを用いて積み上げられた

雪山を崩す作業を,令和5年は2月からブルドーザーを使

用して雪山を均す作業をそれぞれ試行し,遠隔操作に適

した除雪作業の内容を検討した. 

また，令和 4 年からは,除雪車に乗せる装置を直接操縦

桿に連動させることにより,人型のロボットを座らせる

必要を無くし，座席を空席とした. これにより,1 台の除

雪車両で従来どおりオペレーターが直接乗車して作業を

行うことと，遠隔操作を行うことの双方が可能となった. 

この装置はメーカーで開発した既製品であり,既に建

設作業等でも使用実績のあるものである．しかしながら

操縦桿への接続方法や治具は車種ごとに異なるため,使

用する車両ごとに寸法等を調査計測して治具等の制作や

取付け等の事前準備は必要である. 

振動シートの操作と除雪車の動きが互いに連動するし

くみを車両別に図 3 に示す. 振動シートについては令和

3 年の開発のときに除雪車の振動が感じられると良いと

いう意見があったため,操作卓の下部にサスペンション

を設けて雪山の傾斜が分かるようにしている. 

映像については操作卓に6画面のモニタを設けて,車載

カメラによる車両周辺や車内の映像に加えて,車外から

スマートフォンで除雪車両を撮影した俯瞰映像も映して

遠隔操作に役立てている.  

2 か所の作業の切替えについては，令和 4 年は操作卓を

2 卓用意していたが，令和 5 年はタッチパネルによって 2

か所の操作の切替えが簡易にできるようにしており，こ

れは他に類を見ない先進的な機能である 

図 2 操作卓と遠隔操作車両の配置イメージ（令和 4 年以降） 
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2.2 開発結果 

2年間の開発を通して，令和4年のバックホウ，令和5年

のブルドーザーともに基本的な走行，操作については行

うことができることを確認した．特にバックホウにおい

ては，江別西雪捨場で1か月に16,000㎥程度の掘削や金山

雪捨場での溝掘りなどができ，実務に大いに活用できる

ことを確認した．ブルドーザーについては，雪山の下のほ

うでの整地作業には使用できることを確認できたものも，

雪山の斜路を作りながら雪を積み上げていくような本来

雪捨場で期待される作業に活用するには課題が残った．

除雪作業状況を図4に示す． 

通信状況については，バックホウについては距離を延

長させても遠隔操作が可能であることが確認できた．ブ

ルドーザーでは，周囲が開けている江別西雪捨場では問

題なく通信できたが，手稲山の山麓部にある金山雪捨場 

は斜面沿いにあるため，通信の負荷がかかりやすく，映 

像が一部届かないという課題が見られた. 

視野については，バックホウでは雪山崩しや溝掘りと

いった比較的同じ方向を向いて作業を続けることが多い

ため，ディスプレイの画面で充足するが，ブルドーザーで

は雪山の上を様々な方向を向き，周囲の他の車両に気を

配ることも多いため，オペレーターからは視野が少なく

不安があるという声もあった． 

遠隔操作と従来どおりオペレーターが乗車して行う作

業の切替えについては，バックホウでは治具の固定開放

が不要であるが，ブルドーザーでは10か所程度の固定開

放が必要となり，やや作業が煩雑になることもわかった． 

これらのことから，現時点においてはバックホウ作業

の遠隔操作が，より運用しやすいことが明らかになった． 

図 3 操作卓と除雪車の装置が連動するしくみ 
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３．今後の展望

これまでの開発を経て，次冬期以降の開発や運用にお

いて期待される作業としては，これまで行ってきたバッ

クホウによる春期における雪捨場での雪山崩しや溝堀り

を引き続き行うことや，休憩施設周辺の雪庇等の除去な

どに活用したいという声が現場から出ている．次の雪氷

シーズンに向けて関係者と十分な議論を行って遠隔操作

を除雪作業に役立てていきたい． 

図 4 遠隔操作による除雪作業状況 

（上）バックホウ （令和 4 年） 

（下）ブルドーザー（令和 5 年） 
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LiDAR活用による除排雪業務効率化と生産性向上のチャレンジ

～降雪地でのモノづくり最前線を快適にする～

歳桃勇樹＊1、黄瀨雅巳＊1、白井紀之＊2

１．はじめに

異常気象が多発する昨今では記録的大雪や交通機関が

麻痺するような現象に遭遇しやすい状況である。そうし

た中で人口減少及び生産労働人口減少により、世界的に

も豪雪都市と言われる札幌市において、今までの当たり

前が通用しなくなっている事を強く感じている。

こうした背景の中、ICT技術の導入で高精度となった

機器を活用することにより、冬期の除排雪作業における

省人化や施工ステップ改善による安全性の向上および生

産性向上へ、チャレンジする取組を展開する事は必然で

あり、冬期除排雪作業での人力による計測など、作業ス

ピードが向上しない作業については、従前の取組の見直

しが必要であると考えた。

そこで、札幌市近郊での冬期の除排雪作業において、

iPad及びiPhoneを用いてLiDAR機能（Light Detection

And Ranging：光を用いたリモートセンシング技術で、

レーザー光の反射を利用して、物や地形の距離を読み取

ることが可能）を活用し、施工範囲や積雪量算出などを

行い、作業の安全性向上および、効率化と生産性向上に

繋がった継続取組事例を紹介する。

２．工事概要

工事概要を以下に示す。

○工事内容

夏期(道路清掃工・道路除草工・応急復旧処理工他)

冬期(道路除雪工・運搬排雪工・人力除雪他)

○工事場所

R231号 札幌市北区北34条～石狩市八幡町

KP= 0.032 ～ KP=19.309

R337号 当別町蕨岱～生振3線

KP=69.894 ～ KP=85.000

石狩市新港南２～札幌市手稲山口(小樽市界)

KP=87.141 ～ KP=99.557

※全体図は図 1 参照

○工期等

工 期 令和４年４月１日～令和５年３月31日

発 注 者 国土交通省 北海道開発局

札幌開発建設部 札幌道路事務所

受 注 者 一二三北路 株式会社

図 1 全体図

＊１ 北海道開発局 札幌開発建設部 札幌道路事務所、＊２ 一二三北路㈱ 維持工事部
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３.施工上の課題

冬期において、除雪により路肩などに堆積した雪を排

雪する際に、堆雪量確認（写真１）やダンプトラックの

積載量確認を行う（排雪量1,000㎥につき１回の検量を

行っている）。従前は人力で検尺などを行い、堆雪量確

認やダンプトラックの積載量を算出する方法であったが、

一定の人員確保のほか、路上や高所作業が発生するため、

安全性が低くなる場合があった。

写真１ 堆雪量確認（人力検尺）状況（従前）

４.ICT機器を使用した施工

こうした課題から、堆雪ボリューム算出などICT機器

を活用し、降雪期におけるリスクを回避しながら生産性

向上に関する取組について、以下の技術を活用してチャ

レンジ施工を行った。

4.1 LiDAR 機能活用による点群データ取得

4.2 点群データ活用による堆雪量の算出

4.3 ダンプ積載管理へのチャレンジ

4.1 LiDAR機能活用による点群データ取得

従前は人力で検尺し算出していた堆雪量について、省

人化や安全性向上の観点から、iPhone13Proに搭載され

たLiDARを活用し、点群データを取得した。

写真２ 点群データ採取状況

4.2 点群データ活用による堆雪量の算出

4.1で取得した点群データ（図２）をNorthCan（３次

元点群処理ソフト）で処理し、全体の堆雪量を算出した。

図２ 堆雪箇所点群データ

LiDARで取得した点群データは、今回は体積算出を行

うため３次元での解析を実施し数量算出を行った結果、

高精度に数量算出できる事が確認できた。（図３）

図３ ３次元解析による数量算出結果
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点群データを活用して堆雪量を算出する事が可能とな

った結果、従前に比べ作業人員が約80％削減された。さ

らに、取りまとめ作業においても、2.5時間の作業時間

削減が見込まれた。

従前

↓

NorthCan（３次元点群処理ソフト）活用

表１ 路肩堆雪量算出における作業時間

以上から、とりまとめを含めた生産性向上による省人

化および、現場作業の安全性向上につながる事が確認で

きた。

4.3 ダンプ積載管理へのチャレンジ

前述4.1及び4.2の取組活用により、生産性向上などが

実現されたことから、排雪時のダンプ積載量確認にも適

用し、施工ロスの減少へ向けたチャレンジ施工を行った。

従前では４名程度がダンプトラックの荷台にて検尺を

行い、積載量を算出していた。（写真３）今回は１名が

iPhone13Proを導入してLiDAR機能活用にて点群データを

取得し、積載量を算出した。（写真４）

写真３ 積載量確認状況（従前）

写真４ 積載量確認状況（チャレンジ施工）

今回活用したLiDAR機能の精度確認をするために、取

得した点群データの検証を行った。その結果、ダンプト

ラック積載量が概ね14㎥である事が確認できた。（図４）

図６ 点群データ検証積載量確認

また、従前に比べ作業人員が80％ほど削減されるとと

もに、安全性の向上が見込まれる。また、取りまとめ作

業においても2.5時間の削減が見込まれた。

表 1 ダンプ積載量算出における作業時間

従前

↓

NorthCan（３次元点群処理ソフト）活用

５．施工上の留意点

5.1 作業条件

当該施工時は昼間であったが、夜間施工においても同

様の結果を得ることができるか、施工精度の検証が必要

である。また、降雪時においても同様の精度を確保でき

るかの検証も必要になる。

また、ダンプトラックの積載量確認について、今回は

ダンプトラックの荷台に乗って確認を行ったが、さらな

る安全性向上に向けて、定点カメラ等を活用することで

荷台に乗らずに確認できる手法を検討中である。
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６．まとめ

LiDAR機能を用いた堆雪量算出を行った結果、従前と

比べて約2.5時間の省力化が図られた。また、路上や高

所での作業時間が短縮され、安全性の向上にも寄与する

ことができた。

７．今後の活用効果について

ICT機器の進化に伴い、高い精度で現場活用できる事

が確認できた。また、アプリケーション活用により従前

の施工方法や品質管理の改善に結びつく事が考えられる。

さらに、全体的に計測手間削減で省人化が実現し、施

工効率と安全性の向上が見込めた他に、電子データを作

業所内外で共有する事で、手戻りの無い円滑な施工が実

現できる事を確認した。

現代社会のスマホ所有率向上と、電子機器の機能（精

度）向上に伴い、AIや5Gなどのデジタル技術を活用する

ことで、DX（デジタルトランスフォーメーション）の中

で施工プロセス全体が変わる、新たなるツールの創出の

一助になっていくと考える。

このように、建設DXを活用する事により、関係者の生

産性が向上し、近江商人の活動理念である「売り手よし

（受注者）・買い手よし（発注者）・世間よし（地域住

民）」の、いわゆる「三方良し」の精神に繋がり、公共

工事を通じて、三方に利益をもたらす可能性が高いと考

えられる。

８．おわりに

異常気象発生が当たり前になりつつある昨今では、こ

うした状況下においても平常を保つことが重要であり、

こうした技術の活用で高効率かつ無事故・無災害で完成

する事が考えられる。これらは、ICT活用の中で、何を

どのように使うかというようなアイディアの創出となる

アプローチが非常に大切であると感じた。

そうした活動から、工事全体が効率よく円滑に進み、

さらに数量算出などの手間削減により施工ロスの減少に

も繋がったと考えると共に、安全性向上及び省人化と生

産性向上に大きく貢献できるツールとして考える。

最後に、技術提供を頂いた株式会社ネクステラスの皆

様に感謝いたします。
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ICT・GISサービスを用いた冬期道路管理

～皆で知識ゼロから始めるICT活用～

舟見 群章＊1

１. はじめに

人口減少と少子高齢化の急速な進展に伴って生産年齢人

口が減少する中、建設業において技術者の確保が困難とな

っており、建設産業の担い手確保・育成に向けて、建設業

等の働き方改革の実現は急務となっている。弊社、道路維

持工事においても、作業員の減少・高齢化が問題となって

おり、本工事ではICT・GISツールを活用した冬期道路管理

の生産性向上の取り組みを行っている。

本論文では本工事で実践している取り組み事例を紹介する。

２. 皆で知識ゼロから始めるICT活用

作業従事者の皆が知識の有無にかかわらず始められる

ICT・GISを用いた道路維持管理を行うにあたり、道路維持

管理における多種多様で、かつ膨大な情報を時や場所を問

わず共有し、閲覧を可能とする手段を模索した。

「必要な時に、必要な情報を、より簡単に」をテーマに

試行を重ねた結果、現在では普及率が９割を超えたスマー

トフォンを使用し、常用率が高い大手インターネットサー

ビス会社が提供するウェブサイト作成ツール・クラウドス

トレージサービス・ウェブマッピングアプリケーションを

採用し道路管理情報の共有手段とした。

一般に馴染み深いICT・GISサービスやアプリケーション

を採用することで、隔てなく、皆が容易にアプリケーショ

ンを操作することができ、従来ではPC等で扱っていたICT

技術を作業現場で手軽に活用した道路維持管理が可能とな

ったため、情報伝達・情報共有の簡潔化、生産性や作業従

事者技術の向上、カーボンニュートラルの促進に繋がり

「誰もが・いつでも・何処でも・マニュアル無しで・簡単

に」そして、なによりも楽しくICT・GIS技術を活用するこ

とで多様性を有した、より高度な道路維持管理を実現した。

図-１ ICT活用イメージ

３. 道路情報の共有・閲覧手順

（１）共有手順

閲覧者各々の作業用アカウントを作成し、情報管理者

が共有権限の設定を行うことで権限を付与した情報の共有

が可能となる。

なお、共有権限は各々の情報で個別に付与することが

可能で、関係者のみに限定公開でき、権限の付与されてい

ないユーザーはファイルにはアクセス不可能である。

（２）閲覧手順

閲覧者がICT・GISツールに登録したユーザーアカウント

でログインすることで必要に応じた道路情報が閲覧可能。

また、教育の場等で作業従事者が使用する携帯端末の

トップ画面にアプリケーションのショートカットアイコン

を熟練者と作成しておくことで、情報閲覧手順を簡略化し

作業従事者のICT恐怖症の克服を図っている。

４. 働き方改革、生産性向上への取り組み

（１）ICTツールの活用

働き方改革、生産性向上への取り組みとして、冬期道

路管理に関する全ての知識や情報（表-１）を時や場所を

問わず閲覧可能とするため、弊社、維持工事作業所におけ

る独自のホームページ（図-２）を作成し、維持工事に関

わる情報を集約、共有しており、「道路維持情報の引き出

し」とし、あらゆる情報を閲覧する入口として活用してい

る。

ホームページ（図-２）上では様々な冬期道路管理に関

する多種多様な情報（表-１）を“閲覧権限を有する者”

がタップするだけで時間や場所を問わずに回覧でき、経験

の浅い従事者でも必要な情報をホームページ（図-２）か

らいつでも引き出せるため、不慣れな作業においても十分

なパフォーマンスを発揮でき、熟練者にも更なる技術の向

上、過去作業の再確認が容易に行える。

また、冬期の附属物管理においては、過年度の定期巡

回工や調査作業で得た附属物情報や点検データをクラウド

サービスに蓄積、分類分けしてデータベースとして活用し

ており、ホームページ（図-２）に附属物データベースの

入口を作ることで、雪で埋まってしまった附属物位置の特

定や附属物情報を容易に閲覧可能で、現在では弊社維持工

事において必須アイテムとして定着している。

＊１ 株式会社 玉川組
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図-２ ホームページ画像

表-１ ホームページ掲載情報

（２）GISの活用

大手インターネットサービス会社が提供するウェブマ

ッピングプラットフォームのコンシューマ向け地図アプ

リケーションに日々の道路維持作業で判明した道路情報、

附属物情報及び点検結果情報、調査依頼情報など様々な

道路情報の位置データ及び状況データを登録し(GIS的な

活用)地図上に登録データを反映させることにより、道路

情報の“見える化”を行い、作成したマップをホームペ

ージ上やSNSアプリケーションにリアルタイムで情報共有

することによりICT・クラウド型GISサービスを活用した

効果的な道路維持管理を行ってきた。

また、日常ツールを使用し簡単に道路情報を見ること

ができるため、利用者はICT技術を活用している感覚が薄

く、データを用いた作業に馴染みのない従事者でもICTに

対しての苦手意識なく利用している。

５.冬期の道路管理におけるICT・GISの活用事例

（１）発注者との情報共有

情報共有ツールとして、発注者が閲覧容易な国産のSNS

アプリを採用し、日々の業務連絡、発注者からの作業依

頼・現場状況写真及び動画・道路情報マップ等をグルー

プ参加メンバー全員で即時共有し、冬期の道路管理で活

用している。

突発的な事象発生時においては大手インターネットサ

ービス会社が提供しているクラウドサービスの写真管理

アプリケーションにて共有アルバム（図-３）を作成し、

情報共有を行っており、共有アルバムにはテキスト入力

が可能なため、作業種別や時系列ごとに写真を分類でき、

アルバム編集作業では位置情報や動画、調査結果マイマ

ップやクラウドサービスの共有フォルダURL等が掲載可能

で、より明確に情報を伝達することができる。

図-３ 共有写真アルバム

（２）道路距離標マップを活用した作業報告（図-４）

冬期作業において道路距離標マップ（図-４）をモバイ

ル端末で共有することにより、路線距離標管理（キロポ

スト）に不馴れなオペレーターにも作業範囲や事象発生

箇所を路線距離標より作業報告できる。

路線情報

道路カメラ

維持工事事務所、作業・行事予定表

道路事務所・維持工事事務所非常時当番連絡表

冬期道路維持管理情報

工事配番表

実施作業フォトアルバム

舗装欠損箇所報告

道路附属物情報

連絡体制表

維持工事作業手順

写真管理手順

書類作成手順

維持台帳図・その他図面

作業状況動画・機械説明動画・関連動画

附属物、その他施設・調査状況・植樹管理マップ

管内距離標マップ

作業実施基準

その他資料

気象情報等の外部リンク
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図-４ キロポストマップ

（３）維持台帳図マップによる境界把握（図-５）

冬期道路で発生しやすいポットホール補修作業にて交差

点内など他工区との境界が積雪で判別しづらい際などは

維持台帳図マップ（図-５）を活用し、現在位置と比較し

て境界線を見定めることができ、作業範囲の特定ができ

る。

図-５ 維持台帳図マップ

（４）除雪作業においての指示事項・注意喚起

除雪作業においての注意事項・指示事項を地図上に

“見える化”してオペレーターへ伝達し、いつでも閲覧

可能にしておくことで、オペレーターは視覚的に注意喚

起箇所・指示事項箇所を認識できるため、より、指示内

容の理解を深めることができる。

（５）吹き溜まり危険個所共有

事前に吹き溜まりの発生しやすい箇所を共有しておく

ことで、気象状況に応じた重点除雪箇所としての除雪作

業手順・除雪範囲が確認でき、積雪前の道路状況確認を

しながらの明確な指示が行える。

また、各箇所に過去発生事例の共有フォトアルバムの

URLを掲載し、地図上で過去の事例から気象条件に合わせ

た今後の除雪体制を検討できる。

（６）集水桝マップによる水切り作業（図-６）

あらかじめ、排水桝位置、滞水危険個所を地図上に表

示しておくことで冬期間、雪氷で隠れてしまった集水桝

を現在位置と比較し的確に探し出すことができ、滞水危

険箇所は巡回員やオペレーターと情報共有しておくこと

で事前の滞水対策を行える。

図-６ 集水桝マップ

（７）除雪作業要望箇所の情報共有

過去の除雪作業に対する意見があった箇所を地図上で

集約し、頂いた意見を反映したマップを作成して共有す

ることにより、除雪業務における質の向上に繋げている。

（８）道路カメラによる路面状況確認

冬期間のみ限定公開される道路カメラを閲覧できる入

口をホームページ上に設置することで場所を選ばずに道

路状況の把握ができ、迅速な降雪、凍結対応ができる。

（９）除雪作業及び機械操作手順等説明（図-７）

従前、除雪機械運転業務の技術伝承は機械を熟知した

オペレーターに同乗して機械説明を受けるか、除雪機械

取扱説明書や操作マニュアルを講読し、機械知識を得て

いたが、現在では前記に述べた手法と共に、大手インタ

ーネットサービス会社が提供するオンライン動画共有プ

ラットフォームのオンライン動画配信サービスアプリケ

ーションを活用し、除雪機械説明、除雪機械操作マニュ

アル、除雪作業動作説明等を分類ごとに動画作成しホー

ムページ上で共有することで、いつでも、どこでも、多

様な作業状況や様々なニーズに合わせた除雪機械説明や

作業の手順動画を閲覧できる環境を構築し、皆に有益と

判断できる動画等を共有していくことで更なるスキルア

ップを目指している。

図-７ 維持工事作業所独自の限定公開動画コンテンツ

（１０）除雪体制図及び緊急時連絡体制図

除雪及び緊急時連絡体制情報をホームページ上に掲載

することで、電話帳に未登録な相手や施設であっても携

帯端末で掲載されている連絡先を直接タップすることで

直接電話発信ができるようになっており、業務連絡や緊

急連絡が滞りなく行えるよう備えている。
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６. ICT・GISの活用における効果

（イ）スマートフォンで即時、冬期道路維持管理に必要

な全ての情報やスキルを得ることができるため、作業従

事者のスキルアップが図られ、担い手育成の教育時間短

縮や作業コストの縮減につながり、生産性が格段に向上

した。

図-９ 教育時間減少グラフ

また、ホームページを公開して３年が経過し、令和５

年１０月現在、表示回数が２万５千回を超え、１日あた

り１５回以上閲覧されている。

アクセス数に起伏がなく一定に伸びているため、皆の

ICT活用の常用性が見受けられる。

図-９ ホームページアクセス数推移グラフ

（ロ）作業報告において必要な現在位置のキロポストを

その場で共有マップにて確認可能なため、付近に添加さ

れているキロポストの確認作業が不必要となり、１日あ

たり移動距離削減量＝0.6km移動時間≒6分・CO2排出量≒

0.1ｔを削減し、作業効率も格段に向上した。

（ハ）舗装欠損箇所や道路点検データの見える化により、

損傷や変状が発生しやすい区間が明確になり、より効果

的な維持メンテナンス計画を図れるようになった。

（ニ）附属物点検結果をデータベース化して情報を蓄積

し、一覧管理、共有することで冬季間に詳細確認が困難

な附属物や施設でも過去データから分析と対策を講じ、

維持管理の基礎情報とすることができる。

また、附属物情報を共有し直接的な確認作業が減少し

たため、１年間で移動距離削減量＝877km・移動時間削減

量＝19 時間・CO2削減排出量＝0.1ｔが削減できた。

（ホ）作業予定箇所、調査結果報告を“見える化”し共

有することにより、現場確認作業の減少、移動時間の減

少、作業効率の向上、ペーパーレス化が実現されており、

カーボンニュートラルやコスト削減に貢献している。

（へ）伝達に必要な道路情報をクラウドサービスや地図

上に反映させることで視覚的に情報を伝達可能なため、

現場作業従事者や発注者、第３者へ道路情報を説明する

際、より理解を得ることが可能となった。

（ト）データの取り扱いに慣れていない作業従事者でも

日常ツールを活用した日々の作業の中で情報に触れる機

械が多くなるため、自然とデータ恐怖症の克服が可能で

ある。

７．まとめ

従来のGIS活用方法においてのマッピングデータは一般

には扱いづらく、PC等スペックが高い端末が必要とされ

ており、図面やデータの取り扱いは専門知識を有した技

術者でなくては扱えないという固定概念があった。

しかし、今回の取り組みにあたり、誰もが手軽に操作

しているスマートフォンで馴染みのあるICT・GISサービ

スアプリケーションを活用し、道路情報の“閲覧手順の

簡素化・見える化・データの携帯化”の促進を実践する

ことで現場作業でのICT技術の常用化が図られ、今までに

ない新たな手法での道路維持管理が可能となっている。

ICT・GISサービスを用いて様々な情報を共有すること

により「容易で、かつ効果的」な冬季道路維持管理スキ

ルのサポートシステムと成り得ており、地域情報を有し

ていない従事者や経験の浅い従事者でも十分なパフォー

マンスを発揮できる。また、多様なデータを蓄積するこ

とにより、道路履歴、作業手順の引継ぎ事項が容易に継

承でき、新しい担い手育成に関しても強力なサポートシ

ステムになりうると確信している。
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【i-Construction を用いた冬季除雪作業における生産性向上の取組】

‐留萌市における維持除雪作業の事例-

岡田 大雅*1 中岡 大介*1 漆館 直*2

１．はじめに

国土交通省では、建設現場の生産性向上を目指す

i-Construction と統合イノベーション戦略（H30.6.15

閣議決定）を受け、「建設現場の生産性を飛躍的に向上す

るための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト」

が展開されている。令和４年度の上記プロジェクト、技

術Ⅰ：「AI・IoT を始めとした新技術等を活用して土木ま

たは建築工事における施工の労働生産性の向上を図る技

術」に採択された堀口組コンソーシアムの取組み「AI・

IoT を活用した除雪作業の生産性向上」を、「深川留萌自

動車道 留萌市 留萌道路維持除雪外一連工事」（図 1 参

照）において試行した。

本編は、除雪作業におけ

る i-Construction の取

組みとしての生産性改

善効果と除雪作業の安

全性対応方策について

報告するものである。

２．現状分析

【除雪事業の課題】

道路交通確保に使用される代表的な道路除雪機械とし

て、除雪ロータリ、除雪トラック、除雪グレーダ、除雪

ドーザ、凍結防止剤散布車、小型除雪車がある。それら

の除雪機械は操作に熟練が必要であり、高齢化とともに

後継者不足が大きな課題になっている。将来の道路除雪

体制を維持するためにも、除雪機械の操作容易化や安全

配慮に加えて、作業者のメンタルヘルスへの対応が求め

られる。

【北海道留萌地方の現状】

北海道留萌地方は全国でも有数の豪雪地域で、地域の

物流や医療搬送機能維持のための除雪作業（図 2 参照）

は、深夜の見回りから早朝にかけての除雪、昼夜の排雪

作業と常態的な長時間作業にあり、最盛期には休日取得

も難しい現状である。

令和 4 年度は年間降雪量が 732 ㎝、月間で最大 275cm

ほど降り（図3参照）、除雪出動回数も月間で最大43回(図

4 参照)と 1 日 2 回（昼夜）の除雪出動もあることから作

業者にとっては肉体的、精神的負担が非常に大きい。以

上の状況から当事務所においては除雪経費の削減、建設

業では除雪作業の効率化が喫緊の課題と言える。

３．課題抽出と対策

現状分析と除雪作業者へのヒアリングでは、以下の課

題が確認された。

① 早朝 2時からの雪見巡回の身体的負担

② 30 人に及ぶ除雪部隊の体制確保

③ 排雪量を把握する際の人力測量の手間

④ 熟練者と未熟練者の技能差による作業効率低下

これらの課題に対し除雪作業の効率化、及び安全な職場

環境の実現に向けて 4 つの除雪作業改善を試行した。

（1）遠隔臨場による雪見巡回の解消

（2）デジタルツインによる除雪作業の省力化

（3）写真計測による排雪量算定手間の解消

（4）メンタルヘルス対応による技能向上

４．除雪作業改善の取組み

4．1 遠隔臨場による雪見巡回の解消

1） 除雪出動判断支援システム

遠隔からの見回りを可能とするため、市街地と郊外の

除雪路線にそれぞれ12台のネットワークカメラと3台の

*1 北海道開発局留萌開発建設部留萌開発事務所道路課 *2 株式会社堀口組 DX 推進室

図１ 現場位置図
図 4 令和４年度 月間降雪日数・除雪出動回数

図 2 除雪作業の状況 図 3 令和 4年度 月間降雪量

留萌市
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積雪深計で路面映像を取得するとともに、ウェザーニュ

ースからの気象予測、現在・過去の気象データと実際の

除雪出動判断データを集積し、深層学習を行う「除雪出

動判断支援システム」（図 5 参照）を構築し、除雪情報

を可視化・共有化した。

図 5 除雪出動判断支援システム

2）深層学習を用いた積雪路面評価

雪見巡回で判断している積雪路面の画像解析結果から、

深層学習を踏まえた積雪状況の予測を行った。深層学習

をするうえで、収集映像 752 枚に対する積雪状況につい

てセマンティックセグメンテーションで特徴区分を行い、

それぞれの映像をアノテーションツール（CVAT）上で領

域分類した結果（図 6 参照）と推論結果による除雪出動

判断の精度を検証した。

図 6 アノテーションツール「CVAT」上で領域分類

4．2 デジタルツインによる除雪作業の省力化

1）デジタルツインによる時空間表現

デジタルツインの世界では、リアルタイムで現在の状

況を反映できるだけではなく、過去に取得されたデジタ

ル情報（例えば時系列に合った映像やセンサー情報）を

蓄積し、それを 3 次元点群などの情報として GIS 上で再

現することで高度な予測技術などが可能となる。

2）3次元データの取得

除雪重機作業の熟練運転者と未熟練者との技能差を解

消するために、夏場の道路走行映像から 3 次元データ（点

群）を再構築し、冬場の現実空間とのデジタルツインに

より除雪作業の疑似体験ができる環境を創出している。

3 次元モデルの再構築では、軽車両に 4台のアクションカ

メラと 2 台のレーザーセンサを搭載（図 7 参照）して撮

影した動画（連続撮影速度／秒速 120 フレームの 4K ビデ

オ）が活用できる写真計測手法〔1〕〔2〕〔3〕を用いた。

図 7 車両による写真計測装置

3）3 次元点群の重ね合わせ

写真計測で 3 次元点群化した仮想空間とレーザーセン

サによる路面性状情報を整合させた。夏場の空間と、冬

場の空間を重ね合わせ（図 8 参照）、除雪作業の VR(仮想

空間)を利用したシミュレーション（図 9参照）により除

雪重機の操作などの技能向上を図った。

図 8 夏場と冬場の点群

図 9 除雪作業でのシミュレーション

4）デジタルツインの試行効果

〈1〉除雪ロータリ

従来の作業手順は、縁石の位置を確認できるように、

一度薄く雪山上部を排雪した後、縁石まで雪山を排雪す

る 2 工程を要するのに対して、デジタルツインの活用に

より、一度で縁石付近まで排雪が可能になり 1 工程を削

減できた。

〈2〉タイヤバックホウ

従来、作業員 2 名を要して既設構造物を確認しながら

タイヤバックホウで雪山を排雪していたのに対し、デジ

タルツインでの確認作業により作業員が不要となり、タ

イヤバックホウの確認時間に要する待ち時間が解消でき

積雪 非積雪

障害物 無関係領域

CVAT上で塗り分け

夏場（11 月）3 次元モデル 冬場（1 月）3 次元モデル
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た。

4．3 写真計測による排雪量算定手間の解消

1) 排雪量算定手間の解消

排雪作業における排雪量測定は、車載カメラ映像から

再構築した夏場と冬場排雪前の点群を、自動位置合わせ

を行い重ね合わせ、その高さの差分を拾い出し算定した

（図 10 参照）。なお、冬場においては、従来困難と思わ

れていた白色の雪の特徴点を捉えるために、コントラス

ト強調を試行することで 3 次元化を可能にし、5 人で 1

日かかっていた測量を 1 人で行えるようになり、省力化

をすることができた。

図 10 夏場と冬場排雪前点群位置の重ね合わせ

2) 排雪積載量の算定

排雪ダンプトラックの積載量測定は、ワンマンでの写

真計測による実車と空車の 3 次元モデルから差分を求め

る手法で計測した。これにより従来現地にて 4 人で行わ

れていた人力測量と荷台上での危険作業を解消できた

（図 11 参照）。

図 11 ダンプ積載排雪量の算定

５．メンタルヘルス対応による技能向上

通信機能を有する生体センサー（Vitalgram®CT2）（図

12 参照）を用い、除雪運転者の熟練度の違いによる動作

変化や心電、心拍などのバイタル変化を測定し、動作特

性を数値化した。加えて建設業労働災害防止協会（以下

建災防）が開発した「ヒヤリハット」の背後要因（作業

負荷、心身の状態、コミュニケーション、働きがい等）

とレジリエンス能力について分析する「新ヒヤリハット

報告」を感性センサーとして活用し、遠隔臨場で除雪作

業者のレジリエンス能力を評価し、除雪作業でのメンタ

ルヘルスへの対応による作業効率効果を確認した。

図 12 Vitalgram®2 基板と Vitalgram®CT2（ベルト装着型、約 14g）

5．1 実験計画

実験では、除雪重機操作における停止作業（図 13 参照

）に対して重機オペレータ〈4 名〉に生体センサーを取り

付けて、オペレータの動作、心拍数、心拍変動などを測

定し、作業動作の特徴と作業動作でのストレス傾向につ

いて計測した。

図 13 除雪技能実験と実験パターン
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5．2 生体センサー測定

1） 加速度

加速度においては、熟練者の場合、縦方向の動作とし

て体を沈ませながら重機操作（図 14 参照）しているのに

対して、未熟練者は沈ませる動作（図 15 参照）が確認さ

れていない。

図 14 熟練者の加速度

図 15 未熟練者の加速度

2）心拍数

心拍数では、熟練者が 80（図 16 参照）を基準に変動し

ているのに対して未熟練者は 100（図 17 参照）を基準に

変動している。

図 16 熟練者の心拍数

図 17 未熟練者の心拍数

3）心拍変動（LF/HF）

熟練者（図 18 参照）に比べて未熟練者の心拍変動（図

19 参照）が高く緊張状態が続くことが確認された。

図 18 熟練者の心拍変動 LF/HF

図 19 未熟練者の心拍変動 LF/HF

5．3 停止距離精度測定

重機操作における停止精度（表 1 参照）では、後方停

止において熟練者の20cm程度の誤差に対して未熟練者が

60cm 程度の誤差と、熟練度による技能差が表れている。

表 1 停止線までの距離測定（停止誤差）（㎝）

前差

(Δ1a)

後差

(Δ1b)

後差

(Δ1b)

後横差

(Δ2b)

熟練者

0 20 11 5

0 18 28 1

0 15 24 1

平均 0 17.67 21.00 2.33

未熟練者

10 96 13 24

3 42 35 33

0 32 125 33

平均 4.33 56.67 57.67 26.67

5．4 停止時間測定（秒）

重機操作における停止作業にかかる時間を比較してみ

ると、熟練者に比べて未熟練者が 2 割程度長くなるなど

（図 20 参照）、精度と同様に技能差が表れている。

図 20 停止操作での操作時間

６．レジリエンス能力の評価

6．1 新ヒヤリハット報告

建災防方式「新ヒヤリハット報告」（図 21 参照）は、

「ヒヤリハット」を撲滅すべき「危険の芽」として捉え

るだけでなく、「事故・災害に至らずリカバリーできた

成功体験」でもあると位置付け、その背後要因（作業負

荷、心身の状態、コミュニケーション、働きがい等）と

ともに、事故・災害に至らずリカバリーできた背景等を

分析し、現場、職種単位で災害防止に必要なレジリエン

ス能力（人間力、現場力）を測定するものである。

除雪関係者のメンタル状態を把握することを目的に、
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日々の除雪作業終了時に作業員30名を対象として、記録

を行った。

図 21 新ヒヤリハット報告入力装置

6．2 調査結果

新ヒヤリハット報告の記録結果を集計分析すると、以

下のとおりとなった。

1）職場環境評価

〈1〉全国平均との比較

職場環境においては、「仕事のコントロール（裁量度）」

から「ワークエンゲージメント（WE; 従業員のメンタル

面での健康度）」までの項目で全国平均より良好であった

（図 22 参照）。除雪職場の熱意や活力などのメンタル面

での健康度が高いと考えられる。また、除雪作業の作業

員のフォローアップが功を奏して、身体的負担でもある

疲労感、抑うつ感、身体愁訴（違和感を口で表現するこ

と）が少なく、作業員同士の負担削減風土が形成されて

いると推定される。

図 22 全国平均と比較した職場環境の評価

〈2〉職場内の経験年数別比較

経験年数別では、年数が上がるほど「仕事のコントロ

ール（裁量度）」が高い傾向にあり、年配の作業員のモチ

ベーションの高さが確認される。また「ワークエンゲー

ジメント」の視点では、経験年数 20～30 年が最も高く、

子供の教育など生活面での負担が大きい経験年数 10～20

年が相対的に低くなっていることが推察できる（図 23 参

照）。

図 23 職場における背後要因の経験年数別評価

2）レジリエンス評価

〈1〉全国平均との比較

除雪の職場では、事故災害につながらなかったことを

「偶然」と捉えるのではなく、理由があるとの認識をす

る集団特性が表れていた（図 24 参照）。

また「安全帯等保護具」「警告ブザー」の外的要因に助

けられたとの意識が弱く、「周囲に注意」「周囲からの声

掛け」が徹底されており、職場のコミュニケーションの

良好さが推察できる。総じて、除雪作業で困難な問題や

危機的な状況に遭遇しても、組織として「回復力」「弾性

（しなやかさ）」があり、立ち直りの速い集団と判断され

る。

図 24 全国平均と比較したレジリエンス能力の評価

〈2〉職場内の経験年数別比較

経験年数 10～30 年の職員は「知識経験の活用」「周囲

に注意」が高く、周囲に注意しながら、災害を回避する

レジリエンス能力の高さが想像できる（図 25 参照）。

また、経験年数 1～5 年は「周囲からの声掛け」「予測」

「予感」が高く、知識経験の活用が少なく、危険な場面

では、仲間からの声掛けサポートで助けられているもの

と推察できる。
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図 25 職場におけるレジリエンスの経験年数別比較

７．改善効果

7．1 生産性向上効果

除雪作業の業務分析から、改善項目を評価し AI/IOT の

活用で効率化を図ることで除雪作業の負担が軽減される

ことが確認された。従来の測量作業と比べ、写真計測を

活用したことで大幅な削減を可能にした（表 2参照）。

表 2 改善効果

7．2 レジリエンス能力向上効果

除雪作業で実施した新ヒヤリハット報告を活用したレ

ジリエンス能力向上効果についてまとめた。

① 熟練者と未熟練者には、技能差が要因になって生産性

と安全性において差異が表れていた。さらに、技能面

で劣る未熟練者は、熟練者に比べ、除雪作業を通じて

心拍数や心拍変動の高さから緊張状態が続くことが

確認された。熟練者の運転動作や周囲の確認方法など

を未熟練者が学ぶことで、作業効率の向上とともに安

全性が高まることが期待される。

② 新ヒヤリハットからは「除雪作業」という高ストレス

作業に従事しながら、使命感をもち、会社全体でモチ

ベーションを高めている職場風土が確認された。また、

職場の中で、経験年数別にそれぞれのレジリエンス能

力の差異が分析され、経験年数によるリスクに対する

対応能力の違いが確認された。

③ 除雪部隊の組織的なモチベーションの高さとコミュ

ニケーションの良さは、未熟練者に対しては熟練者の

技能伝承を可能にするものと考えられる。技能向上が

実現すれば安全性とともに作業効率性が高まると推

察され、未熟練者のストレス低減にも効果があると考

察される。

８．まとめ

今回の試行により、雪国の宿命ともいえる除雪問題を

取り上げ、AI や DX 化による作業改善とともに、働く人た

ちのメンタル面での特性を捉えてレジリエンス能力の向

上を図ることで、総合的な除雪作業の効率化を実現した。

今後、本試行の成果を日常業務にも適用し、より実用

性が高く、働く人の負担やストレスが少ない新しい働き

方が実現できると期待する。

最後に、これらの成果は、（株）堀口組のコンソーシア

ムを構成する北海道大学金井理教授、山下倫央准教授を

はじめ北海道産学官研究フォーラムや映像活用 CIM 研究

会による産学官連携の協力があったからと確信される。

協力いただいた関係者のみなさまには感謝の意を表しま

す。
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路面すべり推定AIによるすべり摩擦係数に応じた凍結防止剤の自動散布試験

大廣 智則＊1，金子 雅之＊2，齊田 光＊1，伊東 靖彦＊1

１．はじめに

冬期間、積雪寒冷地域では、凍結路面の発生を抑制する

ための凍結防止剤散布作業は重要な役割を果たしている．

北海道の国道では、凍結防止剤を路線全線に散布するので

は無く、予め凍結路面が発生しやすい箇所や凍結が発生し

た場所に交通障害の程度が大きくなる区間を重点管理エリ

アとして設定し、これらの箇所・エリアにおいて気象予測

等に基づいた事前散布（凍結予防）や現場での目視確認に

よる事後散布（雪氷融解）を実施している1）．このため、

現地でのオペレータによる路面状態の判断が重要となる。

これまで筆者ら2)が開発してきた凍結防止剤散布支援シ

ステムによる凍結防止剤の散布方法は、事前に要散布箇所

等の重点散布区間を設定し、散布車搭載のGNSSの緯度経度

から位置を特定して、要散布箇所手前でオペレータへの情

報提供とともに、要散布箇所で凍結防止剤を自動で散布し

てきた。重点散布区間の全てが凍結などの散布が必要な路

面であれば、散布車のオペレータは、散布停止等の設定変

更が不要であるが、乾燥など散布が不要な路面であれば、

設定変更が必要となる。このシステムは前方を視認しなが

ら設定変更が可能な音声散布機能2)を完備するなど安全に

十分留意しているが、路面状態によっては人が介在した動

作変更が必要なため、散布作業の完全な自動化について課

題があった。

路面状態を定量的に計測し、自動化に資する機械につい

ては、例えば、徳永ら3)は、乗用車で牽引する連続路面す

べり抵抗測定車4)を用いて一般国道で計測を行い、冬期路

面状態を連続的・定量的に把握できることを示した。しか

し、牽引式は装置が大掛かりとなり、安全パトロールが目

的の雪氷巡回車には適用できない。大廣ら5)は、タイヤ内

面の加速度センサにより自動で100m 区間毎に路面状態の

判別とそこへの適切な凍結防止剤自動散布を可能としたス

マート凍結防止剤散布システムが提案している。しかしな

がら、システムの導入や運用コストから北海道の高速道路

での運用に留まっている。一方、齊田ら6)が開発した路面

すべり推定AIは、車載カメラ映像から路面のすべり摩擦係

数（以降、μ）を精度良く、簡単・安価に推定することが

可能なことが報告されている。

本研究では、路面状態を機械が判別し、人が介入しない

自動化システムにするために路面すべり推定AIに着目した。

車載カメラ映像から路面のμを推定し、重点散布区間の散

布の必要性を自動で判断する機能を加えて、凍結防止剤を

自動散布する凍結防止剤散布支援システムを開発した。ま

た、路面すべり推定AIのによる路面のμの精度について検

証を行い、課題を抽出した。さらに、それら課題を解決す

るために学習用データを追加して再学習した精度検証結果

を示す。

２．凍結防止剤散布作業支援システム

本システムは図1に示すように3つの散布支援ツールで構

成する。これらの散布支援ツールは、インターネットを介

したWEBサーバで連携している。まずSTEP1、対象路線の凍

結防止剤散布パターン（散布箇所・散布量・散布向き等）

をシステム管理者が帳票形式もしくは地図にマッピングし

て作成する。次にSTEP2、GNSSでの計測により凍結防止剤

散布車の道路上の位置を特定し、要散布箇所手前で散布条

件を図中に示すように運転手手前のモニターに表示し、併

せて警告音によって散布することをオペレータに知らせる。

さらにSTEP3、凍結防止剤を事前に設定した散布パターン

に従って自動で散布方法（散布箇所・散布量・散布向き等）

を可変して散布する。また、道路やその背景を視認しなが

ら路面状態の変化に応じて運転手やオペレータの発声に応

じて設定変更が可能な音声散布機能も備えてある。

図1 凍結防止剤散布作業支援システム

＊１ 国立研究開発法人 土木研究所 寒地土木研究所

＊２ 国土交通省 北海道開発局 室蘭開発建設部 道路整備保全課

システム管理者：
散布パターンをcsv
帳票や地図にマッ
ピングして作成

凍結防止剤散布車：
散布が必要な200m

手前から画像と音声
で散布作業を促す

凍結防止剤散布車：
凍結防止剤を自動散
布（音声散布も可）

START

●：0g/m2 , ▼：20g/m2

100m

200m

150m

20g/m2

10％

湿式割合

OK!
システム

3ｍ

散布幅

38
GPS速度

km/h

1234
車両番号

音声

50m

30g/m2

散布量

0m
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３．路面すべり推定AIのμを散布判断に加えた凍結防止

剤散布支援システムの開発

図2は、路面すべり推定AI（図2(a)）のμを凍結防止剤

散布支援システム（図2(b)）の判断支援ツールに加え、

それを実行するための路面すべり推定AIのμを加えた自

動散布方法（図2(c)）を散布フローとして示している。

路面すべり推定AIのμを加えた自動散布方法は、散布車

のオペレータが、図2(c)に示す散布パターンボタンを選

択した後に、AI路面ボタンを選択すると実行される。

路面すべり推定AIによる車両カメラ映像からAI学習済

みモデルによってリアルタイムにμを推定する方法を図

2(a)に示す。2020年7月～2023年3月に札幌・苫小牧近郊

の一般国道・市道および首都高速道路で日中約751万枚、

夜間約743万枚のμと路面画像を紐付けたデータを取得し

た。これらの中からμ実測値0以上0.1未満、0.1以上0.2

未満、…、0.9以上1.0未満のデータを各30万個無作為に

抽出し、合計300万個のデータを用いてAI学習済みモデル

を作成した。

路面すべり推定AIのμを凍結防止剤散布支援システム

の散布判断に加えた散布フローを図3に示す。このシステ

ムでは重点散布区間以外は散布しない。散布車が重点散

布区間に入りμが0.5以下の場合散布する。一方、重点散

布区間であってもμが0.5よりも大きい場合は散布しない。

４．路面すべり推定AIシステムの検証

μに応じた自動散布を試行導入するため、路面すべり

推定AIシステムの検証を行った。

4.1 検証期間と場所

検証は、令和5年3月9日に行った。場所は、国土交通省

北海道開発局（室蘭開発建設部苫小牧道路事務所）が所

管する一般国道235号の約2km区間（苫東中央IC出口

（KP6.5）～苫小牧寒地試験道路入口（KP4.8）とした。

4.2 検証機器

検証には寒地土木研究所が所有する連続路面すべり抵

抗計測車4)を用いた。計測した値はすべり抵抗値のため、

齊田ら6)の式に基づいて路面のμに換算した。また、図2

に示す路面すべり推定AIのμを散布判断に加えた凍結防

止剤散布支援システムを連続路面すべり抵抗計測車に搭

載し、連続路面すべり抵抗計測車が計測した路面のμと

路面すべり推定AIが推定した路面のμを同時収録した。

4.3 検証結果

路面すべり推定AIによる路面のμの推定値と連続路面

すべり抵抗計測車による路面のμの実測値の比較を図4に

示す。図4は赤色の破線が路面すべり推定AIによる路面の

μの推定値を、青色の実線が連続路面すべり抵抗計測装

置による路面のμの実測値の時間変化を示している。

散布パターンをcsvや地図
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散布必要区間200m
手前から画像や音
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(a) 路面すべり推定 AI

(b) 凍結防止剤散布支援システム

図 2 路面すべり推定 AI の μを散布判断に加えた

凍結防止剤散布支援システムの散布フロー

(c) 路面すべり推定 AI の μを加えた自動散布方法

湿潤
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図 3 路面すべり推定 AI の μを散布判断に加えた散布フロー
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図4によると、路面すべり推定AIの推定値は連続路面す

べり抵抗計測装置の実測値よりも路面のμの値が小さく

算出された。これは、この路線の舗装路面が凍結防止剤

の散布等により通常よりも白を基調とした色が強いこと

が原因と考えられる。なお、図4の苫東中央IC出口付近の

画像は、Ramprasaathら7)のGrad-CAMを使用してμ推定時

の重要度を示している。赤色の部位は黄・緑・青色の部

位よりも重要度が高いとAIが判断していることを示し、

この図から、AIは画像の中央付近から下側を中心にμ推

定していることが確認できる。

５．再学習した路面すべり推定AIシステムの検証

5.1 再学習モデルの作成

3章で取得したμと路面画像を紐付けたデータについて、

μ実測値0以上0.1未満、0.1以上0.2未満、…、0.9以上

1.0未満のデータを各3万個無作為に抽出し、白色を基調

とした色調補正を行った。次に、3章で構築したAI学習済

みモデルに学習させるために無作為に抽出した300万個の

データに色調補正を行った30万個のデータを追加し、合

計330万個のデータを用いて再学習させ、AI学習済みモデ

ルを作成した。

5.2 検証結果

再学習した路面のμの推定値と連続路面すべり抵抗計

測車の実測値の比較を図5に示す。図5の緑色の一点鎖線

は再学習した路面すべり推定AIによる路面のμの推定値

の時間変化を示している。苫東中央IC出口付近のカーブ

区間の路面すべり推定AIによる路面のμの推定値は連続

路面すべり抵抗計測装置の実測値よりも路面のμの値が

小さい。これは、路面すべり推定AIのμを推定するエリ

図 5 再学習した路面のμの推定値と連続路面すべり抵抗計測車の実測値の比較

苫東中央 IC
出口：R235

苫小牧寒地試験
道路入口：R235

図 4 路面すべり推定 AIによる路面のμの推定値と連続路面すべり抵抗計測車による路面のμの実測値の比較

苫東中央 IC
出口：R235

苫小牧寒地試験
道路入口：R235

69



アが直線区間は、路面であることに対し、カーブ区間は

路肩が推定エリアに入ってしまったことが原因と考えら

れる。このため、カーブ以外の路面すべり推定AIによる

路面のμの推定値は実測値に近づけることが出来た。

６．まとめ

μを散布判断に加えた凍結防止剤散布支援システムに

よる凍結防止剤の自動散布は、設定変更させる作業が不

要となり、ワンマン化でも運転に集中して安全に確実に

凍結防止剤を散布することが可能になると考えている。

本研究で得られた成果を以下にまとめる。

・凍結防止剤散布支援システムに路面のすべり推定AIの

μに応じて凍結防止剤を自動散布する機能を構築した。

・AIの推定値は連続路面すべり抵抗計測装置の実測値よ

りも路面のμの値が小さく算出された。これは、この路

線の舗装路面が通常よりも白を基調とした色が強いこと

が影響していると考えられる。

・白色を基調とした色調補正した画像を集めて再学習さ

せて検証した結果、路面すべり推定AIによる路面のμの

推定値は連続路面すべり抵抗計測装置による実測値に近

づけることが出来た。

今後、ワンマン化でも安全で確実な凍結防止剤散布作

業が可能な自動散布システムを確立するため、現場での

課題を抽出し、改良していく予定である。
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プロピオン酸ナトリウムを活用した凍結防止剤の検証報告

石田 篤徳＊１中島 範行＊２高橋 尚人＊３近江 克哉＊４

１．はじめに

NEXCO 中日本の管理する約 2,200ｋｍの高速道路のう

ち、開通後 30 年を超える区間は約 6 割に及び、構造物の老

朽化が進行している。高速道路ネットワークを健全な状態

で次世代に引き継ぐために、着実に点検し、計画的な維持・

補修・補強を行っていく必要がある。

図１ 開通後の経年数別路線図

一方、冬季になると安全な交通確保の為に凍結防止を目

的とし、塩化ナトリウム(以下、「塩ナト」という)をはじめ

とした凍結防止剤を散布している。そのため、ガードレール

などの道路付属物、橋梁等のコンクリート構造物に顕著な

塩害がみられる。

NEXCO 中日本では、道路構造物の長寿命化によるライ

フサイクルコスト低減を目的として、寒地土木研究所の研

究協力のもと、富山県立大学および札幌市立大学と共同で

塩ナトに替わる新たな凍結防止剤の適用性の検討を行った。

２．これまでの取り組み

(1)プロピオン酸ナトリウム

新たな凍結防止剤としてプロピオン酸ナトリウム(以
下、プロナトという)に着目した。凍結防止剤に用いられ

る塩ナトと比べると高価ではあるが、凍結温度(凝固点)は
大きく違わない。コストを考慮して、プロナトと塩ナトを

9：1の比率で混合を前提とし研究している。

図２ プロナト

(2)過年度までの試験結果

2017年よりプロナトの試験散布を東海北陸道、北陸道で

行い下記の検証を行った。

1) 金属腐食防止効果

プロナトの金属腐食防止効果を確認する試験を実施した

結果、プロナト混合（9：1）の場合、塩ナトのみに対し腐

食量が概ね1/2程度になることを確認した。

図３ 金属腐食性試験結果

2) 散布効果(路面状態)
プロナト混合散布区間と塩ナト散布区間において、散布

効果の差を示すような結果は認められず、プロナト混合散

布によって路面のすべり抵抗値が低下することはないこと

を確認した。

3) 作業性

溶液作成する際の作業性を作業員へのアンケート調査に

て確認した。プロナトは塩ナトと比較して投入し難いとい

うことはなく、溶解性も高いことを確認した。また、作業

時にプロナト特有の臭気を感じるが大きな影響はないこと

を確認した。

4) 環境への影響調査

プロナト混合散布区間において、周辺環境へ与える影響

を確認するため、水質・臭気を調査した。プロナトによる

著しい影響は確認されなかった。

5) コンクリートへの影響調査

コンクリートのASRへの影響を調査するため、構造物の

コア抜き試験及び、反応性骨材を用いたモルタルバー法試

験を実施した。プロナト単体による使用はASRを促進させ

る結果となったものの、使用する混合比率である9：1であ

れば、塩ナトによる影響とほぼ同等であることを確認し

た。

※1中日本高速道路株式会社 ※2富山県立大学 ※3札幌市立大学

※4中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋株式会社
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３．構造物への影響検証

プロナト混合散布が道路構造物に与える影響を検証

するため、鉄筋コンクリート供試体の暴露試験、複合サ

イクル試験を行った。

(1)鉄筋コンクリート供試体の暴露試験

プロナト混合散布区間および塩ナト散布区間ごと

に、高速道路本線路肩および高架橋下の路面排水流末

に鉄筋コンクリート供試体を5か所ずつ設置し、3年間

の追跡調査を実施した。

図４ 暴露試験供試体設置状況

1) 自然電位法による腐食度調査

自然電位法による腐食度調査とは、鉄筋の電位を

測定することにより鉄筋コンクリート中の鉄筋の腐

食度を非破壊で推定する試験である。

図５ 自然電位測定

暴露したコンクリート供試体に対して自然電位を測

定したところ、かぶり10㎜の鉄筋において、塩ナト区

間の方がプロナト混合散布区間と比べて電位が卑(-)に
なる傾向が確認され、-0.35V以下の腐食が発生してい

る可能性が高い傾向となった。

図６ 自然電位測定結果(かぶり10㎜)

2) 塩化物イオン量の推移

2カ年暴露した供試体からコアを採取し、塩化物イオ

ン量を測定した。プロナト混合散布区間では9：1の混

合散布となるため、塩化物イオンの散布量は１割程度

しか変わらないものの、浸透量としては散布量の差以

上に、プロナト混合散布区間が少ない結果となった。

また、本線路肩と高架下の設置箇所による差について

は、明確な傾向は確認できなかった。

図７ 暴露供試体塩化物イオン量

3) プロピオン酸イオン量の推移

塩化物イオン量と同様に、供試体からコアを採取

し、プロピオン酸イオンを測定した。プロピオン酸イ

オンについては、プロナト混合散布区間の各供試体か

ら確認され、2年間のプロナト混合散布により、供試体

にプロピオン酸イオンが浸透したことを確認した。

図８ 暴露供試体プロピオン酸イオン量

4) 暴露試験の考察

暴露試験では、プロナト混合散布区間の方が自然電

位試験においては腐食が少ない傾向であった。また、

塩化物イオン量がやや浸透が少なく、供試体にプロピ

オン酸イオンが浸透していることが確認できた。

(2)鉄筋コンクリート供試体による複合サイクル試験

鉄筋コンクリート供試体による複合サイクル試験

は、最大18カ月間の塩水噴霧試験を実施し、6カ月、

12カ月、18カ月時点で供試体を取り出し、塩化物イオ

ン量、プロピオン酸イオン量、鉄筋腐食状況を測定し

た。
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図９ 複合サイクル試験機

1) 複合サイクル試験

複合サイクル試験は、鉄筋コンクリート供試体に対し

て 1 日噴霧、2 日間乾燥、水 1 日噴霧、3 日間乾燥の計

7 日間の 1 サイクルで噴霧試験を実施した。

溶液については温度 40℃の 5％の塩ナト溶液(以下、

塩ナト噴霧)と、塩ナトとプロナトの混合溶液(比率

9:1)(以下、プロナト噴霧)を用いた。

複合サイクル試験に使用する鉄筋コンクリート供試

体は、縦 150 ㎜×横 150 ㎜×長さ 200 ㎜で，純かぶりが

10 ㎜，30 ㎜，50 ㎜，80 ㎜となるように 4 本の鉄筋を

配置した。供試体は試験対象面以外をエポキシ樹脂系の

塗料を塗布し，試験対象面を上面にして設置した。

図１０ 鉄筋コンクリート供試体イメージ図

2) 塩化物イオン量

塩化物イオン量は、供試体からコアを採取し、深さ

方向に10㎜ごとに測定した。塩化物イオン量は、塩ナ

ト噴霧、プロナト噴霧共に、表層の10㎜地点での塩化

物イオン量は同程度であるが、30㎜以深においては、

塩化物イオン量がプロナト噴霧は少なくなる傾向がみ

られた。50㎜以深では塩化物イオン量が1/2以下となる

結果が得られた。なお、この傾向は6カ月、12カ月、

18カ月ともに確認された。

図１１ 複合サイクル試験塩化物イオン量

3) プロピオン酸イオン量

プロピオン酸イオン量について、コア法により深さ

方向に10㎜ごとにスライスし測定した。プロピオン酸

イオンは供試体の表面付近に留まる傾向がみられた。

図１２ 複合サイクル試験プロピオン酸イオン量

4) 鉄筋腐食抑制効果

供試体から取り出した鉄筋をJCI-SC3「塩分を含ん

だコンクリート中における補強用棒鋼の促進腐食試験

方法9.測定」に準拠し、腐食面積率を算出した。

12カ月時点では、塩ナトと比較してプロナトは30㎜
以深で鉄筋の腐食が抑制されており、かぶり30㎜にお

いては、鋼材腐食発生限界1.93㎏/㎥を超える塩化物イ

オン量3.19kg/㎥でも腐食が抑制されていることを確認

した。

一方、18カ月時点では、明確な腐食抑制効果は確認

できなかった。理由としては、図１３に示すように、

18カ月にわたる試験により、供試体にひび割れが発生

し、その影響により腐食が拡大したと考えられる。

図１３ 12,18カ月時点の腐食面積率、塩化物イオン量

12 カ月

18 カ月
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図１４ 供試体ひび割れ発生状況

5) 塩化物イオン量の拡散

塩化物イオン量については、塩ナト噴霧と比較して

プロナト噴霧は深層における塩化物イオン量が少なく

なる傾向が見られた。この結果を基にフィックの拡散

係数を算出すると表１のとおりとなる。

表１ 塩化物イオン拡散係数

12カ月時点までは、拡散係数が塩ナト噴霧の1/2程度

となっている。18カ月については表層における塩化物

イオン量が飽和した影響により、差が小さくなったと

考えられる。この結果から、プロナト混合散布によ

り、コンクリート中における塩化物イオンの拡散が抑

制される効果があると考えられる。

6) 鋼材腐食発生限界塩化物イオン量について

12カ月時点まではプロナト混合散布の供試体は腐食

発生限界である1.93㎏/㎥を超過していても腐食面積が

小さい結果が確認された。このことから鋼材の腐食発

生限界が3.19kg/㎥程度であると考えられる。

４．ライフサイクルコストの検討

これまでの試験結果をもとにプロナトを散布する効

果と費用を検証しライフサイクルコスト(LCC)を算出

した。算出に当たっては、プロナト試験散布区間であ

る北陸道 富山IC～立山IC間を対象とした、

1) LCC計算の条件

・凍結防止剤散布費用

塩ナトの散布費用及びプロナトの散布費用について

は、過去の散布量平均及び納入価格から算出した。

・拡散係数

コンクリート中の塩化物イオンの拡散係数を設定

し、プロナトの効果により49％低減すると仮定した。

・鋼材の腐食発生限界

鋼材の腐食発生限界を3.19kg/㎥と仮定した。

・腐食発生限界までの到達年数の推定

上記の拡散係数及び腐食発生限界を用いて、フィッ

クの拡散方程式により到達年数を推定した。

・進展期の期間の推定

潜伏期が終了すると鉄筋に錆が発生し、腐食ひび割

れが発生する。期間は、5年間と設定した。１)

・加速期における補修までの年数

進展期が終了すると鉄筋浮きやはく離が発生する。補

修の実態として、浮き・はく離の単位面積率が10%程

度で実施されていることから、10%に到達する年数を

算定し2)約19年とした。

・補修費用の算出

橋種ごとに対象面積を算出し、補修費用を算出す

る。補修費用は㎡あたり600千円と仮定した。

2) LCCの算出

今回検討した区間において供用後43年の区間に対

し、散布開始後100年間のLCCを算定した。塩ナト散

布1.0に対し、プロナト混合散布1.4という結果であっ

た。これは、当該区間の橋梁が占める割合が低いため

であり、同条件で比較すると橋梁比率が58％を超える

程度からLCCの面で有利となることがわかった。

図１５ LCC検討結果

５．まとめ

これまで、道路構造物の長寿命化によるLCC低減を

目的として、プロナトを用いた凍結防止剤の導入検証

を行ってきた。複数年にわたる試験散布や室内試験を

経てプロナトの有効性、金属腐食防止効果を確認し

た。LCCを検証したところ、対象区間に橋梁比率が

58％を超える程度からLCCの面で有利になることがわ

かった。今後はLCCを踏まえ有効な活用方法を検討

し、新たな凍結防止剤を導入していきたい。

参考文献)
1) 平野誠志、宮里心一、山本恵理子、武内道雄：凍結防止剤が散布さ

れるRC道路橋の塩害進展メカニズムの解明、コンクリート工学年次

論文集、Vol.29、No.1,pp.1005-1010、2007

2) 熊谷和夫・高橋秀樹・青山實伸：北陸地方の橋梁けた端部のコンク

リート部材の損傷特性と劣化推移、土木学会論文集 No.798/VI-68、

pp.31-39、2005

試験期間

溶液 塩 プロナト 塩 プロナト 塩 プロナト

供試体 B-2 D-2 B-3 D-3 B-4 D-4
拡散係数
(×E-07) 2.25 1.09 1.64 0.83 1.04 0.81

6カ月 12カ月 18カ月
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雪氷作業判断を支援する冬期路面状態予測システム 

中嶋健壮＊１，大久保湧生＊１，佐藤裕明＊２，舘野哲志＊２， 

丹治和博＊３，吉田直人＊３ 

１．はじめに 

雪氷作業判断の意思決定は，気象予測や雪氷巡回によ

る情報等を基に道路管理者等が経験に依拠して行ってい

る．しかし，経験に基づく判断は主観的となり，経験が

浅い場合には判断が難しい．したがって，現状の路面状

態を正確に把握し，将来の雪氷路面の発生範囲と時刻を

正確に予測することが可能となれば，道路管理者が雪氷

作業判断の意思決定を行う上での支援となる． 

東日本高速道路㈱東北支社では，以上を実現するため

に，「冬期路面状態予測システム（以下，予測システ

ム）」を開発した． 

２．冬期路面状態予測システムの構成 

予測システムの構成は，情報収集機能，予測機能，情

報提供機能から成り立つ（図-1）． 

図-1 冬期路面状態予測システム構成 

情報収集機能は，実況値と予測値を収集する機能であ

る．実況値には気象実況値の他に，路面状態実況値や残

留塩分濃度計測値が含まれ，初期の予測や補正に活用さ

れる．予測値は気象予測情報を指し，将来の路面状態予

測計算に使用される． 

予測機能は，情報収集機能から入力されたデータを利

用して，路面温度，路面状態を予測する機能である．予

測機能のアルゴリズムについては，図-2に示す通りであ

り，国立研究開発法人土木研究所寒地土木研究所と一般

財団法人日本気象協会が共同開発した「固定観測点及び

路線における路面状態推定システム[1]」を基にしてお

り，逐次補正と残留塩分濃度を考慮した路面状態予測を

追加している． 

情報提供機能は，予測機能から得られた予測結果を

Web画面表示し提供する機能である． 

図-2 予測機能のアルゴリズムの概要 

３．予測機能（路面状態推定システム） 

予測システムのベースシステムである路面状態推定シ

ステムは，路面温度推定モデルと路面状態推定モデルか

ら成り立っている． 

路面温度推定モデルは熱収支モデル（図-3）が基礎と

なっており，気温・風速などの気象観測値，交通量を入

力条件として，路面上での大気・地中との熱交換量を解

析して，路面温度を推定するものである． 

図-3 熱収支モデルの概念 [1] 

路面状態推定モデル（図-4）は，水収支モデルと路面

状態判別フローから成り立っている． 

＊１東日本高速道路㈱東北支社 ＊２㈱ネクスコ・エンジニアリング東北 

＊３一般財団法人日本気象協会 
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図-4 路面状態推定モデルの概念 [1] 

水収支モデルでは，路面上のH2Oを水，雪，氷の3つ形

態に分類し，それぞれの路面上に残る水，雪，氷の貯留

量を評価している．水の相変化は，降水・気温等の気象

条件だけでなく，道路交通・除雪・排水等の影響を受

け，複雑に変化する． 

水収支モデルにより算出された水貯留量，雪貯留量，

氷貯留量の割合から，路面状態判別フローにより路面状

態を「乾燥」，「湿潤」，「シャーベット」，「積雪」，「凍

結」の5つのカテゴリに分類する． 

４．予測機能の拡張 

冬期の道路では，除雪や凍結防止剤散布などの雪氷作

業を実施するため，路面状態推定モデルによる路面状態

の推定結果は，雪氷作業の影響を受け，異なる結果を示

すことがある． 

そこで，路面状態推定モデルに「逐次補正」および

「残留塩分濃度考慮」のアルゴリズムを取り入れ，推定

精度の向上を試みた． 

（1）逐次補正（気象実況値） 

逐次補正は，路面状態のモニタリングにより，雪氷作

業による路面状態の急変を推定結果に反映するものであ

る．また，気象実況値の逐次補正を取り入れることによ

り，気象予測の初期時刻での予測誤差を補正することが

可能となった． 

（2）カメラAI補正（路面実況値） 

予測システムの更なる予測精度向上のために，高速道

路に設置されているWebカメラ画像をAIで路面状態を判

定し，そのAI判別結果を路面実況データとして活用する

手法を導入した（以下，カメラAI補正）．対象地点は以

下の条件を満たすものとした． 

・Webカメラ設置個所が気象観測局に近い 

・Webカメラ画像が主に高速道路本線の路面を映してお

り（SA・PAは対象外），路面状態を正確に判定できる． 

（3）残留塩分濃度考慮 

凍結防止剤を散布することにより，路面上の水分の凍

結温度が低下する．そのため，残留塩分の有無および残

留塩分濃度が路面状態の変化を左右する．当初は，路面

温度が凍結温度を下回った場合，路面に水分があれば，

すべて凍結するとしていた．しかし，実際には，路面温

度が凍結温度を下回った場合，水分の一部が凍結し，水

と氷が共存する状態となる．そこで，この状態を表現で

きるよう，残留塩分濃度を考慮した路面状態推定を行う

アルゴリズムを作成した． 

残留塩分濃度を路面状態の推定に反映するためには，

残留塩分濃度の実況値を測定する必要がある．東日本高

速道路㈱東北支社管内では道路巡回車に残留塩分濃度測

定器を搭載している．（図-5）． 

図-5 車載式塩分濃度測定システム [2] 

残留塩分濃度は，気象条件や時間によって変化する．

そこで，残留塩分濃度変化モデルを作成し，数時間先の

残留塩分濃度予測を行った． 

次に，推定した残留塩分濃度から路面上の水と氷の量

を補正する路面状態変化モデルを作成し，路面状態の推

定が可能となった． 

５．冬期路面状態予測システムの運用 

2021年冬期の試行時の精度検証により通常路面か雪氷

路面の判別精度が約80％と実用レベルに達したと考え，

2022冬期に東日本高速道路㈱東北支社管内で運用を開始

した．運用期間は，12月から翌3月までとし，気象観測

局地点を対象とした点予測とした．運用時の予測表の一

例を表-1に示す． 
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表-1 予測結果表の一例 

６．精度検証 

路面温度，及び路面状態の精度検証の結果を以下に示

す． 

（1）路面温度 

予測システムによる日最低路面温度の推定値と放射型

温度計による実測値を比較した（図-6）．2つの値に大き

なバイアスが無いことから，予測精度は高いといえる．

一方，路面温度の日変化をみると午後の時間帯は路面温

度が実測値より高い（危険側）の傾向があったため，地

中熱伝導量のパラメータの調整を行った．この調整によ

り，午後の時間帯の平均誤差（ME）が+2℃前後と危険側

予測になっていたが，調整によりMEが±0℃前後かマイ

ナスの値に改善し，危険側予測が解消された（図-7）． 

図-6 路温の予測値・実測値の比較(2021冬期) 

図-7 時刻別平均誤差(2021・2022冬期) 

（2）路面状態 

路面状態の精度検証では，予測システムによる推定結

果（予測）とWebカメラ画像を用いて目視判別した結果

（真値）を比較した． 

検証では，通常路面と雪氷路面の判別精度を表す一致

率と，それぞれの路面状態の判別精度を表すカテゴリ一

致率の2通りで行った（表-2）． 

表-2 精度検証区分 

 路面状態 

一致率 通常路面 雪氷路面 

ｶﾃｺﾞﾘ一致率 乾燥 湿潤 ｼｬｰﾍﾞｯﾄ 積雪 凍結 

2022冬期において，一致率は84.9％と高い精度が確認

され，通常路面と雪氷路面の判別において実用的な結果

であることが示された．ただし，5つの路面区分のカテ

ゴリ一致率は53.7%と，詳細なカテゴリ別ではやや課題

が残る結果であった． 

2022冬期の一致率とカテゴリ一致率を表-3に示す．ま

た，カテゴリ別の精度を図-8に示す．真値でシャーベッ

トと分類されたデータの内，積雪と予測したデータが多

く見られた． 

表-3 路面状態推定精度（2022冬期） 

図-8 路面状態推定精度（2022冬期） 

ｶﾃｺﾞﾘ 乾燥 湿潤 ｼｬｰﾍﾞｯﾄ 積雪 凍結

乾燥 356 86 1 1 6 450

湿潤 118 191 8 4 2 323

ｼｬｰﾍﾞｯﾄ 34 10 103 28 52 227

積雪 1 0 150 98 4 253

凍結 153 4 19 6 49 231

662 291 281 137 113 1484

84.9% 53.7%

シ

ス

テ

ム

予

測

通常

路面

雪氷

路面

合計

一致率： カテゴリ一致率：

判定 真 値（Webカメラ画像目視判定）

路面区分 通常路面 雪氷路面
合計
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７．課題と対応 

（1）降水量の実況推定値の扱い 

路面状態において，真値は「乾燥」であるのに対し，

予測が「シャーベット」や「積雪」，「凍結」の雪氷路面

と誤った予測が多数みられた．この誤差の主な要因は，

「解析降水量メッシュ情報」が「0.0mm」以上であれ

ば，路面を湿潤にするために有効な降水があったものと

処理したが，実際には十分な湿潤状態にはならず，むし

ろ乾燥路面に近かったことが挙げられる．この問題に対

処するため，解析降水量メッシュ情報における

「0.4mm」以下の降水量は，路面を十分な湿潤状態にし

ないと考えて「0.0mm」として扱うことで，路面状態の

誤予測を軽減することを試みた．この修正により，予測

の精度向上が期待できる． 

（2）カメラAI路面判別の精度の影響 

上記の対処後も予測が「凍結」で真値が「乾燥」であ

る誤差が残った．この誤差の原因は，以下の要因が考え

られる． 

・カメラAI判別の誤判定 

・気象予測の誤差 

それぞれの誤差要因を検証した結果，気象予測の誤差

が主要因であり，次にAI路面判別の誤判定による影響で

あることが分かった． 

今後の課題としては，AI路面判別精度の向上により更

なる予測精度向上が見込まれる． 

８．まとめと今後の展望 

予測システムの精度向上のため，AIによるWebカメラ

画像を用いた路面状態の逐次補正，及び残留塩分濃度を

反映した路面状態予測を実施した．通常路面と雪氷路面

の判別率は約85％になり，実用レベルに達したと考え

る．雪氷作業の確実化および効率化が期待されることが

示された． 

近年，各種モニタリングシステムが開発されてきてお

り，今後も新たな技術が開発されていくと考えられる．

これらのモニタリング値を取り込むことにより，支援シ

ステムの精度向上が期待できる． 

東日本高速道路㈱東北支社は，今後も高度な雪氷技術

の研究と開発に取り組み，冬期道路管理を支援していく

所存である． 

〈参考文献〉 

[1] 高橋尚人，徳永ロベルト，浅野基樹，石川信敬
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地土木研究所月報第652号 

[2] https://www.yamada-giken.co.jp/products/salini
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国道8号福井市新保交差点における新たな雪氷対策について 

大野 正博＊1、小川 貴＊1、畠 友昭＊1、中地 章＊1 
１．はじめに

近年、積雪寒冷地の一般道、高速道の坂道、ランプ部お

よびジャンクション等での冬期交通障害として車両の登坂

不能、いわゆるスタックが課題のひとつとなっている。 

福井市内の国道8号では、従来から除雪作業と凍結対策

を組み合わせた冬期路面管理が実施されている。具体的に

は、除雪車両と薬剤散布車との組み合わせによる効率的な

冬期路面管理である。この様な冬期路面管理においても、

気象状況、車両の通行状況等の因子の組合せによっては、

冬期シーズン中に車両の登坂不能などが発生していた。国

道8号の福井市新保交差点でも過去にスタック車両が発生

しており対策が望まれていた。更に本交差点は、北陸道の

福井北ICとも近いため非常に交通量が多く、スタック車両

が発生した場合の影響も大きいことからその対策が課題と

なっていた。 

この様な状況の中、近年一般道や高速道での設置例が増

えている酢酸系液状凍結防止剤の定置式自動散布装置を本

交差点付近に設置し、雪氷対策としての有効性について検

証を試みたので報告する。 

図1 国道8号福井市新保交差点の周辺地図

２．対策箇所と新しい雪氷対策の概要

 雪氷対策は、新保交差点に向かって上り車線（金沢方面

に向かう車線）約230ｍ、下り車線（敦賀方面に向かう車

線）約200ｍの範囲である。対策範囲を図２に示した。 

 図３に新保交差点に設置した定置式散布装置のイメージ

を示した。定置式散布装置は、液状薬剤の噴射をコントロ

ールする制御ボックス部、薬剤を貯留するタンク部、タン

クの薬剤を噴射箇所へ送液するポンプボックス部、送液さ

れた薬剤を一時的に貯留する分離ボックス部、薬剤を路面

に噴射させる２本のノズルを収納したノズルボックス部、

更に通行車両を検知するための車両センサーなどで構成さ

れている。薬剤の噴射は、気温により制御されており、設

定温度より1℃気温が下回ると噴射を開始し、設定温度に

達すると噴射を停止する仕組みとなっている。ノズルから

の標準的な噴射は、１回の噴射時間が約1.2秒、その噴射

量は約50mlであり、２本のノズルで左右の轍部に薬剤を噴

射している。その時間当りの噴射量は、時間当りの噴射回

数を設定する事で、コントロールする仕組みとなっている。

更に遠隔システムが搭載されており、出張所のパソコンに

て定置式散布装置の監視、制御も可能となっている。 

図2 新保交差点の雪氷対策範囲 

図3 新保交差点に設置した定置式散布装置のイメージ

 使用する薬剤は、酢酸系液状凍結防止剤（以下、酢酸系

薬剤）であり、酢酸カリウムと多価アルコールを主成分と

する水溶液です。その特長は、第１に塩素を含まず、且つ

生分解性の高い成分から構成されていることから塩害の心

配がない事、第２に凝固点が-４３℃と低いことから高い

＊１ 北海道日油株式会社 

車両センサー

ノズルボックス 分離ボックス

通行車両により酢酸系凍結防止剤が引きずられ、前方に拡散する

ポンプボックス

別置きタンク
本体

（制御ボックス）

定置式散布装置のイメージ
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凍結防止効果を発揮する事、第３に拡散性、定着性を増

大させる成分を添加しており、薬剤が広く拡散し定着す

ることで、その効果をさらにアップさせる事である。こ

の様な特性から、定置式散布装置の薬剤として特に優れ

た性能を発揮している。塩素系薬剤と酢酸系薬剤の特性

比較を表1に示した。 

表1 塩素系薬剤と酢酸系薬剤の特性比較

図4 上り線の設置位置 

図5 上り線の定置式散布装置の設置状況

 定置式散布装置の上り線の設置位置と設置状況を図4、

図5に示した。歩道部に制御ボックス、タンク、ポンプボ

ックスを設置、更に歩道側車線に薬剤を供給するための

第1分離ボックスと第1ノズルボックスも設置した。これ

らのユニットは、歩行者の往来に支障が無いように配置

された。中央分離帯には、中央分離帯側の車線に薬剤を

供給するための第2分離ボックスと第2ノズルボックス、

及び車両センサーも設置された。下り線も上り線と同様

に定置式散布装置を配置した。 

３．定置式散布装置の運用方法

 定置式散布装置の運用は、遠隔システムを活用して行

われた。気象予報により降雪が予想される場合でも降雪

強度が弱い事が予想される場合は、定置式散布装置を稼

動させず、通常の除雪作業と薬剤散布車両による薬剤

（塩化ナトリウム）散布のみで対応した。一方、降雪強

度が強い事が予想される場合のみ、遠隔システムにて定

置式散布装置を自動運転で稼動させ、通常の雪氷対策

（除雪と散布車両による薬剤散布）に加えて、酢酸系薬

剤の散布を実施した。 

４．散布装置設置箇所での効果検証

定置式散布装置の導入箇所での効果検証を実施した。

効果検証にあたっては非接触式すべり摩擦測定器

（VAISALA社製のDSC-111）を使用した。この方法は、３

種のレーザー光を路面に照射し、その反射光を解析する

ことで、水膜、氷膜、雪膜の厚さを測定、これらの厚さ

を一定のアルゴリズ

ムによってすべり摩

擦係数に換算して測

定するもので、車両

に搭載し通常走行し

ながら非接触ですべ

り摩擦を測定するこ

とが可能となってい

る。 

図7 2022年1月13､14日福井市の気象状況

2022年1月13日から14日の気象状況を図7に示した。13

日の夜間から気温が低下し、降雪も確認された。 

酢酸系薬剤塩素系薬剤薬剤

酢酸カリウム(主成分)

多価アルコール（添加剤）

塩化ナトリウム成分

液状粒状状態

-43℃-21℃最低凝固点

◎ 液体のため優れている△ 溶解時間を要する速効性

◎ 低温時でも優れた効果○ 低温時、効果減少凍結防止効果

◎ 添加剤により効果持続△ 風により飛散する事有り持続性

◎ 金属、コンクリート、自然環境へ
の影響は極めて小さい

△ 金属、コンクリート、自然環境へ
の影響は無視できない

環境等への影響

◎ 長期保存可能△ 長期保存の場合、吸湿への配
慮が必要

貯蔵性
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路面観察は、図8に示した範囲で実施した。上り線の場

合、消雪パイプの散水による融雪を実施している丸山高

架橋があり、その次に開発交差点、酢酸系薬剤の噴射箇

所、新保交差点の順にならんでいる。 

図8 路面状況の観察範囲

1月13日23時頃の路面状況を図9に示した。消雪区間の

丸山高架橋では路面が露出、その後の開発交差点付近で

路面状況が悪化、酢酸系薬剤噴射箇所付近で路面状況が

改質されて新保交差点にまで至っている。 

図9 2022年1月13日23時頃の上り線路面状況

その際のすべり摩擦測定結果を図10に示した。消雪区

間の丸山高架橋ですべり摩擦係数は0.7前後と高い値を示

し、その後、開発交差点付近で0.4前後に低下し、酢酸系

薬剤の噴射箇所付近で0.7以上に上昇して新保交差点以降

までその高いさが維持される状況であった。この状況は、

路面観察結果とほぼ一致する傾向であった。 

図10 2022年1月13日23時頃の上り線すべり摩擦測定

 続いて2月16日､17日に効果検証を実施した。2022年2月

16日から17日の気象状況を図11に示した。16日の午後か

ら気温が低下し、降雪も確認された。 

その際のすべり摩擦測定結果を図12に示した。消雪区

間の丸山高架橋ですべり摩擦係数は0.7以上と高い値を示

し、その後、開発交差点付近で0.3前後に低下し、酢酸系

薬剤の噴射箇所付近で0.7以上に上昇して新保交差点以降

までその高さが維持される状況であった。この結果は、1

月13日の結果とほぼ一致する傾向であった。 

図11 2022年2月16､17日福井市の気象状況

図12 2022年2月16日23時頃の上り線すべり摩擦測定 

図13 2022年2月17日3時頃の上り線すべり摩擦測定 

 その後、継続して17日1時頃から7時頃にかけてすべり

摩擦測定と路面観察とを実施した。その際の代表的なす
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べり摩擦測定結果を図13に示した。図10、図12のすべり

摩擦測定結果と比較すると開発交差点付近から噴射箇所

付近で顕著な差が認められない状況であった。よって、

この時間帯は路面観察を中心に評価を進めた。上り線の3

時頃の路面観察結果を図14に示した。図14の消雪区間後

の開発交差点付近で路面状況がかなり悪化し、酢酸系薬

剤の噴射箇所付近で路面状況が改善される傾向であった。

下り線でも酢酸系薬剤の噴射箇所手前では路面状況が悪

化、酢酸系薬剤の噴射箇所以降で改善される傾向であっ

た。 

図14 2022年2月17日3時頃の上り線の路面状況

 その後、7時頃まで路面観察を継続、その際の路面状況

を図15、16、17に示した。図15の酢酸系薬剤の噴射箇所

手前の路面で雪氷路面の凸凹が確認できる。この凸部は

雪氷が路面に固着している状況と推定しており、これを

固着層と定義した。この固着層の形成が路面状況を悪化

させる要因の一つと考えている。図16の酢酸系薬剤の噴

射箇所以降の路面では、この様な固着層は確認できず、

これは酢酸系薬剤による路面改質効果によるものと推定

している。図17では再び固着層が認められことから、酢

酸系薬剤の有無が固着層の形成に影響している可能性が

高い。 

５．まとめ

 本箇所での路面悪化の傾向として、開発交差点付近か

ら路面が悪化、その路面の悪化は新保交差点付近まで継

続されたと考えられる。ここで述べる路面悪化とは、固

着層の形成と推定しており、固着層の形成がスタック発

生の要因の一つになったと推定している。 

本対策箇所に定置式散布装置を導入し酢酸系薬剤を散

布した事で新保交差点付近のすべり摩擦が改善された。

また路面が改質され固着層の形成も抑制されており、路

面悪化要因の対策として有効に機能した可能性が高いと

推定している。但し、路面の改質については、見た目で

の定性的な評価が中心となっている事から、今後、新た

な手法により定量的評価を加えたい。さらにスタックの

原因の特定や種々の気象条件での評価も必要な事から今

後も継続的な検証を実施する予定である。 

図15 2022年2月17日7時頃の下り線の路面状況(その1)

図16 2022年2月17日7時頃の下り線の路面状況(その2) 

図17 2022年2月17日7時頃の下り線の路面状況(その3) 

最後に本報告をまとめるにあたり、国土交通省近畿地

方整備局福井河川国道事務所様、並びに福井国道維持出

張所様には、大変お世話になりました。この場をお借り

してお礼申し上げます。 
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